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M E S S A G E

「慣性の法則」と
イノベーション

中学校３年生の理科で誰もが勉強する基本事
項に、「慣性の法則」がある。言うまでもなく
ニュートンの運動の第一法則であり、「すべて
の物体は、外部から力を加えられないかぎり、
静止している物体は静止状態を続け、運動して
いる物体は等速直線運動を続ける」というもの
である。ガリレイやデカルトにより提唱されて
いた経験則を、ニュートンが基本法則として体
系化したものである。

この慣性の法則は、自然科学の分野だけでな
く、人間社会の中でも存在感のある基本法則で
ある。現実の政治の世界においても、企業経営
においても、「革新」・「改革」を妨げる慣性の
大きさに驚かされることが多い。「革新」・「改
革」されるべき「構造」が、その質量と運動量
があまりにも大きいがゆえに、多少の外圧をも
のともせず、粛々と等速直線運動をしていき、
改革の圧力を蹴散らして進んでいく現実はよく
目にする光景である。

経営学の学説によると、企業の行動において
現状維持傾向、すなわち慣性をもたらす要因
は、イノベーション創出インセンティブの欠如
と組織的抵抗であるという。自社が安泰である
と暗黙のうちに信じている企業では、イノベー
ション創出のインセンティブが必然的に弱くな
るが、これを「効率効果」と呼ぶ。また、企業
活動が長年のうちにルーティン化されると、既
存のルーティンに大幅な変更を加えるようなイ
ノベーションには、組織的な抵抗が発生する。
これを、「ルーティンの逆機能」と呼ぶ。歴史
があり、大規模化した企業ほど、この慣性の働
きが大きくなり、変化への頑強な抵抗勢力が生
まれてくるのである。

代表取締役副社長

室井雅博
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企業活動の慣性をもたらすもう一つの重要な
要因が、「学習能力の欠如」であるという。企
業は自社の歴史的歩みの延長線上の事項であれ
ば学習能力を発揮しやすいのであるが、現在の
企業活動と少し離れたイノベーションに対して
はどうしても感度が鈍くなる傾向がある。若手
社員からの画期的な新事業・新製品提案や新技
術の導入要求が、十分検討することもなく水際
で却下されたりするのも、学習能力欠如による
慣性が働いているからである。

さて、国家レベルの構造改革と慣性の関係は
どうなっているだろうか。

安倍晋三首相によるアベノミクスの第三の矢
は「成長戦略」である。これは、「さまざまな
触媒を時をおかずに投入し、日本に眠る成長力
に火をつける」ための構造改革であり、そのた
めの具体的な施策が、徹底的な経済の開放と規
制改革である。

経済の開放は、貿易や投資における内外の壁
を取り払う改革であり、TPP（環太平洋戦略的
経済連携協定）の実現がその象徴となってい
る。また、規制改革は第三の矢の中核部分であ
り、戦後の規制改革の流れの中で生き残ってき
た盤石な規制をいかに改革していくかという、
非常に難しいテーマである。

本稿では、個々の規制改革テーマの是非を述
べることを目的としているのではないが、さま
ざまな利害が絡み合って、政治的に大変微妙な
問題であることは、誰もが容易に想像がつく。
規制改革という政治的イノベーションを阻止し
ようとする慣性の強さの背景を見てみると、

「ルーティンの逆機能」というような用語では
表現しつくせない、既得権益がつくり出した強

固な構造がある。それは、規制で守られている
業界、その業界の所轄官庁、業界から支援を受
けている政治家集団による、三角形の相互作用
が生み出す鉄壁の構造である。

さて、企業内においても、国家レベルであっ
ても、改革を阻害する強力な岩盤ともいえる慣
性が存在すると述べてきた。では、どのように
すれば、その慣性を打ち破って改革を実現でき
るのだろうか。

野村総合研究所（NRI）において業務改革や
チェンジマネジメントの構想立案および実行支
援をしている業務革新コンサルティング部長の
森沢伊智郎は彼の論文の中で、これまで取り組
んできたプロジェクトを総点検したうえで、改
革の阻害要因として「丸投げ」と「面従腹背」
を挙げている。経営者がコミットしているよう
に見えても、現実には現場に単純に「丸投げ」
していたり、現場では自発的な改革がないまま
目先の帳尻合わせが横行したりする「面従腹
背」が、真の改革を阻害する慣性として働くと
いう。

このような事態を打破するためには、慣性を
打ち破るだけの、「具体化力」「巻き込み力」

「協働力」が不可欠であるというのが森沢の主
張であり、実感を持って同意いただける経営者
の方々も多いのではないだろうか。

2014年は、日本経済にとっても、革新を目指
す多くの日本企業にとっても、剣ヶ峰の年であ
る。日本政府も企業経営者も、盤石な慣性を打
ち破るだけの具体化力・巻き込み力・協働力を
駆使しつつ、成長戦略を実現するリーダーシッ
プを発揮してもらいたいものだ。

 （むろいまさひろ）
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事業ポートフォリオの最適化に向けて
領域再定義と現場への戦略浸透

C O N T E N T S
Ⅰ　世界経済の長期展望と企業の盛衰を分ける事業ドメイン設定
Ⅱ　グローバル展開する際の「成長の壁」に阻まれる日本企業
Ⅲ　勝ち残りに向けての課題
Ⅳ　全社事業ポートフォリオ戦略の重要性と具体的な方策

NAVIGATION & SOLUTION

1	 世界のGDPは2050年を過ぎても伸び続けると予想され、日本企業が「勝ち残る」
にはグローバル化が避けられない。日本企業の持続的成長には、自社の事業ドメ
インでナンバーワンを目指す必要がある。一方、選択と集中を過度に進めると、
集中した事業の成熟化に伴い企業が衰退するリスクが高くなる。「勝ち残る企
業」の条件として、集中に加えて次世代の柱事業を育成するなど、事業ポートフ
ォリオの最適化が重要となる。事業ポートフォリオを検討するには、収益性と安
定性を評価し、事業・製品単位に加え、顧客やビジネスモデル単位も分析する。

2	 グローバル化に当たっては、本社主導で事業変革を推進する。各事業はその規模
と収益性により、①業界リーダー（グローバル）、②チャレンジャー、③製品特
化型ニッチャー（ドメスティック）、④フォロアー──に位置づけられる。日本
企業の多くは③に属すが、グローバル化が進み海外の①の業界リーダー企業が参
入すると、製品がコモディティ化し、③はなくなる可能性がある。

3	 グローバル市場で業界リーダーになるには、①グローバル化、②ソリューション
対応、③既存領域周辺でのイノベーション──の３つの視点が欠かせない。

4	 事業ポートフォリオの検討には、トップダウン型の変革が必要である。経営トッ
プが将来の事業構想を立案し、この構想に基づき、現場キーマンを巻き込みブラ
ッシュアップを図る。次に、範囲を限定してトライアルで検証を進め、計画の良
否・改善点を見極めることで成果を出し、その後、全社へと横展開していく。

中川隆之 沓掛  毅

要  約



5事業ポートフォリオの最適化に向けて

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

Ⅰ 世界経済の長期展望と企業の
 盛衰を分ける事業ドメイン設定

近年、外部競争環境の激化に伴い、優良企
業が数年で赤字転落し、リストラを強いられ
るケースが見られる。一方で、企業価値を持
続的に高めている企業も存在する。両者を分
ける要因として、市場環境変化に即した全社
視点からのマネジメントの巧拙が挙げられ
る。本稿では主にB2B（企業間取引）型企業
を対象に、「勝ち残る企業」の条件を考察
し、「望ましい事業構造変革」を提案する
が、まずは経営環境から見ていく。

1	 グローバル化の必然性と業種に
	 よるグローバル化進展の時間差

バブル崩壊後、日本市場が成熟化してから
すでに20年が経過する。この間、世界市場に
おいては、中国をはじめとする新興国市場が
存在感を高めてきた。

図１に示すとおり、世界のGDP（国内総
生産）は2050年を過ぎても伸び続けると予想
されている。したがって、少なくとも今後35
年間は世界市場が成長し続けることから、日
本の産業はグローバル化を図らなければ勝ち
残ることができない。

ただし、すべての業種が一様にグローバル
化するわけではない。たとえば地域性の強い
食品や飲料、住宅の分野、あるいは規制の影
響が大きい医療関連などの分野のグローバル
化は、比較的ゆるやかに進んでいる。このよ
うにグローバル化には業種により時間的な差
があるため、対象分野や地域の特性に応じた
対応が必要となる。

2	 事業ドメイン設定の重要性と
	 過度の選択と集中の危険性

このような経済環境のもとで、持続的に成
長している企業と成長していない企業とを比
較すると、成長している企業は明確な事業ド

図1　2050年までの世界の人口とGDP（国内総生産）の推移

出所）ヨルゲン・ランダース著、野中香方子訳『2052──今後40年のグローバル予測』日経BP社、2013年
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メインを設定し、その事業ドメインで「ナン
バーワン」を目指している。

たとえば、これまで企業価値の向上に継続
して成功している日本電産は、「回るもの、
動くもの」に関する世界最大の駆動技術製品
メーカーになることを目指してきた。また、
ユニ・チャームは、不織布吸収体の加工・成
型技術を核に「世界初」「世界ナンバーワ
ン」の商品とサービスを提供しようとしてい
る。キヤノンは目標を、「全主力事業世界ナ
ンバーワン」に設定している。

以上の企業が世界ナンバーワン事業を目指
す背景には、従来は国や地域ごとにすみ分け
ができていた事業が、前述のようにグローバ
ル化の進展に伴って同じ土俵での戦いとなり
つつあることがある。すなわち、グローバル
化が進むにつれて、規模の経済を発揮しやす
いナンバーワン企業が有利となる傾向があ
る。

一方、ここ数年、パナソニックやシャープ
など、主にエレクトロニクス産業において、
選択と集中を推進し特定分野でのナンバーワ
ンを目指してきたはずの企業の凋落が激し
い。たとえばパナソニックは、グローバル化
の進展によりコモディティ化（一般商品化）
が予想されたテレビを国内で生産し、また同
じテレビでありながら液晶とPDP（プラズ
マ・ディスプレイ・パネル）という２つの異
なるデバイスに投資したことによって、戦力
が分散してしまった。シャープは垂直統合モ
デルを採用して技術のブラックボックス化を
図ったものの、新興国の追い上げには勝てな
かった。こうした企業では、コモディティ化
の進展が速い分野に事業を過度に集中させた
結果、短期間で収益の柱を失い、大きな赤字

を計上し衰退する事態に陥った。
このような特定事業への過度な集中は、企

業存続のうえからは避けなければならない。
そのため、業種により濃淡はあるが、安全弁
として、成長性は低いものの現時点で安定性
の高い既存事業を保有し続けることや、将来
の柱となる事業の芽を常に持っておくことが
重要である。近年、企業には短期の財務的尺
度が強く求められているが、「勝ち残る企
業」であるためには「100年企業」を目指
し、外部環境の変化に常に対応できる中長期
的な企業経営の安定性が必要である。

3	 業界のボラティリティを考慮した
	 事業ポートフォリオの重要性

突然の業績不振への転落を防ぎ中長期的に
勝ち残っていくために、企業は外部環境を長
期に予測し、早期に適切な「打ち手」を講じ
ていかなければならない。

とはいえ、外部環境の正確な予測は難しい
のが実情である。そのため、「外部環境を予
測し計画を立案すること自体意味がない」と
いう論調もある。しかしながら野村総合研究
所（NRI）は、「計画」という基準があるか
らこそPDCA（計画・実行・検証・改善）サ
イクルを回せ、そこから何が悪かったのかの
検証・改善ができ、それによって組織の経験
値を蓄えられるとの立場を取っている。真摯
に計画を立案するとともに、組織的に学習を
重ねていくことが望ましい。

また、正確な将来予測が難しくても、過去
の事例から、事業における製品ライフサイク
ルの長さや業界のボラティリティ（変動幅）
を推定することは可能である。これらが推定
できれば、当該事業の安定性を評価できる。
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そのため、各事業が属す業界のボラティリテ
ィを考慮したうえで、全社経営の安定化が可
能となる事業ポートフォリオを検討すること
が重要である。

4	 勝ち残りに向けた事業ポート
	 フォリオ検討の方向性

グローバル化が進む中でナンバーワンを目
指すには選択と集中が必要である反面、ボラ
ティリティの大きい事業へ過度に集中するの
は危険であると述べてきた。NRIは、日本企
業が「勝ち残る」には以下の２点が重要であ
ると考えている。

①事業ポートフォリオは、既存事業・製品
など従来の単位に加え、顧客単位、ビジ
ネスモデル単位で組むこと

②事業ポートフォリオは、収益性に加え、
市場変化の見通しを加味した安定性を考
慮すること

（1） 評価尺度１：評価単位のくくり方

企業が選択と集中を進めるために事業ポー
トフォリオを組む際、さまざまな評価単位が
ある。一般的には既存の「事業単位」、もし
くは「製品単位」「SBU（Strategy Business 
Unit：戦略事業単位）」などで評価する。
NRIでは、SBU単位の場合、「３C（Company：
企 業、Competitor： 競 合、Customer： 顧
客）」のうち２つのＣが異なれば別のSBUと
すべきと考えている。

上述の単位に加えて、NRIでは「顧客単
位」や「ビジネスモデル単位」で評価するこ
とを推奨している。顧客単位で評価する理由
は、市場変化が顧客の属している業種によっ
て異なることや、戦略を立案するうえで販売

網の重要性が増しているためである。すなわ
ち、既存製品のライフサイクルが終わって
も、既存顧客に新製品を提供することで事業
の継続が可能となる。

同様に、ビジネスモデルの類似性を単位に
評価する方法もある。たとえば、複数の事業
や製品が合わさって一つのビジネスモデルを
形成している場合には、製品単位で評価する
のではなくビジネス全体で捉えたほうが、事
業の連続性や業態変化への対応性を考慮する
ことができる。

（2） 評価尺度２：市場変化の安定性の考慮

事業ポートフォリオは従来、「収益性（売
上高営業利益率、投下資本利益率、NPV

〈Net Present Value：正味現在価値〉等）」
や「市場シェア（順位）」などで決定されて
きた。しかし、これらでは外部環境変化への
対応が十分にできていない面がある。

NRIでは収益性に加え、「安定性」でも評
価すべきと考えている。収益性とは、どれだ
け事業に投資してどれだけ利益を稼ぎ出せる
かであり、収益性が高いか低いかは主に市場
の魅力度と自社の強みで決まる。安定性と
は、各事業が属す業界の市場変化の見通しで
あり、製品ライフサイクル、市場ボラティリ
ティ、技術イノベーションなどから構成され
る。また、収益性と安定性ともに、過去を見
るだけではなく将来を予測することが大事で
ある。この収益性と安定性で事業を分類する
と次ページの図２のとおりとなる。

外部環境や自社の置かれた立場により異な
るが、ⅠからⅣの象限はそれぞれ、

● Ⅰ：一般的に、収益性、安定性ともに高
い。医療、衣服、住宅関連で、各国・地
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域の規制、文化に根づいている業種
● Ⅱ：収益性は低いが安定性は高い。自動

車、重電、食品、飲料関連の業種。この
象限の製品は、改善・改良はあるもの
の、製品寿命が比較的長い

● Ⅲ：収益性は高いが安定性は低い。通信、
制御など、競争環境が比較的穏やかで、
製品ライフサイクルの長いインフラ関連
設備、ユーティリティ設備関連の業種

● Ⅳ：収益性、安定性ともに低い。携帯電
話端末やパソコンおよびその部材など、
製品寿命が短くすぐに成熟化するエレク
トロニクス関連の業種

──となる。
全社の事業ポートフォリオを考えるうえで

は、Ⅰ「収益性が高くかつ安定性も高い事
業」に注力することが望ましいが、そのよう
な事業はなかなか見つからず、Ⅱ「収益性は
低いが安定性の高い事業」や、逆にⅢ「収益
性は高いが安定性の低い事業」の扱いが課題
となる。通常、企業はこうした事業を複数保

有しているため、事業の展開状況によって、
経営資源（ヒト、モノ、カネ）の投入配分を
変えていくことになる。なお、Ⅳの「収益性
が低く安定性も低い事業」は当然、撤退候補
となる。

また、選択と集中に見られるように、事業
ポートフォリオは、従来「１か０」で判断さ
れてきた。しかし、エレクトロニクス分野の
ようにボラティリティの激しい市場では、完
全に集中するのは危険である。現時点で収益
が上がっていなくても、将来的に技術や販売
網などの面で自社の強みが活かせる事業や、
将来市場が形成され収益が上がる可能性のあ
る事業は、必ず一定の割合で残しておくこと
が望ましい。

Ⅱ グローバル展開する際の
 「成長の壁」に阻まれる
 日本企業

本章では、グローバル展開する際の「成長
の壁」を「フライフィッシングカーブ」の概
念で説明した後、本社主導による事業推進の
必要性について論じる。

1	「フライフィッシングカーブ」
	 と４つの競争ポジション

従来、主として製造業で事業規模を拡大す
ることは、「学習効果」と「規模の効果」の
２つの点から収益の拡大につながるとされ、
このため多くの企業でシェア拡大が重視され
てきた。しかし、グローバル化が進むと、事
業規模と収益性は単純な正の相関ではなく、
図３のカーブのようになる。NRIはこれを、
釣り人がフライ（疑似餌）を投げ入れた時に

図2　収益性と安定性による分類の視点と各象限に当てはまる業種の例
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エレクトロニクス関連
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Ⅲ
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ユーティリティ設備関連
（通信、制御など）
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釣り糸が描くカーブに似ていることから、「フ
ライフィッシングカーブ」と名づけている。

このフライフィッシングカーブで見ると、
一つの業界内では、企業群が規模と収益性の
関係で４つに分類され、それぞれが、

①業界リーダー（グローバル）
②チャレンジャー
③製品特化型ニッチャー（主にドメスティ

ック）
④フォロアー
──の競争ポジションに位置づけられる。
フライフィッシングカーブは、その業界特

性に応じて形が変化する。通常、③製品特化
型ニッチャーの収益性は、①業界リーダーよ
り高い。しかし、テレビやデジタルカメラの
ようにコモディティ化が進んだ事業には③が
存在しなくなる。

①から④のポジションにある企業におい
て、一般的に求められるのは、

①は、グローバル化、手掛けていないニッ
チ領域への参入や買収等

②は、①に規模的に追いつくためのグロー
バル化、M&A（企業合併・買収）、ア
ライアンス（提携、連携）等

③は、グローバル化の影響を受けてニッチ
のままでいられない場合もあり、勝ち残
るために①を目指す場合は、グローバル
化、ソリューション対応、既存領域周辺
でのイノベーション

④は、③を目指す場合、狭い領域への集中
投資（目指さない場合は市場から撤退）

──である。
日本企業の多くの事業は③製品特化型ニッ

チャーに属し、狭い領域ではナンバーワンで
あり収益性は高いが、規模は小さい。しかし

近年は市場環境や競合環境が変化し、③の戦
略を取っていても、①の業界リーダーがその
領域に参入してくることによって収益性が低
下する危険性がある。

2	 日本企業における「成長の壁」
収益性の高い日本企業は、ドメスティック

で③のポジションであることが多い。このよ
うな企業は、ドメスティックにとどまるかぎ
り「生き残る」ことはできても、人口減少な
どで持続的成長は難しい。一方「勝ち残る」
には、グローバル市場で①の業界リーダーと
なる事業を育成する必要がある。

ここで留意すべき点は、③の企業がグロー
バルでの①のポジションを目指すと、売り上
げは拡大するものの利益率は低下し、②のポ
ジションに陥ってしまうことである。すなわ
ち、グローバル化を推進し売上拡大を図ると
利益が減少する。これが「成長の壁」の一つ
の要因となっている。

図3　フライフィッシングカーブと4つの競争ポジション

規模

収
益
性

②チャレンジャー
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①業界リーダー
（グローバル）

③
製品特化型ニッチャー
（ドメスティック）
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3	 事業部制・カンパニー制の呪縛
多くの日本の製造業は、1980年代に進めた

多角化の結果、異なる性質の製品・事業を複
数抱えている。1990年代以降は、事業間のマ
ネジメントの差異を考慮して、事業を「製品
別」に分割した事業部制やカンパニー制を導
入する企業が増えてきた。

しかし2000年代に入ると、従来の事業部・
カンパニーの枠組みでは、外部環境の変化に
十分に対応できなくなってきた。この理由と
して、グローバルで売上拡大を図るために投
資を先行させると、売り上げは増加しても利
益率が低下してしまうため、短期的な利益獲
得に主眼を置く事業部制・カンパニー制を導
入している企業では、グローバル化を回避す
る傾向が強いからである。この原因について
は、第Ⅲ章で掘り下げて検討する。

4	 成長の壁突破を目指し本社主導で
	 事業変革を推進

本社は、各事業の位置づけに合わせて、経
営資源を効果的に投入しなければならない。
表１に示したとおり、Ⅰの「収益性が高くか
つ安定性も高い事業」は、資金も潤沢にあり、
短期の巨額投資も必要としないことから、運
営は事業部内で完結できる。しかし、Ⅱ「収

益性は低いが安定性の高い事業」や、Ⅲ「収
益性は高いが安定性の低い事業」は、事業の
強みが大きい場合、各事業で不足している経
営資源を本社が投入し、成長を支援する必要
がある。一方、Ⅱ、Ⅲで事業の強みが小さい
場合、本社は現時点での経営資源の投入を見
送り、投入の判断が下るまで塩漬けとする。
また、Ⅳ「収益性が低く安定性も低い事業」
は、事業の強みが大きい場合は塩漬けにする
が、小さい場合は撤退候補となる。

本社の投入する経営資源は、主に資金面・
人材面である。資金面では、事業部の資金だ
けではM&Aなど思い切った投資ができない
場合、代わりに本社が投資をするケースが考
えられる。人材面では、事業部が持たない希
少人材（企画人材・技術人材など）の提供
や、単純に一時的な労働力の提供がある。

Ⅲ 勝ち残りに向けての課題

本章では、「事業部・カンパニーに対する
分権化」がニッチャー事業の育成には寄与し
たものの、そのことによって外部環境の大き
な変化に対応できなくなる危険性が高まって
おり、今後は全社視点で最適な事業構造への
変革が急務になっていることを述べる。ま

表1　事業分類別の事業運営の方針例

事業分類 事業運営

Ⅰ 収益性が高くかつ安定性も高い事業 事業部内で完結

Ⅱ 収益性は低いが安定性の高い事業 事業の強みが大きい場合、本社が経営資源を新たに投入
事業の強みが小さい場合、本社が経営資源を新たに投入しない（塩漬け）

Ⅲ 収益性は高いが安定性の低い事業 事業の強みが大きい場合、本社が経営資源を新たに投入
事業の強みが小さい場合、本社が経営資源を新たに投入しない（塩漬け）

Ⅳ 収益性が低く安定性も低い事業 事業の強みが大きくても、本社が経営資源を新たに投入しない（塩漬け）
事業の強みが小さい場合、撤退候補
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た、第Ⅱ章で取り上げた「グローバル化」に
加えて、「ソリューション対応」「既存領域周
辺でのイノベーション」という、B2B型の製
造業が重視している３つのキーワードに注目
し、日系企業が苦戦している要因を考察する。

1	 グローバル化における課題
日系企業の中で、グローバル化が進んでい

る業界は、自動車、ロボット、工作機械、材
料（炭素繊維、新素材）、電子部品が挙げら
れる。

1980年代に世界的に高いシェアを誇った日
本のエレクトロニクス産業は、韓国、台湾さ
らには中国企業の台頭によって存在感が弱ま
っている。一方、現在日本が強い産業として
は、上述の自動車、ロボット、工作機械、材
料、電子部品がある。自動車以外はいずれも
モノづくりを支援するB2B型の企業である。

これらのモノづくり支援企業、部品・材料
企業（以下、B2B型製造業）の中には、海外
輸出比率が５割以上に達しているところも多
い。しかしこうした事業の取引相手は、海外
展開している日系企業であることが依然とし
て多い。その理由として、従来から顧客であ
った日系の衣料・エレクトロニクス・自動車
の各産業の海外展開と歩調を合わせてグロー
バル化を進めてきたことが挙げられる。

現在、新興国における中間層の所得増大に
よるボリュームゾーン市場が拡大した。この
消費者は、品質よりも価格が安価なことを重
視する傾向が強い。このため当該市場では、
低グレードの製品を安価に供給することが得
意な現地メーカーがシェアを拡大している。
一方、従来品質面での差別化を得意としてき
た日系のB2C型製造業は、現地メーカーと比

較してコスト競争力が弱いため、当該分野で
は苦戦している。

従来、日系のB2C企業を主たる顧客として
いた日系のB2B型製造業としては、今後、ボ
リュームゾーン市場を得意とする現地メーカ
ーに向けた拡販が急務となる（図４）。

B2B型製造業のグローバル展開の共通の課
題としては、

①新興国におけるブランド構築に向けたエ
ントリー製品の開発

②現地開発の増加に伴う技術マネジメント
体制の変革

③全社としてのグローバル戦略の構築
──の３点が挙げられる。以下、この３つ

の視点から現状の課題を分析する。

（1） 新興国におけるブランド構築に向けた
 エントリー製品の開発

前述したように、B2B型製造業の既存顧客
である日系企業の市場シェアが落ちており、

図4　日系企業のグローバル化における課題
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（今後特に注力すべきポイント）
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新たに台頭してきた新興国企業向けの拡販が
求められている。新興国の顧客企業からは、

「品質は従来のものより低下してもよいので
安価な製品」を要求される例が多い。そこ
で、新興国仕様に即してどのような製品を供
給するかの検討が課題となっており、多くの
B2B型製造業ではマーケティング体制を強化
している。

海外市場でマーケティングをするうえでの
共通課題として、市場が複雑に細分化してい
ることから、顧客ニーズを調べても注力すべ
き市場を絞り切れない点が挙げられる。この
背景には、日本市場と現地市場が同じ構造で
あるとの前提による錯誤や、日本人スタッフ
と現地スタッフとのコミュニケーション不足
によって、現地でのマーケティング方法に課
題が生じていることも多い。

次に、現地マーケティングを適切に実行で
きたうえでの戦略立案上の課題としては、事
業部側の評価と全社の評価に温度差のあるこ
とが挙げられる。すなわち、新興国で事業を
拡大する際、全社的には長期的観点から実績
をつくり、ブランドを構築していくことが重
視される。一方、事業部側は製品別の短期的
な収益管理を行っているため、事業部の尺度
からすれば採算が合わず、それにより事業展
開を断念し撤退しているケースも多い。

NRIで特に重要と考えているのは、新興国
におけるブランド戦略の立案である。製品に
対する新興国の評価能力は必ずしも高くない
ため、日本製品の品質を厳密に評価できず、
過去の納入実績が重視されやすい傾向にあ
る。このため、新興国では実績をつくってブ
ランド力を向上させることが重要であり、ブ
ランドづくりに寄与するエントリー製品の選

択と展開は全社的な視点で行うべきである。

（2） 現地開発の増加に伴う技術マネジ 
 メント体制の変革

新興国マーケティングの結果を反映させ
た、品質の低い製品を日本人がつくることは
難しいという声をよく聞く。これには、日本
人の「モノづくり＝神への奉仕」という、江
戸時代の思想家、石田梅岩以来の伝統的な思
想が背景にあると思われる。つまり、日本人
は品質をより良くすることは得意であるが、
品質を落としたモノをつくることはその国民
性として難しい。この対策の一つとして 「現
地グレード品」を現地スタッフに開発しても
らう動きがあり、加速している。

その際の課題は、現地化すべき技術と日本
国内でブラックボックス化すべき技術の切り
分けの判断である。このような判断は全社的
に決定する必要がある。たとえば、新興国政
府が日系企業に最新技術の現地化を求めてく
るケースも多い。この時、技術流出のリスク
を負ってでも現地化を促進するのか、それと
も技術を移管しないかは、全社的な視点で経
営が判断する必要がある。

次に、製品品質をどのように定義するのか
も重要である。日本でのモノづくりの場合、
製品品質は暗黙知化されたルールとなってい
るケースが多いが、現地化を図るうえでは製
品品質の再定義が求められる。

また、コアコンピタンスの定義も重要である。
たとえば技術を、①設備技術、②製造管理技
術、③要素技術の３つに分けた場合、①につ
いては生産設備が競合他社にコピーされやす
く技術流出の危険性がある。一方、②に関係
する製造プロセスのパラメーター（温度条件
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やプレス条件など）管理はブラックボックス
化すべきとの意見が多い。このような製造プ
ロセスの基本的な操業条件をブラックボック
ス化しつつ、川下の加工工程は現地化を図る
ことが基本戦略になる。さらに、競合他社と
中長期的に差を維持できるのは③の要素技術
であり、この開発も同時に重要である。

（3） 全社としてのグローバル戦略の構築

同じ新興国に対して複数事業部が個別に展
開しているような場合には、本節１項で述べ
たように全社として共通ブランドを構築し、
同２項で述べたように現地化すべき技術を明
確にする。これには全社的な視点で構想を策
定する必要がある。

特に、国別・エリア別の経済成長段階に即
して、各事業部がどのように協力し合ってグ
ローバル展開するかについては、全社的な構
想が欠かせない。この構想では、各国または
各エリアの経済の今後の成長スピードに即し
て、まずはどのような製品を拡販して自社の

ブランドを高めるか、その後、成長に伴って
どのような製品を投入していくかを決める。

複数事業を持つ企業では、本節１項・２項
で述べた状況を踏まえ、全社としてグローバ
ル戦略の調整を図っていくとともに、海外展
開を加速すべき事業については、事業部間の
連携を促進し、必要に応じて経営資源の投入
の意思決定を全社として下すことが望まし
い。

また、グローバル化の促進においては現地
採用社員の育成・登用も重要となる。ここで
は、自社が大事にする「価値観」をグローバ
ル社員と共有することが極めて重要になる。
すなわち、現地採用社員が意思決定をする時
の判断基準は、エリアごと・事業部ごとに異
なるのではなく全社共通であることが望まし
い。現地採用社員の幹部登用に際しても、 自
社の価値観を共有していることが極めて重要
な要件となってくる。たとえばGE（ゼネラル・
エレクトリック）では、幹部登用の際、「GE 
way」に共感できることを条件としている。

図5　製品ライフサイクルと差別化ポイント

顧客価値の重点 ● 品質＞＞価格、納期、サービス ● 価格＞納期、サービス＞品質

コアコンピタンス ● R&D技術企画力
● 先行開発力

● シンプル・ニーズに見合う「そこそこ」の実現力
● ソリューション提案力

顧客価値を生み出す
（変化へ対応する）
ポイント

経営 ● 統率力 ● グローバル、多極化への対応など

技術 ● シーズプッシュ型の開発 ● 現地顧客目線での商品開発など

製造 ● 集中生産 ● 地産地消。現地化、低コスト・物量対応など

販売 ● 輸出モデル ● ローカルな販売網の構築など

注）R&D：研究・開発

黎明期 成長前期 成長後期 成熟期 縮退期

市
場
規
模

顧客市場の製品ライフサイクルの移行

先進国市場が中心 新興国市場への普及・拡大

変曲点
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2	 ソリューション対応における課題
（1） コモディティ化に対応した納期 
 ならびにサービス面での差別化

日本のB2B型製造業における課題として
は、市場の成熟（＝コモディティ化）への対
応が挙げられる。従来、日系企業は品質を向
上させることで他社と差別化を図り、国際競
争力を強化してきた。しかし、近年、品質が
十分な水準にまで達してきたことから、顧客
ニーズは、品質から「価格、納期、サービ
ス」へと移行している。日系企業は、製品ラ
イフサイクルの黎明期、ないし成長前期の品
質競争では強いが、変曲点を過ぎて市場が成
熟し、韓国、台湾、中国などの新興国企業に
キャッチアップされ、価格など品質以外の競
争になると弱い。

成熟市場における差別化の要素は、従来の
品質とは違う、価格、納期、サービスなどが
競争軸となり、納期やサービス面で競合他社
と差別化する「ソリューション事業」の強化
が多くの企業の課題となっている（前ページ
の図５）。

（2） 納期ならびにサービス面での 
 差別化推進に向けての対策

納期・サービス面で差別化するソリューシ
ョン事業を強化している企業の中には、こう
した事業は利益が出ないのでハードウエアを
販売するうえでの「つなぎ」と位置づけてい
るところも多い。このように考えている企業
が抱える課題は、「すべての顧客に平等なソリ
ューションを提供すること」を前提としてい
る点である。つまり、ハードウエアを販売す
る事業とソリューション事業とでは儲け方が
異なるということを意識していない企業が多い。

ハードウエア販売では工場の稼働率が重要
で、拡販が収益構造を高める。一方、ソリュ
ーション事業の利益は顧客属性によって大き
く左右されるため、すべての顧客へのサービ
スを均一にしてしまうと、通常、利益率は低
くなる。

ソリューション事業では、
①重点顧客の絞り込み
②面密度の重視
③競合を意識した価格戦略の策定
──の３点が重要となる。以下、この３点

について述べる。

①重点顧客の絞り込み
ソリューション事業では、すべての顧客に

均一にサービスを提供するのではなく、重点
顧客に注力しためりはりのある対応をする。
重点顧客の絞り込みに際しては、事業部間で
共通顧客を有している場合は、全社にとって
の重点顧客を選定し、ソリューションのサー
ビスメニューを顧客単位で決定していく。全
社にとっての重点顧客には、各事業部の判断
よりも「顧客単位での全社の判断」を重視す
る。

②面密度の重視
ソリューション事業ではサービス人員の稼

働率が重要であり、サービス拠点からの一定
距離内の顧客密度が高いほど、サービス人員
の稼働率は向上する。このため、どのエリア
に注力するかの意思決定が重要である。

③競合を意識した価格戦略の策定
ソリューション事業における価格設定は、

サービス内容と顧客に対する付加価値に基づ
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いて行う。海外のB2B型企業では、重点顧客
に対して幅広い品揃えや、運用・メンテナン
ス時のサービスを提供するなど、相手企業

（顧客）の業務を丸抱えすることにより、高
い収益性を獲得している。価格設定のポイン
トは、重点顧客を全社視点で決定し、製品の
競争状況に応じてきめ細かく設定し、新規参
入者を排除することに留意するとともに、当
該顧客からの利益を最大化することにある。

以上のようなソリューション事業を展開す
るには、事業ごとではなく顧客ごとの企画
を、全社視点で提案・実行できる機能の強化
が重要となる。

3	 既存事業周辺でのイノベーション
	 の加速に向けて

成長戦略を考えるに際して、多くの企業で
はイノベーションによる新規事業の開拓が重
視されている。現在、多くの企業が注目して
いる分野としては、環境・エネルギーとライ
フサイエンスの２つがある。これらの分野の
多くは、複数の既存事業と重なるため異業種
からの新規参入が盛んで、企業買収も加速し
ている。たとえば、ライフサイエンス分野の
一領域であるバイオヘルス領域に、ソニーを
はじめとしたエレクトロニクス企業が進出す
るケースや、情報処理技術を武器に、IBMが
環境・エネルギー分野の一領域である水供給
市場に新規参入しているケースが挙げられ
る。

1990年代には多くの日本企業が中央研究所
を廃止し、既存事業の延長線上の改善・改良
型技術を開発する「事業部研究所」へとシフ
トした。しかし、現在求められているのは、

既存事業周辺の「業際分野」において、自社
の強みを活かした新たな事業を立ち上げるこ
とである。今後求められるスキルは、

①既存事業周辺の業際分野での業界構造変
化に対する洞察力

②自社の強みの再定義
③新しい分野に展開するうえでのビジネス

モデルの構築
──の３点である。

（1） 既存事業周辺の業際分野での 
 業界構造変化に対する洞察力

事業部制・カンパニー制を導入した多くの
日本企業は、既存事業に関しては深く分析し
てきた反面、既存事業の周辺で起こっている
変化を組織的に分析・洞察する機能が低下し
ていることが危惧される。

（2） 自社の強みの再定義

自社の強みの再定義で留意すべき点は、
「成功の復讐」の罠、すなわち「過去に成功
した企業はその成功に固執する傾向が強い」
という罠を、どのように回避するかである。
一方、新しい分野に展開するには、自社で保
有しているスキルを見直し、どの経営資源が
活用できるのかを再定義する。特に製品ライ
フサイクルの成熟化に伴い、競争軸が、製品
品質から価格・納期・サービスへと変化して
いることに留意する。

（3） 新しい分野に展開するうえでの 
 ビジネスモデルの構築

過去に得意としてきたビジネスモデルと、
今後、展開すべきビジネスモデルとが異なっ
ているケースも多い。過去のビジネスモデル
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が活用できる場合には、既存事業部で展開す
ることが望ましい。一方、従来と異なるビジ
ネスモデルを新しい事業領域に適用する場合
には、本社が主体となって推進していく。

Ⅳ 全社事業ポートフォリオ戦略の
 重要性と具体的な方策

前章では、グローバル化、ソリューション
対応、既存事業周辺でのイノベーションとい
う３つの視点から、既存事業の枠組みで発生
する課題について考察した。本章では、そう
した課題を全社としてどのように解決すべき
かについて提案する。

NRIは、それらの課題解決のためには、従
来のボトムアップ型だけではなく、トップダ
ウン型の変革が必要であると考えている。

具体的には、
①まず、経営トップが将来の事業構想を立

案し、現場のキーマンを巻き込みながら
この構想のブラッシュアップを図る

②次に、範囲を限定して構想をトライアル
（試行）で検証し、良否・改善点を見極め、
そのうえで改善計画をつくり成果を出す

③その後、改善した方策を全社改革に向け
て横展開していく

──ことを提案したい。

従来の戦略論では、デカルト以来の「細分
化していけば正しい回答が得られる」という
西洋思想的なアプローチが主であった。しか
し、不確実性が高まっている現在、このアプ
ローチでは限界があるように思われる。

そこで本稿は、大局観を持って仮説を立て、
参加者が相互に連携しながら検証・改善を進
めていく東洋思想的なアプローチとして、

「天・地・人」の考え方を応用したい。
中国の古典の一つである『孟子』に、もの

ごとを成功させるには、「天の時」「地の利」
「人の和」の３点が重要であると述べられて
いる。事業戦略を立てる場合、

● 天の時：マクロ的な視点からどのような
事業機会が存在するか

● 地の利：自社の強みが活かせるのはどこ
か

● 人の和：参加者が互いにコミュニケーシ
ョンを取りながら推進しているか

──の３点から立案し、そのうえで、多面
的な視点で調和を図りつつ変革プロジェクト
を推進する。具体的には図６に示した検討フ
レームを提案する。

1	 事業領域の再設定
経営トップが中心となって「外部環境変化

（既存事業・自社事業周辺）」と「自社の強

図6　全社戦略の検討フレームと現場への展開

1

事業領域の再設定
●　既存事業の外部環境の
把握

●　自社事業周辺の外部環
境の把握

●　自社の強みの再定義
●　顧客に対する付加価値
の明確化

●　ビジネスモデルの類似
性からの事業再定義

3

現場の巻き込みの推進

●　経営と現場の間でのコ
ミュニケーション促進

●　事務局の設置
●　仮説検証のための計画
づくり

トライアル
（試行）の実施

で確認
他事業への
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み」を分析したうえで、「顧客にとっての付
加価値」と「ビジネスモデル」の２つの視点
から、展開する事業領域を再定義していく。

（1） 既存事業の外部環境の把握

既存事業を取り巻く外部環境に対する深い
理解が重要である。マクロ的な動向は捉えら
れているものの、各業界における自社への影
響を読み間違えているケースが多い。

たとえば「製品特化型ニッチャー事業」の
ポジションにある既存事業は、グローバル市
場での事業機会があり、そこで戦えるかどう
かの見極めが鍵となる。

（2） 自社事業周辺の外部環境の把握

新たな事業機会は多くの場合、業際分野で
発生している。この業際分野を考慮せず、既
存事業の範囲内に事業領域を限定すると、

「タコつぼ型」の展開になりやすい。思考も
閉塞しやすいうえに、大きな事業機会を見失
うので留意したい。「天の時」の判断に際し
ては、自社の既存領域に限定せずに、マクロ
的な視点を自社事業周辺にまで広げられるか
どうかが重要となる。

（3） 自社の強みの再定義

自社の既存事業ならびに周辺領域で、自社
の強みが活用できそうな「地の利」があるか
どうかを検討する。ここで過去に成功した自
社コア技術が必ずしも将来の強みとならない
場面が増加している。特に新分野は、自社の
どの強みを活かしていけるかの技術経営的な
視点からの考察、および技術統括役員である
CTO（チーフ・テクノロジー・オフィサー：
最高技術責任者）の役割が重要となる。

（4） 顧客に対する付加価値の明確化

事業領域をハードウエア販売中心から、ソ
リューション型に展開する場合、顧客にとっ
ての付加価値をどのように定義するかが重要
となる。そのためには自社製品がなぜ売れて
いるのか、自社製品を利用することによって
顧客にはどのようなメリットがあるかを訴求
できるようにするとともに、どのような品揃
え・サービスを保有するかも考察する。

（5） ビジネスモデルの類似性からの 
 事業再定義

多くの企業は、製品別の類似性から事業を
定義している。今後、ソリューション事業を
展開する場合、事業の定義を変更し、事業領
域を見直す必要がある。ここで顧客にどのよ
うな付加価値を与え、競合とどのように差別
化して利益を得るかのビジネスモデルを立案
し、ビジネスモデルの類似性から事業領域を
再定義する。

2	 全社視点の事業構想・マネジ
	 メント体制変革方針の策定

事業部制・カンパニー制を導入している企
業では、既存の個別事業の優先順位を設定し
たうえで全社の方向性を決めることが多い。
この方法では、事業が赤字にならないかぎり
抜本的な対策を取りにくくなる。

経営が全事業の戦略を個々に立案し、その
後にPDCAサイクルを推進することは、大企
業では事実上難しい。そのため経営は、特に
注力して検討すべき事業と、既存事業の枠組
み内で検討する事業とに分ける必要がある。
NRIは、既存事業の延長線上では捉えられな
い事業や、ビジネスモデルが異なる新しい事
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業については、「中長期的な視点」で、経営
がコミット（関与）して取り組むべきである
と考えている。

たとえばグローバル化を進めるに際して
は、前述したようにどの製品をどのエリアに
最初に導入していくかを判断する。エントリ
ー製品が赤字事業になる場合、既存事業部で
は意思決定がしにくくなるため、全社的な視
点から経営がリスクを取って意思決定してい
く仕組みが欠かせない。

また、近年、外部企業と手を組んで新たな
事業領域に展開するなど、「他力活用」のケ
ースも増加している。外部企業とのアライア
ンスでは、経営の関与の仕方により成果が大
きく左右されることから、経営がコミットで
きる体制づくりを構築しておくことが望まし
い。

たとえば、M&Aやアライアンス担当の人
材を希少人材と位置づけて本社にその専門部
署をつくり、ある規模以上のM&A・アライ
アンス案件にはすべてかかわらせるようにす
る。その結果、各事業におけるM&A・アラ
イアンスの効率化および高度化が達成でき
る。

そのほか、シーメンスのようにM&A後、
買収先企業の製品品質を同社基準にまで高め
る人材を本社が抱え、全事業に横串を通す機
能を持たせるのも一つの方法である。

ただし、経営が関与する時には、どのよう
な状態になると撤退するのかなどのマイルス
トーンも設定しておく。このようにアクセル
とブレーキを兼ね備えた、すなわち中庸な姿
勢を持ったマネジメントが求められる。不確
実性の高い外部環境においては、まず小さく
投資して業界や市場を理解し、自社で展開で

きるかどうか、トライアルの実施で確認する
のが有効である。この具体的な方策は、４節

「トライアルの実施で確認」で論じる。

3	 現場の巻き込みの推進
現場の巻き込みは、「天・地・人」の「人

の和」に当たる。日本企業は従来、人の和を
強みとしてきたが、外部環境が大きく変化す
る中で、従来の人の和のみでは力を発揮でき
なくなっている。一方、欧米型のようにトッ
プダウン型で戦略を立案し現場に推進させる
方法は、日本企業にはなじまない。経営が構
想を立案する場合でも、現場の「腹落ち」が
なければ改革は進まないので留意したい。

NRIでは、トップの構想を現場に浸透させ
るため、中核となる現場キーマンを巻き込
み、テーマに応じてWG（ワーキンググルー
プ）をつくり、経営とすり合わせを行う仕組
みを取る方法が望ましいと考える。その際、
コアメンバーが各チームに分散し、事務局と
なりWG間の調整を担う（図７）。

経営が現場を巻き込む際に発生する課題と
しては、

①経営と現場の間でのコミュニケーション
不足

②事務局不在の「腰かけ会議」
③売り上げ・利益責任の担当者への転嫁
──などが挙げられる。それぞれについて

は、以下に順に述べるように、
①経営と現場の間でのコミュニケーション

促進
②事務局の設置
③仮説検証のための計画づくり
──で対応していくことが求められる。
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（1） 経営と現場の間での
 コミュニケーション促進

経営と現場の間でコミュニケーションが取
れていなければ、立案した構想を現場で展開
することは難しい。特に事業部制・カンパニ
ー制の導入によって、各事業部・カンパニー
の壁を越えた情報共有が社内で進んでいない
ため、全社の情報を把握できているのは経営
層にとどまることが多い。現場が変革の背景
や意味合いを十分理解していない場合には、
時間をかけて丁寧に説明していく。

なお、構想を現場でブラッシュアップする
人員は、経営自らが人選して自身の考えを直
接伝え、現場からの答申の採用可否の判断・
実行の責任は経営が持つ。

（2） 事務局の設置

現場キーマンは、既存事業で収益責任を問
われるため極めて多忙で、中長期的な方向性
を決める会議に参加できたとしても、次の会
議までに十分に検討する時間が取れないこと

が多い。このため会議を開催しても結論が出
せず、時間だけが経過してしまうケースも多
い。この対応策として、会議と会議の間に事
務局が調査を進めて次回に検討すべき論点を
明確にし、限られた会議の時間内で結論を出
せるような体制を構築しておく。事務局の働
きによって、検討の中身や決定の質が大きく
左右されると言っても過言ではない。

（3） 仮説検証のための計画づくり

現場の巻き込み活動が、次年度の売り上
げ・利益に責任を持つ担当者に押しつけられ
てしまう場合も多いが、これは大きな過ちで
ある。立案した構想はあくまでも仮説であ
り、まず前提条件が正しいかどうかを検証す
る必要がある。前提条件が異なっている場合
には修正する。

次に、既存事業の枠組みで検討できると判
断された事業については、経営は予算も含め
て事業部に任せる。一方、既存事業部では対
応できない事業については、自社として取り

図7　現場巻き込みの概念
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組めるかどうかを見極めるため、トライアル
期間を設けて確認することが望ましい。

4	 トライアルの実施で確認
新しい分野への事業展開やビジネスモデル

を大きく変革する場合、一度にすべてを実行

することは難しい。特に、過去に成功体験が
ある事業では、自主的な変革は促しにくい。
進める場合は範囲や期間を限定したトライア
ルを実施して課題を明らかにしたうえで、ス
テップバイステップで拡大させていくことが
有効である。

たとえば、一つの事業でトライアルの成功
事例をつくり、これを全社に横展開するとそ
の後の変革が進めやすくなる。自社内でトラ
イアルを実施する利点は以下のとおりである。

①他社の成功事例ではイメージがわかない
が、自社のケースならば理解しやすい

②自社内のトライアルを経験した人材の横
展開ができナレッジが共有化しやすい

NRIでは、新規分野に事業展開する場合、
「人の和」の観点から、マーケター（M）と
トランスレーター（T）、ならびにプロジェ
クトのプロモーター（Ｐ）の「MTP」をう
まく機能させることが重要であると考えてい
る（図８）。トライアルの検討に際しては、

図9　他事業への横展開
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このMTPの３つの機能・役割を担う人材を
任命し、マーケターでは外部環境が仮説どお
りか、技術面からは自社の強みが活用できそ
うか、機能が不足する場合はどのようにした
ら調達できるかを検討する。さらに、プロモ
ーターがプロジェクト全体の調整を図りつ
つ、必要に応じて戦略を見直すととともに、
この取り組みを拡大すべきか中断すべきかを
経営に提案する。ここではプロモーターと経
営が、トライアルを始める前に適切な判断基
準を共有していることが重要となる。

5	 他事業への横展開
トライアルで成功した方策を他事業へと横

展開する。具体的にはトライアルに関与した
人材を他事業に投入し、ナレッジの横展開を
図る（図９）。なお、新しい事業展開に際し
最も希少なのはプロモーターである。この人
材は座学では育成できないことから、プロジ
ェクトを通じて実地で育成を図る。Mないし
Tの役割を一度果たした人材は、二度目から
はＰの役割が期待できる。

また、複数の事業部で同時展開する場合に
は、事業部間で調整する。調整事項としては、

①既存事業とのすり合わせ
②外部企業とのアライアンス
③人員リソースのシフト案づくり
──などがある。特に新規事業の場合に

は、ヒト・モノ・カネを既存事業と新規事業
とにどう割り振るのか、あるいはどの既存事
業を縮小するかまでも判断する。トライアル
の結果を踏まえ、事務局と経営との間で方針
案を策定し、そのうえで最終的には全社最適
の視点から、他部門への横展開をトップダウ

ンで決定する。

6	 仕組みとして定着
変革を実行しても一過性の活動で終わるケ

ースが散見される。変革の仕組みを自社に定
着させるには、PDCAサイクルの「CA」の
機能を定着させることが鍵になる。特に

「Ｃ」、すなわち事業の評価には、変革の進捗
をモニタリングする仕掛けが重要となる。

事業の評価の仕組みは、子会社戦略、グロ
ーバル戦略、技術戦略、外部企業とのアライ
アンス戦略などとも密接に関連する。さらに
必要とする人材の評価にも関連することか
ら、トライアルと並行して、変革実行後の仕
組み定着に向けて着手する。

以上、外部環境が激動する中で企業が勝ち
残るための課題を考察するとともに、大局観
と多面的な視点を持った東洋思想的なアプロ
ーチによる事業構造変革を提案した。本稿
が、「失われた20年」と言われる日本の製造
業の復活に寄与できれば幸いである。
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物流企業に求められる
グローバルアカウントマネジメント

C O N T E N T S
Ⅰ　日本の物流企業におけるグローバルアカウントマネジメント（GAM）導入の必要性
Ⅱ　GAMを導入する顧客の選別とアプローチ方法
Ⅲ　想定されるGAMの導入・展開ステップ

NAVIGATION & SOLUTION

1	 「総合物流路線」によるソリューション提供を目指す日本の物流企業は、海外売
上高の拡大、ビジネスモデルの革新、グローバルなサービスネットワークの拡
大、顧客のワンストップ対応・包括的アウトソースへの対応強化──という経営
課題に対処するために、グローバルアカウントマネジメント（以下、GAM）の
取り組みを強化する必要がある。

2	 GAMは、①対象顧客の選別、②対象顧客のセグメンテーション、③アプローチ
方法の決定、④導入・展開──という４つのプロセスを経て実施する。

3	 ①においては、売上規模・収益性・成長性、顧客の意思決定構造、自社のグロー
バルなサービス提供能力（事業展開地域・オペレーション能力）、自社戦略との
適合性とリレーションシップ──の４条件に沿って選別することが有効である。

4	 ②においては、顧客の意思決定構造の地域的な集約度と、顧客の製品・サービス
のグローバルな共通性によって３つのセグメントに類型化する。

5	 ③においては、現地営業担当主導の調整型、GAM部隊主導のコントロール型、
独立型──という３つのアプローチ方法がある。この中で、GAM対象顧客の特
性や自社のサービス提供能力および企業文化によって、単一あるいは複数の方法
で対応するかどうかを判断する。

6	 ④においては、GAMの導入は、まずパイロットプロジェクトにより、特定少数
の顧客で成功体験を蓄積する。そこでの知見や課題への対処方法をてこにして、
事業部や地域限定から、全社的なGAMプログラムへと展開していく。最終的に
顧客起点の全社的な組織変革に導くことも考えうる。

若菜高博

要  約
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Ⅰ 日本の物流企業における
 グローバルアカウントマネジ
 メント（GAM）導入の必要性

1	 物流企業の事業環境変化
日本の物流企業を取り巻く事業環境が劇的

に変わった。国内においては、人口減少に伴
う内需の縮小傾向と国際貿易の赤字基調が、
日本の物流を「生産・輸出型」から「消費・
輸入型」へと大きくシフトさせている。国内
幹線輸送（陸運）と輸出は減少の一途をたど
り（図１）、海外品の輸入と大都市圏での消
費物流（流通加工・配送）が増加している。
2010年の年間出荷量は、1975年と同じ25億ト
ンにまで減少する一方で、消費物流を代表す
る宅配便の取り扱い個数は35億個にのぼり、
10年前の2000年より３割以上増加した。

一方、海外においては、新興国のWTO
（世界貿易機関）への加盟やTPP（環太平洋
戦略的経済連携協定）、RCEP（東アジア地
域包括的経済連携）、ASEAN（東南アジア
諸国連合）共同体等の交渉進展など、グロー

バルな制度的枠組みの構築によって自由貿易
圏は重層的に発展してきており、いわゆるヒ
ト・モノ・カネ・情報の移動がますます加速
している。

特にアジアは、世界のモノの動きの中心と
なった（図２）。自由貿易の加速によって、

「ファクトリーアジア」（製造拠点としてのア
ジア）に関連したサプライチェーンが高度化
している。また、中間層の勃興に伴う内需拡

図1　日本の年間出荷量推移
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大によって「コンシューマーアジア」（消費
地としてのアジア）に関連した消費物流も成
長している。

2	 事業環境変化に伴う物流企業の
	 経営課題と処方せん

（1） 経営課題

国内外の事業環境の変化により、収益基盤
の多くを国内事業に依存し、かつ特定少数の

（荷主）企業に紐づいた海外展開をしてきた
日本の物流企業は、早急な変革が求められて
いる。喫緊に解決すべき経営課題は、以下の
４つである。

第１に、海外売上高の拡大が挙げられる。
物流の成長中心が日本からアジアなどの海外
に移っているにもかかわらず、日本の物流企
業の海外売上高比率は、大手であってもまだ
低く、新興国などの市場成長を十分に取り込
んだ状況にはなっていない（図３）。特に、
陸運事業者や倉庫・３PL注1事業者は、陸運
や倉庫作業などの労働集約的なサービスを特
徴としているため、ビジネスモデルの単純な
輸出が難しく、海外売上高はかなり低い状況

にある。
第２は、陸運・海運・空運のモード別輸送

のコモディティ化（均質化）と、混載差益モ
デルの限界に対応するためのビジネスモデル
の革新である。物流事業者には、トラック、
鉄道、船舶、航空機などの輸送手段を保有し
運送を行う実運送事業者（キャリア）と、キ
ャリアを利用して運送を行う利用運送事業者

（フォワーダー）がある。キャリアは、投下
資本の大きい装置産業であり、かつコモディ
ティ化したサービスが主流であるがゆえに差
別化が難しく、市場シェアの確保を目指す動
きに注力せざるをえないのが実態である。そ
の結果として、たとえば陸運においては、宅
配便が佐川急便とヤマト運輸の２社により、
特積み輸送が日本通運、西濃運輸、福山通運
の３社により市場の寡占化が進んでいる。

フォワーダーについては、陸運・海運・空
運いずれの場合も、輸送するスペース（容
量）をキャリアから仕入れ、多数の顧客から
小口の貨物を集めて大口に仕立てることで、
混載差益を稼ぐビジネスモデルを取ってき
た。しかし、貨物の発地が日本から海外に移
転していること、および貨物のボリュームが
多くなるほど顧客がキャリアと直接、交渉す
るようになってきていることから収益が悪化
してきている。その結果、特定少数の大手顧
客から貨物のボリュームを確保し、多数の中
堅・中小顧客との取引により収益を高める手
法が、単純には機能しにくくなっている。

第３に、グローバルなサービスネットワー
クの拡大である。すなわち、国際輸送ルート
の拡大と、海外におけるロジスティクス（調
達・生産・販売にかかわる保管や倉庫内作業
および国内輸送）を拡充する必要がある。こ

図3　日本の大手物流企業の海外売上高比率（2012年度）
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注 1） フォワーダー大手（郵船ロジスティクス、近鉄エクスプレス、日新）、海運大手（日
本郵船、商船三井、川崎汽船）、倉庫・3PL大手（日立物流、日本梱包運輸倉庫、
三井倉庫）、陸運大手（日本通運、ヤマトホールディングス、福山通運）

　 2）フォワーダー：実運送事業者（キャリア）を利用して運送を行う利用運送事業
者

出所）各社公表の財務情報より作成
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れまで、日本のキャリアやフォワーダーは、
日系顧客のニーズをもとに国際輸送ネットワ
ークをつくり、特定の重要顧客、たとえば日
系の大手グローバル製造業と一体となって海
外でのロジスティクスを展開してきた。その
ため、日本発着の国際輸送ネットワークの競
争力は高いものの、顧客基盤の乏しい（すな
わち集荷力の弱い）海外発着の輸送、特に日
本を介在しない三国間輸送ネットワークが弱
く、海外でのロジスティクスも小規模なもの
にとどまっている。前述したコンシューマー
アジアの消費物流を取り込むには、これらを
強化することが不可避であり、倉庫やトラッ
クなど輸送手段の確保に向けた投資と、オペ
レーション体制の整備に加え、海外での顧客
基盤の拡大も求められている。

最後に、顧客のワンストップ対応・包括的
アウトソースへの対応強化である。顧客企業
においては、グローバルサプライチェーンマ
ネジメント（GSCM）の強化や、物流を含む
徹底した調達コストの削減を目的として、事
業部や地域ごとに分かれていた管理部署を集
約させ、集中購買部署を設立・強化する動き
が盛んになってきている。それに呼応するた
め、物流企業においても、多数の事業部や拠
点で対応するのではなく、ワンストップで対
応する必要性が高まっている。加えて、家電
のように、物流機能が企業の競争優位の決定
要因ではなくなりつつある業界では、物流プ
ロセスの包括委託や、物流子会社そのものを
売却する動きが顕著になっており、いわゆる

「３PL市場」が拡大している（図４）。こう
した顧客のニーズすべてに物流企業側が包括
的に対応することは、経営資源の制約から困
難と考えられるが、自社の強みを活かした業

界や顧客のセグメンテーションを行い、戦略
的・組織的に対応することが求められている。

（2） 経営課題への対処としてのグローバル 
 アカウントマネジメントの必要性

前述したように、日本の物流企業は、
①海外売上高の拡大
②ビジネスモデルの革新
③グローバルなサービスネットワークの拡

大
④顧客のワンストップ対応・包括的アウト

ソースへの対応強化
──という経営課題を抱えている。それら

に対処するには、グローバルアカウントマネ
ジメント（以下、GAM。第Ⅱ章初めに定義
等）の取り組みを強化することが有効である
と筆者は考える。

なぜならば、前項の第２のビジネスモデル
の革新で述べたとおり、陸運・海運・空運な
どの輸送起点、すなわちプロダクトアウトの
ビジネスモデルが限界を迎えており、顧客起

図4　日本の3PL市場の推移
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出所）「特集：3PL白書 2013」『月刊ロジスティクス・ビジネス』2013年9月号、ライノス・
パブリケーションズ
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点、すなわちマーケットインの新しいビジネ
スモデルが求められているからである。その
うえ、顧客の急速なグローバル化に対し、世
界大での均質的なサービスレベルの設定とサ
ポートをする中で、物流サービスの価格を
個々に設定する必要性が高まっているからで
ある。

すでに日本の大手物流企業の多くが、これ
まで築いてきた日系の顧客基盤から得られる
収益機会を極大化するため、単純な輸送だけ
でなく、顧客のサプライチェーンや物流のト
ータルな課題解決を図る「総合物流路線」を
志向し、ソリューション営業を強化してい
る。

問題は、「②ビジネスモデルの革新」「③グ
ローバルなサービスネットワークの拡大」

「④顧客のワンストップ対応・包括的アウト
ソースへの対応強化」に対する解が見えない
ことである。多くの物流企業は、それぞれの
課題解決に向け、「誰（どの業界・顧客）に
対して」「どんなサービスを」展開し、「どこ
で」「どのように収益を上げるか」というビ
ジネスモデルにまで落とし込めていない。た
とえば、日本の大手物流企業の多くは、輸送
モードごとの事業部制を取っているが、現状
では、以下のような問題が頻繁に生じてお
り、結果として海外売上高も伸び悩んでいる。

● 既存顧客との関係を重視するあまり、顧
客の戦略的な選別が進まず、全社を挙げ
て対応すべき業界・顧客ターゲットが設
定しきれず、事業部横断で売るべきソリ
ューションが絞り切れない

● 顧客の潜在的な課題（ニーズ）がつかめ
ず、ソリューション営業がなかなか進ま
ないうえ、全社横断的な顧客別収支の把

握もできない
● 現場の営業の権限が強いため、顧客に対

する本社主導の全社的な提案や、事業部
や地域を超えたサービスを行おうとして
も、数値に基づいた対顧客判断（総合的
な提案価格、複数拠点間での利益配賦、
案件の継続・撤退など）ができない

● 「総合物流路線」によるグローバル重要
顧客との関係深化、言い換えれば、顧客
企業内のシェア拡大と売上構成（サービ
スおよび地域）の多様化が思うように進
まない

こうしたことは、まさにアカウントマネジ
メント（以下、AM）の問題である。多くの
日本の物流企業はオペレーショナルエクセレ
ンス注2を磨き上げ、それを強みとしてきた。
その一方で、マネジメント手法の高度化に後
れを取ってきたことは否めず、そのことが上
述の問題の原因になっている。

次章では、こうした問題を構造的に分析し
たうえで、GAMの取り組み強化に向けた方
法論を、４つのプロセスに分けて詳説する

（図５）。すなわち、
①グローバルに管理すべき全社的な顧客の

条件は何か（GAM対象顧客の選別）
②顧客のセグメンテーションをどのように

行うべきか（GAM対象顧客のセグメン
テーション）

③顧客セグメンテーションごとにどのよう
なアプローチが望ましいか（GAMのア
プローチ方法の決定）

④全社展開するためのステップをどう踏め
ばよいか（GAMの導入・展開）

──という課題への対処方法を、事例を交
えながら示していきたい。
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Ⅱ GAMを導入する顧客の選別と
 アプローチ方法

1	 GAMとは
（1） GAMの定義

GAMの強化方法を示す前に、まずGAMを
簡潔に定義する。「グローバルアカウント」
とは、通常、グローバル大で全社的な最重要
顧客のことを言う。GAMとは、この全社最
重要顧客を、１社ごとに１つのアカウントで

「管理」することを意味する。
具体的には、最重要顧客を選別したうえ

で、営業管理、製品・サービスの販売・オペ
レーション管理、および予算・収支管理を行
うことを意味することが多い。GAMをより
大規模に実施するために、GAMを担当する
部隊には、戦略・アカウントプラン策定の権
限や、人事・人材育成の権限、投資の権限ま
で持たせることもある。

これらを踏まえるとGAMとは、広義には
最重要顧客を定めたうえで、策定した営業戦
略に則り、ヒト・カネ・IT（情報技術）など
の経営資源を投下しながら、製品・サービス

（物流の場合はオペレーション）を提供し、
対象顧客の売り上げや利益を拡大させていく
という、ビジネスプロセス全体のことと考え
られる。ただし、本稿では、顧客ごとのグロ
ーバル営業体制を構築することに焦点を当
て、アップセル注3やクロスセル注4を推進す
ることを目的とする、狭義の営業管理のこと
をGAMと定義する。

（2） GAMにおける主な役割

GAMにおいては、顧客ごとに担当するマ
ネージャー、すなわちアカウントマネージャ
ー（以下、AMer）を置く。GAMの対象に
なるようなグローバル大手企業の場合、本
社、事業部門・地域部門のように、自社との

図5　GAM（グローバルアカウントマネジメント）の強化プロセス

全社展開

大規模な組織変革

パイロットプロジェクト

③
GAMのアプローチ方法の決定

④
GAMの導入・展開

②
GAM対象顧客のセグメンテーション

①
GAM対象顧客の選別 ●　顧客の売上規模・収益性・成長性

●　顧客の意思決定構造
●　自社のグローバルなサービス提供能力
●　自社戦略との適合性とリレーションシップ

選別条件

●　顧客の意思決定構造の地域的な集約度
●　顧客の製品・サービスのグローバルな共通性

●　現地営業担当主導の調整型
●　GAM部隊主導のコントロール型
●　独立型

アプローチ方法

＜各ステップで克服すべき主な課題＞

分類軸

●　顧客対応の一元化
●　GAMの運用に関する課題抽出と解決方策の策定

●　GAM対応の特定組織の設立、管掌役員の設置および収益責任化
●　既存組織との利害相反先鋭化に伴う、解決方策の策定
●　GAM対応の人材育成や、管理会計・IT（情報技術）システムなどのマネジメン
　ト基盤の整備

●　独立化に伴う、経営資源および顧客資産の切り出し
●　組織形態の変更に伴う、社内外のネガティブインパクト（負の影響）の最小化
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間で複数の顧客接点を持つことから、AMer
は、事業部の担当営業や、地域の担当営業を
管掌下に置く。本社にGAMの専任部隊（以
下、GAM部隊）をつくり、そこにAMerを
集結させることもある。

日本の物流企業を想定（図６）すると、顧
客の本社（日本）における物流担当役員（役
員管掌でない場合は相当するマネージャー）
に物流企業のAMerが対応し、顧客管理を行
う。顧客の海外拠点のニーズについては、物
流企業の現地営業部隊が対応する。GAMが
導入されている場合は、現地営業部隊が、現
地法人の拠点長に対する収支責任と、GAM
担当顧客に対する収支責任の両方を持ち、地

域営業とGAM営業を兼務することが多い。
この職務を、本稿では「現地営業担当」と呼
ぶ。

物流企業にとってオペレーションとは提供
しているサービスそのものであるが、GAM
においては、オペレーション部隊が営業の前
線に立つことは想定しない。工場や配送セン
ター等の物流拠点では、オペレーション長が
顧客に対する重要な接点ではあるものの、彼
らと対峙する顧客側担当者が、グローバルな
ソリューションのニーズを持ち、パートナー
選定の意思決定をできることは極めてまれだ
からである。一方で、物流企業のカスタマー
サポート（CS）部隊は、日常業務である出

図6　物流企業のGAMにおける主な役割分担の一例
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荷や配送などを手配するため、オペレーショ
ンの品質管理上では大切な役割を担ってい
る。

2	 GAMを導入する顧客の選別条件
日本の物流企業でも、AMを導入・展開す

る企業は増えている。多くの場合、事業部の
顧客資産をリストアップし、全社的な名寄せ
を行って、売上規模上位の顧客をターゲット
としている。GAMに拡張する場合も、この
方法を踏襲して、売上高だけの基準に則って
顧客を選別することが多い。

しかし、事業をグローバルに展開しサービ
スを提供している上位顧客すべてを、GAM
の対象にすべきとはかぎらない。GAMを導
入している大手物流企業の中でも、対象顧客
数を数十社に限定しているところもあれば、
100社を超えるところもある。要は、GAMに
理想的な設定対象数があるわけではない。

より重要なことは、自社の営業人員に照ら
して対象顧客を直観的に設定するのではな
く、以下の条件に照らして、GAM対象顧客
を戦略的かつ慎重に選別することである。

（1） 売上規模・収益性・成長性

日本の物流企業がGAM対象顧客を選別す
る場合、当然ながら顧客の売上規模が最初の
選別条件になる。ただし、顧客からの売り上
げが日本に限られる、もしくは海外の単一地
域に限られる場合、GAMの対象から除外す
るほうが経済合理的である。なぜならば、そ
のような顧客は、海外展開が限定的か、現状
の日本中心のAMで十分に対応できているた
め、「グローバル」に顧客対応する体制を取
る必要性が低いからである。

そのうえで、GAM対象顧客には、収益性
の高さも求められる。GAMの実行に際して
は、一般的に、事業部や地域を横断する横串
営業組織、すなわち前述のGAM部隊をつく
り、世界の地域ごとに顧客への営業・カスタ
マーサポート担当者を置き、均質的なオペレ
ーションを可能にする作業部隊を配置する。
このため、GAMを実現しようとすると、物
流のようなサービス業においても、非GAM
対象顧客と比較してコストがかさむことにな
る。したがって、GAMの対象顧客には、売
上規模に加えて、顧客単位で見ても、戦略的
に設定されたハードルレートを超える収益性

（たとえば３年平均の営業利益率）が必要に
なる。

さらに、顧客の成長性の高さも重要な選別
条件になる。GAMが提供する新しい物流サ
ービス・ソリューションを実現するには、投
資や経営資源配分も含めてコストのかさむ組
織的対応が必要になるため、対象顧客とは相
互に戦略的パートナーであることが望まし
い。対象顧客がグローバルに売り上げを伸ば

図7　収益性・成長性によるGAM対象顧客の選別
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し、事業拠点を増やしていることなどが成長
性を測る基準となるが、持続性を高めるに
は、たとえば３年平均の海外売上高成長率を
設定してスクリーニングを行うことが考えら
れる。

売上規模を前提に、収益性と成長性でスク
リーニングを行うと（前ページの図７）、同
図①の象限に当たる企業がGAMの最重要顧
客になる。GAMを始めるには、まずこの領
域の顧客を対象とするのが妥当である。その
うえで、収益性に課題のある②の象限や、成
長性に課題のある③の象限にある顧客企業の
追加を検討する手順が望ましい。

（2） 顧客の意思決定構造

前項のプロセスで選別された顧客は、多く
の場合、多数の国・地域にまたがってサプラ
イチェーンを展開するグローバル企業だと考
えられる。そうした顧客は、物流企業に対し
てグローバルな輸送の一括調達によるボリュ
ームディスカウント（集中購買による値引
き）に加え、世界大のサービスレベルの要求
や価格設定、各地域間での調整、新規拠点開
設など新しい事業の立ち上げに関する各種支
援をワンストップで求めてくる傾向が強い。

逆に、顧客がグローバルな輸送の集中購買
や、SCMを一元管理できる組織体制および
プロセスを有していない場合は、GAMの対
象顧客として優先順位が下がる。なぜなら
ば、顧客のガバナンスが事業部や地域で分権
的な場合、（輸送や物流作業の）量やサービ
スレベルの設定を事業部や地域の単位で別々
に決定しているため、個別に交渉をしなけれ
ばならないうえに、個別にボリュームディス
カウントを求められるからである。これでは

物流企業側に、グローバルに顧客単位で機能
集約を図って対応するメリットが乏しくなる。

（3） 自社のグローバルなサービス提供能力 
 （事業展開地域・オペレーション能力）

顧客側の条件ではなく、物流企業自身の事
業展開地域やオペレーション能力も選別の条
件に挙げられる。中期的に進出予定である海
外地域も含めて、どこでどのようなサービス
を提供するのか（海運や航空などのフォワー
ディング、現地でのロジスティクスなど）、
十分なオペレーション能力を有しているのか
によって対象顧客が限定される。反対に、こ
れまでのスクリーニングで絞られた対象顧客
群によって、今後の海外展開を規定すること
もあるだろう。自社の売り上げの上位を占め
る重要顧客群の海外展開と比較して、自社の
サービス提供能力が著しく劣る場合、顧客か
らグローバルなパートナーとみなされない危
険性が高いためである。

（4） 自社戦略との適合性と 
 リレーションシップ

自社の経営戦略との適合性や、顧客とのリ
レーションシップの度合いで、さらに対象顧
客を絞ることも考えられる。自社が描く経営
戦略の中で、注力する地域やサービス、強み
を活かせるターゲット業界や顧客が規定され
る。GAMの強化を目指す場合、多くの物流
企業が、アジアを中心とした「総合物流路
線」によるソリューション提供を志向する
が、顧客側が単純な輸送や保管しか望まない
場合、自社戦略との適合性が低いことにな
り、対象から除外することが適切である。逆
に、自社がロジスティクスを強化しようとす
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る地域と、顧客がサプライヤーからの現地調
達を増やす地域が一致している場合は、顧客
の複数のサプライヤーへの巡回集荷（ミルク
ラン）などのソリューションがあてはまる可
能性が高く、自社戦略との適合性が高いこと
になる。

リレーションシップの度合いは、顧客との
信頼関係の深さ、顧客への競合企業の浸透
度、人脈の広さと深さなどが条件になる。顧
客が頻繁に物流企業を変更する場合、仮に自
社にとっての売り上げが一時的に大きくて
も、GAMの対象顧客としないほうがよい。
また、人事交流や長期のパートナーシップを
結ぶなど、競合企業が自社よりも顧客に深く
食い込んでいて、その関係性を容易に覆せな
い場合には、対象顧客から外すことが適切で
ある。加えて、特定少数の物流拠点での取引
だけで、顧客の上層部との関係も日本等の一
部に限られるなど、顧客との人脈が局所的で
ある場合は、顧客との関係構築に多大な時間

と労力を要することになるため、対象顧客と
しての優先順位が低くなる。

3	 GAM対象顧客の
	 セグメンテーション

前節で述べた条件によって顧客を選別した
ら、それらをセグメント化することが望まし
い。なぜならば、GAMの効率性や機能性を
斟酌すると、顧客の特徴による分類ごとに有
効なアプローチが異なるからである。

セグメンテーションにおける第１の軸は、
顧客の（集権化している）意思決定構造の地
域的な集約度である。顧客の選別の過程で、
GAM対象は、比較的集権的な意思決定構造
の顧客が選ばれているはずであるが、「集権
的」と言っても、意思決定構造がグローバル
レベルで集約されている場合と、ある地域単
位で集約されている場合とが考えられる。こ
のため、集約度をもう一段精査したい。複数
の国や地域にまたがる輸送の集中購買や

図8　GAM対象顧客のセグメンテーション

注）AMer：アカウントマネージャー
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SCMの提供などを想定した場合、本社一括
で意思決定する顧客と、（地域統括拠点な
ど）地域単位で意思決定する顧客では、物流
企業側からするとAMを展開する方法が異な
ってくる。

第２の軸は、顧客の製品・サービスのグロ
ーバルな共通性である。グローバル展開する
多国籍企業であっても、共通の製品・サービ
スをグローバルに提供する場合と、地域ごと
にユニークな製品・サービスを提供する場合
がある。実際には、この２つのパターンを組
み合わせる顧客が多いかもしれないが、グロ
ーバルに共通性の大きい製品・サービスを持
つ事業部の全社売上高に占めるシェアや、自
社と関係の深い製品・サービスを持つ事業部
を想定して、便宜的に分類することが望まし
い（前ページの図８）。

（1） 製品・サービスが地域ごとにユニーク 
 でローカル集権的な顧客セグメント

GAM対象顧客の中で、グローバルな製品・
サービスの共通性が小さく、意思決定構造が
ローカル集権的な顧客がこのセグメントに該
当する。日本の物流企業の顧客を想定する
と、業界内でのポジショニングにもよるが、
電機系企業や小売系企業などがこのセグメン
トに該当しやすい。

（2） 製品・サービスが共通的で 
 ローカル集権的な顧客セグメント

グローバルに製品・サービスの共通性が大
きく、意思決定構造がローカル集権的なセグ
メントについては、たとえば、自動車や電
子・精密機器など、日本の大手物流企業が最
も得意としてきた顧客が該当する。このセグ

メントの顧客は、コアとなる研究開発や製造
技術などの上流機能は本社で管理し、グロー
バル大で共有して展開する一方、マーケティ
ングや調達・生産・販売・アフターサービス
などの機能については、地域に権限を移譲し
ていることが多い。

（3） 製品・サービスが共通的で 
 グローバル集権的な顧客セグメント

グローバルに製品・サービスの共通性が大
きく、意思決定構造がグローバル集権的なセ
グメントについては、資源・素材系の企業、
医薬・医療機器系のヘルスケア企業などが該
当しやすい。このセグメントの顧客は、グロ
ーバルに通用する製品・サービスを創出する
ため研究開発や設備に巨額の投資を必要とす
るので、グローバル本社に機能と権限が集約
する傾向にある。

なお、製品・サービスが地域ごとにユニー
クで、意思決定がグローバル集権的なセグメ
ントも理屈としてはありうるが、そのような
セグメントは、ガバナンスの特性上、必然的
に情報の伝達や意思決定に膨大な時間とコス
トを要するため、GAMにはなじまない。

4	 セグメンテーションごとの
	 アプローチ方法

セグメンテーションに用いた「顧客の意思
決定構造のグローバル集約度」と、「顧客の
製品・サービスのグローバルな共通性」とい
う２つの軸が、物流企業のGAMのアプロー
チ方法をある程度規定する。すなわち、前者
の軸が、物流企業のAMerの地理的な配置場
所（顧客のローカルな意思決定場所の近く
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か、顧客の本社の近くか）を決める。また、
後者の軸が、AMerが管理する物流オペレー
ションの範囲（エリア限定的か、グローバル
に広域か）を定めることになる。

したがって、物流企業側から見た各セグメ
ントの簡潔な特徴は以下のようになる。

● ①のセグメント：
　顧客のローカルな意思決定場所に位置す

るAMerが、ローカル限定的な物流オペ
レーションを提案し管理する

● ②のセグメント：
　①と同じくローカルに位置するAMer

が、より広域の物流オペレーションを提
案し管理する

● ③のセグメント：
　顧客の本社の近くに位置するAMerが、

広域の物流オペレーションを提案し管理
する

よって、物流企業のGAMにおいては、本
社を中心としたGAM部隊と、既存の事業展
開地域における現地営業担当という２つの部
隊の顧客担当マネージャーが、AMerとして
顧客フロントに立つことが想定される。この
二者の間でどちらが、営業をリードする責任
と権限、ソリューション提案とオペレーショ
ンの提供を主導するのかによって、GAMの
アプローチが異なることになる（表１）。

表1　各アプローチ方法におけるGAM部隊と現地営業担当の役割分担

調整型アプローチ コントロール型アプローチ 独立型アプローチ

GAM部隊 現地営業担当 GAM部隊 現地営業担当 GAM部隊 現地営業担当

ソリューション営業リード
（各地の情報収集、利害調整、値付け、
ソリューション立案、顧客情報管理、
顧客収支管理　など）

△ 〇
（主地域）

〇
（日本、主地域）

〇
（兼務）

〇
（日本、主地域）

営業支援
（情報提供、ベストプラクティス提
供、見積もり　など）

〇
（日本）

〇
（副地域）

〇
（副地域、GAM

と兼務）

〇
（日本、主・副

地域）

オペレーション調達
（国際・国内輸送、保管・流通加工、
在庫管理　など）

〇
（主地域）

〇
（日本、主地域）

〇
（日本、主地域）

契約支援・管理
（グローバルコントラクト締結の支
援・管理　など）

〇
（日本）

〇
（日本）

〇
（日本）

カスタマーサポート 〇
（主・副地域）

〇
（主・副地域）

〇
（日本、主・副

地域）

オペレーション
（国際・国内輸送、保管・流通加工、
在庫管理　など）

〇
（主・副地域）

〇
（主・副地域）

△
（主・副地域）

顧客収益の帰属先 ● 現地営業担当の組織に帰属
● 顧客収支はGAM部隊が管理

● GAM部隊の組織と、現地営
業部隊の所属する組織でダ
ブルカウント

● あるいは、GAM部隊の組織
と、現地営業担当の所属す
る組織で収益配分

● 顧客収支はGAM部隊が管理

● GAM部隊の組織に帰属
● 顧客収支はGAM部隊が管理

注）主地域とは、顧客の意思決定（発注）組織が属する地域の意味
　　副地域とは、顧客の意思決定（発注）組織が属する地域以外の地域の意味
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（1） 現地営業担当主導の調整型アプローチ

31ページの図８の①のセグメントでは、ロ
ーカルに集約されている顧客の意思決定部門
との関係性が最も重要になるので、そのエリ
アを担当する現地営業担当がAMerとなり、
顧客開拓をリードする責任と権限を持つ。一
方、このセグメントの対象顧客は、（選別の
過程で）ある一定範囲の地域に対するソリュ
ーションやサービスのニーズを有しているは
ずなので、多くの場合、契約は地域での一括
契約になる。そこで、本社のGAM部隊は、
各地の現地営業担当からサービスに関する情
報を集め、調整や営業の支援をしながら、一
つの契約の中にまとめる役割を担う（前ペー
ジの表１）。したがって、このセグメントにお
けるGAMのアプローチ方法は、現地営業担当
が主導する「調整型」が適していると言える。

たとえば、大手グローバル小売顧客の場
合、北米、欧州、東アジアなどの地域単位
で、配送センター（DC）の物流事業者を選
定することがある。海外や国内から商品をま
とめて調達し、DCで保管および店舗向け仕
分けをしたうえで、配送するプロセスそのも
のは、地域によって大差ない。他方で、物流
インフラや作業人員の水準は地域ごとに異な
るために、店舗の品揃えや配送頻度、温度管
理などのオペレーションにおけるサービスニ
ーズも地域ごとに異なってくる。

この場合、物流企業は、DC内の作業やDC
前後の業務、すなわち調達物流および配送に
関するサービスレベルなどを、DCごとに、
地域一括契約の中で提案・規定することにな
る。そこではまず、顧客との接点である現地
営業担当のAMerが、顧客ニーズや競合企業
の情報などを集め、営業をリードする。その

際、日本での知見を含むベストプラクティス
などを、他地域で同じアカウントに営業して
いる現地営業担当から入手する。他方、本社
のGAM部隊は情報収集の支援に加え、契約
業務や顧客横断での営業情報の管理などの支
援業務に回ることになる。

調整型アプローチは、GAM部隊の新設が
必要になるとはいえ、基本的に大きな組織変
更を伴わないため、相対的に実行が容易であ
る。現実的に、ある顧客全体について、どこ
でどのようなサービスを提供し、どのような
損益状況にあるかを管理できるだけでも、補
強が必要なポイントが可視化される意味で一
つの成果になりうる。また、GAM部隊のミ
ッションが社内調整や営業・契約支援などに
限定され、一人で複数の担当を持つことも容
易なため、小規模な部隊で低コストな運営が
できることもメリットになる。

一方で、現地営業担当からすると、GAM
部隊は営業支援組織にすぎず、顧客の収支責
任も負わないため、その必要性を実感しにく
い。特に、現地営業担当のAMerが実力者で
社内人脈も豊富な場合は、手間暇を惜しまな
ければ、調整業務や顧客情報の管理を自身で
すべてできてしまうからである。また、本社
のGAM部隊は、複数の地域にまたがる現地
営業担当間の調整をしなければならないた
め、その権限が強くない場合には、スピード
感に欠けることもある。

（2） GAM部隊主導のコントロール型 
 アプローチ

同じく図８の②のセグメントは、提供する
サービス・ソリューションがグローバル大で
共通しているため、カバーエリアが広くなる
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一方、意思決定権限はローカルに集約されて
いるので、ワンストップでの迅速な対応がよ
り求められる。ゆえに、顧客に対する権限を
グローバルに集約する必要があるため、GAM
部隊がAMerとして営業をリードする。顧客
の意思決定場所が日本にある場合はGAM部
隊のマネージャーがAMerを担当するが、日
本以外の場合は現地営業担当のマネージャー
が現地営業とGAMのAMerを兼務し、現地
組織とGAM部隊の両方に帰属する。いずれ
の場合でも、GAM部隊に帰属するAMerが、
物流オペレーションを提供する世界各地の現
地営業担当を主導しながら、ソリューション
を提案し、物流オペレーションを管理する。
したがって、このセグメントにおけるGAM
のアプローチ方法は、GAM部隊が主導する

「コントロール型」が適していると言える。
たとえば、大手自動車メーカーが顧客の場

合、国際海上輸送の調達は、北米、欧州、ア
ジアなどの地域単位で、本社のある日本や地
域統括拠点において、グローバルビッド（入
札）により行うことが増えている。タイで世
界戦略車を生産し、北米、日本、ASEAN
内、欧州へ完成車を輸出するケースが上述に
該当する。この場合、海上輸送は単一サービ
スである一方、完成車の最終輸送仕向地は、
着港や内陸の在庫拠点など、各地域で異なっ
ている。したがって顧客は、海上輸送にかぎ
らず、鉄道やトラックなどの複数の輸送モー
ドを組み合わせて、設定された期日までに配
送することを望んでいる。

この場合、物流企業は、タイの港からの海
上輸送ルート別に、顧客の出荷計画と流通在
庫量、リードタイムやコストなどのニーズを
把握したうえで、最適な輸送ルートを設定す

るとともに、ボリューム、貿易条件や配送条
件などのサービスレベルを細かく規定し、最
終的な値付けをしていく。その際、顧客と接
するGAM部隊のAMerが、各地域の現地営
業担当と連携してサービスと価格を取りまと
め、入札条件に落とし込む。

コントロール型アプローチは、物流企業の
組織力を顧客起点で発揮するのに優れてい
る。地域の収支責任や事業部の収支責任より
も、顧客における自社のシェアを高め、総合
力を活かしたソリューションを全社的に提供
することを重視したアプローチだからであ
る。GAM部隊は全社大での収益に対して強
い責任と権限を持つため、AMerがグローバ
ル規模でのサービス品質へのコミットメント

（確約）を取りつけやすい。
一方、コントロール型の場合には、調整型

に比べてGAMのコストが大きく増える。対象
顧客数に応じてGAM部隊は増強され、現地
営業担当が兼務でGAM対象顧客営業を担う
にしても、顧客の深耕が進むほど、カスタマ
ーサポート部隊やオペレーション部隊など、
顧客向け人員も増員されることになるからで
ある。したがって、対象顧客を選別する条件
に挙げた収益性の高い顧客が多いことが、こ
のアプローチを採る場合の前提となる。また、
案件の利益配分をめぐる、GAM部隊と現地
営業担当の利害対立にかかわる調整コストも
看過できない。特に兼務の場合では、現地営
業担当が現地の組織とGAM部隊の両方に帰
属していることから、GAM部隊のAMerに
はより繊細な利害調整が求められてくる。

（3） 独立型アプローチ

最後に図８の③のセグメントに属するよう
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なグローバルで集権的に意思決定できる顧客
に対して、サービス・ソリューションを世界
均質的に提供するには、物流企業側に非常に
高い組織対応能力が求められる。顧客が、グ
ローバルなビジネスプロセスを地域単位やグ
ローバルに包括委託したり、SCM部門・物
流子会社との資本提携にまで踏み込んだパー
トナーシップを求めてきたりすることが多い
からである。AMerは、顧客の経営課題か
ら、SCMや業務プロセスを深く理解したう
えで、事業パートナーとしてのソリューショ
ン提案を行うため、社内の経営資源では不十
分な場合、外部からの調達も柔軟に行える権
限と能力が必要である。したがって、このセ
グメントにおけるGAMアプローチは、GAM
部隊を、独立性の高い組織（事業本部や別会
社など）とする「独立型」のアプローチが適
していると言える。

たとえば、グローバル医薬品メーカーが顧
客の場合、物流企業に対して、製造からグロ
ーバルな納品まで、高いレベルの均質的な保
管・在庫管理、輸配送を求めている。場合に
よっては、物流の包括委託や、物流子会社の
売却にまで踏み込んでくることもある。なぜ
ならば、膨大な資本と時間を必要とする新薬
の研究開発こそが顧客のコアプロセスであ
り、SCMは相対的に競争優位のプロセスと
はならず、アウトソースするほうが経済合理
的だからである。

包括委託を望むような顧客に対しては、
AMerから日常の営業担当やカスタマーサポ
ート、オペレーションに至るまでグローバル
に垂直統合した組織で、統一的なサービスを
提供することが望ましい。また、医薬品のよ
うな特殊な管理・輸送技術を求められる場合

には、サービスの付加価値を高めることが不
可欠であり、物流企業側もまた研究開発機能
の強化が必要になってくる。

独立型アプローチにおいては、顧客収支の
帰属に関するGAM部隊と現地営業担当との
利害対立は減少する。GAM部隊の中で、業
種別チームや顧客別チームが採られることに
なるため、顧客専任の業務が行いやすくな
る。また、顧客情報や知見の管理・共有も容
易になることから、顧客へのサービスレベル
も向上する。

一方で、このように独立性が高く社内で利
益相反を伴いやすいGAM組織の設立には、
経営資源の再配分を含む全社的な組織再編が
必要となり、物流企業の経営者にとっても大
規模な改革への決断が求められる。高い組織
能力を求められてコストがかさむうえ、独立
会社には遠心力が働いて、既存組織との情報
共有についてもインセンティブが働きにくい
ことにも留意が必要である。

5	 外資系物流企業の
	 ケーススタディ

（1） パナルピナ

コントロール型のGAMアプローチを採る
海外の物流企業として、Panalpina World 
Transport（以下、パナルピナ）が挙げられ
る。パナルピナは、欧州における大手物流事
業者（2012年の売上高は66億スイスフラン

〈約5600億円〉）である。海上と航空のフォワ
ーディングに強みを持つ一方、ロジスティク
スが比較的弱い。そこで、同社は現在、経営
戦略として、フォワーディングに軸足を置き
つつ、限定した産業に対しては付加価値的な
ロジスティクスも組み合わせて提供すること
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で、顧客内でのポジショニングの向上および
売上拡大を図っている。

その戦略の一環としてGAMを全社的に展
開し、重要顧客に対するクロスセルを強化し
ている。具体的には、パナルピナによる取扱
高や顧客とのリレーションシップの深さ、自
社戦略との適合などと照らし、顧客を７つ

（CKA、SKA、KA、B、C、D、E） に 分 類
し、対応方法を変えている。最重要のCKA
顧客は、本社のGAM部隊が営業責任を一手
に引き受けるが、SKA顧客では、本社GAM
部隊と地域会社の営業部隊が共に責任を負っ
て、ソリューション営業を展開している。
KAや、ＢからＥに該当する顧客について
は、基本的に現状のフォワーディングでの顧
客内シェア（現状提供しているフォワーディ
ングの拡販）が重視されており、顧客対応も
地域の営業部隊が担当している。

GAMを推進するための特徴的な取り組み
として、同社は、営業評価システムと管理会
計に工夫を凝らしている。フォワーディング
事業のKPI（重要業績評価指標）は、輸送レ
ーンごとの消席率・積載率注5、粗利、営業
利益などで測ることが多い。同社の場合、
GAMに伴う顧客収支管理の強化と営業促進
のため、営業部隊に対して世界共通の評価指
標を導入している。具体的には、既存顧客の
保持率および新規顧客の獲得率などの活動指
標や、顧客単位での粗利などの結果指標で評
価している。また、こうした指標を効率的に
管理するための経営基盤として管理会計を強
化しており、事業部・国・地域の単位、商
品・輸送レーンの単位、業種別、顧客別、営
業担当別に、粗利までリアルタイムで可視化
できるようにしている。

（2） DHLサプライチェーン

独立型のGAMアプローチを採る企業の代
表例はDHLである。DHLは欧州最大手の物
流事業者であり、郵便、エクスプレス、グロ
ーバルフォワーディング、サプライチェーン
の４つの事業部門により構成されている。特
にサプライチェーン事業部門を担当する組織
がDHLサプライチェーン（DSC）で、2008
年にフォワーディング事業部門から独立し
て、3PLやコントラクトロジスティクス注6を
提供している。DHLの輸送・ロジスティク
スネットワークと、優良な顧客基盤を最大限
に活かすため、顧客起点でソリューション営
業を拡大した結果、DSCの事業部門で2012年
には150億ユーロ（約１兆5400億円）の売上
規模を有するまでになった。

DSCは、顧客起点のGAMを展開するため
に、GAM対象顧客を選別している。まず、
顧客の成長性と、差別化を可能とする自社の
サービス提供能力に照らし、日用消費財、エ
ネルギー・素材、自動車、ヘルスケア、小売
り、ハイテクという６つの戦略業種を選び、
その業種の中で対象顧客を絞り込んでいる。
これは、「継続改善と収益性向上を伴う成
長」というDSCの経営戦略に合致する。業種
特有のソリューションとオペレーションに関
する知見を効率的に蓄積し、顧客の囲い込み
を強化するとともに、標準化と横展開を推進
することを狙っている。

DSCは、４つの階層でGAMを展開してい
る。そのうち最上位に位置づけられるのが「エ
グゼクティブスポンサー」である。エグゼク
ティブスポンサーは、顧客の契約またはプロ
ジェクトの予算に最終権限を有し、顧客別収
支を管理する役員である。顧客単位でAMer
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やオペレーション部隊などの経営資源の差配
を、利害調整しながら意思決定し、顧客の経
営層とのトップ営業の前面に立つ。

次の「AMer」は、担当顧客の営業戦略と
ソリューション提案の全権を担う。すなわ
ち、実質的なGAM営業のトップである。顧
客の事業戦略やオペレーションに照らしたソ
リューションを立案し、値付けをしたうえで
契約の維持・更新に責任を負う。

その次の「プロジェクトマネージャー」
は、オペレーションレベルにおいて、顧客の
新規プロジェクトの立ち上げや既存プロジェ
クトの継続改善を実行し、管理する責任を負
う。最後の「オペレーションズマネージャ
ー」は、実際に輸送やロジスティクスを実施
している場所でのオペレーションを管理・監
督する。顧客と設定したオペレーションや財
務的なKPIを継続的にモニタリングし、業務
改善も担う。

DSCのGAMの特徴的な取り組みとして、
対象顧客のコントラクト（契約）に関するラ
イフサイクルマネジメントが挙げられる。商
品やサービスにライフサイクル（導入期、成
長期、成熟期、衰退期）があるように、物流
事業者の受託する顧客のコントラクトロジス
ティクスにおいても、収益水準に段階があ
る。コントラクトの収益を継続的に改善し、
顧客単位の収益を上げることが理想ではあ
る。しかし、実際には衰退期のコントラクト
もあるので、収益の最大化に向け、同社で
は、顧客との関係性にも鑑みつつ、GAM対
象顧客ポートフォリオを管理している。

具体的には、DSCはグローバルなネットワ
ークを活かして、顧客への提案機会の増大を
図る一方で、経営資源やオペレーション能力

には限界があるので、年間のコントラクト数
をある一定数に絞り込んで実施している。コ
ントラクトの終了段階で、取り決めたKPIの
達成度を顧客とともにレビューし、顧客から

「満足」あるいは「不満」のポイントを吸い上
げている。コントラクト単位での利益率にも
鑑みながら、契約更新を行うか、不満点を汲
んで追加提案を行うか、次期の提案を断念す
るかを意思決定している。最終的には、顧客
満足を高めながら、サービス範囲を拡大し、
次期契約に結びつけることを目指している。

Ⅲ 想定されるGAMの
 導入・展開ステップ

1	 パイロットプロジェクトによる
	 対応

GAMを導入する場合、前述の「調整型」
「コントロール型」「独立型」の３つのアプロ
ーチのいずれかに絞ってから、自社のサービ
ス提供能力や企業文化、意思決定構造に合わ
せてカスタマイズすることが望ましい。中で
も、現状組織を大きく変えることなく、既存
の営業部隊との利害調整を極小化しながら、
顧客対応の一元化を図ることができる調整型
アプローチを採り、パイロットプロジェクト
形式でGAMを導入するのが効果的だと考え
る。典型的にはGAM対象顧客を５社程度抽
出し、GAMのプロジェクトメンバーを選出
し、AMerを置く。この段階では、GAMに
対する組織全体としてのコミットメントはあ
まり大きくなく、AMerが経営資源配分の責
任と権限まで持つことはない。AMerが、各
地域や物流現場の顧客担当を決めることはあ
っても、投資や顧客単位での予算は持たない。
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パイロットプロジェクトの主眼は、対象顧
客への応対責任や、顧客への営業に関する主
導権を一元化することにある。たとえば、顧
客の物流マップを描き、自社がどの地域でど
んなサービスを提供し、顧客内でのシェアが
どの程度かを把握すれば、既存サービスの拡
販を強化することができる。その過程で、グ
ローバルな顧客収支の可視化も進む。GAM
のプロジェクトメンバーが主体となって、各
接点が収集した顧客の声を吸い上げて一元化
し、対象顧客の意思決定者と経営課題につい
て議論をすれば、新しいソリューション提案
に結びつけることも可能になる。

一方で、GAMがパイロットプロジェクト
形式で、組織として財務目標や収益責任を持
たない段階では、AMerの権限も必然的に小
さくなり、その結果、現地営業担当や物流現
場のオペレーション部隊との利害調整で多く
の困難が想定される。営業機能をGAMのプ
ロジェクトメンバーに集約することへの反発
が大きくなり、さらには利益やコストの配賦
に関する問題も顕在化してくるだろう。
GAMにかかわるこうした課題を抽出し、組
織的な解決方策を検討することも、パイロッ
トプロジェクト形式で始める一つの大きな意
義となる。しかし、変革が進まず顧客対応力
が低下してしまうと本末転倒なので、諸問題
が出た際に一時的な対処であっても意思決定
できる役員を配置しておくことが望ましい。

2	 全社的GAMプログラムによる
	 対応

パイロットプロジェクトで十分な成果が出
ることを検証したうえで、全社的なGAMプ
ログラムへと移行することを勧めたい。この

段階では、戦略的な選別によるGAM対象顧
客数と、自社の組織対応能力がGAMプログ
ラムの規模を規定する。全社の売上規模の有
意なシェアをGAMプログラム対象顧客が占
めるような場合、調整型よりも、権限と責任
が増すコントロール型のアプローチのほう
が、効果的に機能する可能性がある。

全社的GAMプログラムにおいては、GAM
部隊に専任役員を配置し、GAM対応の特定
組織を設立して、組織としてのGAMへのコ
ミットを拡充する。それに伴い、GAMプロ
グラムに関する財務目標を設定し、予算と収
益責任を持たせ、一定程度の人事権と投資権
限も持たせる。GAM対象顧客が求めてくる
ITや物流資産などへの投資要請に機敏に対
応する必要があるためである。AMerは、対
象顧客ごとに営業戦略をつくり、達成度をモ
ニタリングしていく。さらに、GAMへの対
応能力を全社的に高めていくためには、人材
育成や、管理会計・ITシステムなどのマネ
ジメント基盤の整備も、段階的に必要になっ
てくる。

全社的GAMプログラムで組織全体として
GAMへのコミットを高めることにより、顧
客理解と関係性が深化し、顧客内シェアの拡
大と新規ビジネスの獲得増大が期待される。
全社の営業戦略がより反映しやすい組織形態
および運営になるので、社内の意思疎通がス
ムーズになり、顧客への意思決定も早くな
る。顧客や業種によるオペレーションの標準
化やベストプラクティスの横展開を加速する
ことになろう。

想定される課題で最も大きなポイントは、
既存組織との利害相反である。地域会社の幹
部は、当該地域に対して収支責任を負ってい
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るため、たとえGAM対象顧客であっても、
自分の管轄している地域以外の売り上げに
は、本来あまり興味がない。GAM対象顧客
のグローバル案件を戦略的に獲得するため
に、地域会社がオペレーション上で赤字を飲
まされることも避けたい。また、優秀な営業
人員がGAM部隊に「取られて」しまうこと
も大変な痛手である。収益責任を持つ組織同
士であるからこそ、このような利害が先鋭化
していくおそれがある。

対処法としては２つ想定される。第１に、
全社的な優先順位を決めておくことである。
すなわち、経営者が、GAMプログラムを最
優先と位置づけておくことで、何をおいても
GAM対象顧客に対するオペレーションと収
益を最優先する方策を採ることとする。第２
に、以下に記すような、抜本的な組織変革を
行うことである。

3	 組織変革を伴う対応
日本の物流企業は、輸送モードごとの事業

部と、海外地域会社のマトリクス組織である
ことが多い。GAMプログラムを全社的に展
開する過程で、こうした既存の組織形態を顧
客起点の組織へ抜本的に変革することも考え
られる。

組織の形態自体はさまざまなパターンが考
えられるが、原則的に、GAM部隊がライン
組織を設立し、（他の事業部と同様に）独自
の戦略目標や財務目標を持つ形態となる。す
なわち、海外の支社・支店もGAMのライン
組織に連なることにする。GAMのアプロー
チも、独立型が最も適した方法となる。

前述のDHLのケースでは、フォワーディ

ング事業部門を分割し、顧客起点のソリュー
ション提供組織としてDSCを立ち上げた。多
数の顧客から小口の貨物を集めて大口に仕立
てることで混載差益を稼ぐフォワーディング
と、特定少数の顧客のSCMを囲い込んで収
益を上げていく3PLでは、根源的にビジネス
モデルが異なる。同社は、経営戦略の中で後
者を全社的な成長領域と位置づけ、困難を伴
っても組織を分割したほうが合理的との考え
方を貫く姿勢を明確にした。

日本の大手物流企業にとって、このような
大規模な組織変革を短期間で実行することは
容易ではない。全社売り上げに占めるGAM
対象顧客のシェアが大きかったとしても、組
織変革に伴って、それ以外の顧客や既存サー
ビスへの棄損も想定されるからである。現実
的には、本章１節で述べたパイロットプロジ
ェクトからGAMを導入し、全社プログラム
へと展開する過程で、さまざまな全社的課題
が表出する。それらの課題に段階的に対処
し、マネジメント基盤を強化しながら、
GAMの対象顧客数を増やしていくことが適
切と考える。

より重要なことは、GAMを全社における
長期的な成長ドライバー（促進要因）と位置
づけ、変革に腰を据えて取り組むことであ
る。言い換えると、GAMは、日本の物流企
業にとって最も重要な経営資源である顧客資
産のグローバル化のペースに合わせて、自社
を真の意味でグローバル化させていく継続的
な変革プロセスと言うことができる。その意
味で、GAMは、日本の物流企業にとって成
長ドライバーであるとともに、変革ドライバ
ーになりうる。
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注

1 3PL（3rd Party Logistics）とは、企業の流通・
物流機能の一部、もしくはすべてを一括して請 
け負うアウトソーシングサービスのこと

2 オペレーションを常に改善するという考え方と
仕事の仕方が現場の末端にまで浸透し、継続的
なオペレーションの進化を可能にする仕組みが
できていること

3 より上位のサービスを売ること
4 別の事業部や地域のサービスを売ること
5 有するスペースがどれだけ売れたかを測る指標

のこと
6 顧客に対し、期間・料金・サービス範囲などを

明記した契約に基づいてロジスティクスを包括
請負すること
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東京オリンピックで飛躍する
航空・鉄道業界の成長戦略

C O N T E N T S
Ⅰ　変曲点を迎える航空・鉄道輸送市場の展望
Ⅱ　停滞・縮小する国内航空市場
Ⅲ　格安航空会社（LCC）の評価は「西高東低」
Ⅳ　持続的な成長の鍵は外国人旅行市場の取り込み
Ⅴ　鉄道会社のビジネスモデルが機能しなくなる時代へ

Ⅵ　鉄道事業の成長に向けた企業間連携の強化
Ⅶ　新たな収益増への挑戦
Ⅷ　東京オリンピックは日本を紹介する
　　絶好のショーケース

NAVIGATION & SOLUTION

1	 日本の人口が減少する中にあって、インフラビジネスである航空・鉄道業界が持
続的成長を遂げるには、国内市場での潜在需要の掘り起こしや、新興国を中心と
した海外市場への参入が重要である。

2	 これまでの輸送サービスの商品は、生産年齢人口を主な利用者として設計されて
きたが、今後はシニア層関連市場に着目すべきである。その際、加齢とともに下
がる旅行参加率の底上げや、介護向けなど新商品の開発が必要である。

3	 今後成長する市場に「訪日外国人」がある。その旅行者数は2013年に1000万人
を超え、日本政府は７年後に倍増を目指している。旅行スタイルは団体旅行から、
自ら行程を設計する個人旅行に移っており、航空・鉄道需要として無視できない。

4	 中長期的には日本の人口が１億人を割ることから、新興国の成長を早期に取り込
む戦略が求められる。航空分野では、オープンスカイの動きを見据えて域内移動者
や日本経由での長距離移動者を取り込む。鉄道分野では、海外での鉄道オペレーシ
ョンやメンテナンスなどの付帯事業、沿線開発ビジネスモデルの横展開を図る。

5	 新興国では中間層が拡大しており、これまで「過剰品質」と呼ばれていた日本式
サービスが受け入れられる土壌ができつつある。2020年の東京オリンピックは、
各国要人にアピールする絶好の機会であり、行政と民間事業者が連携しながら都
市インフラを一体的にデモンストレーションし、国土交通省が設立を予定してい
るインフラ輸出支援組織を中心に、航空・鉄道分野の輸出につなげたい。

佐野啓介 新谷幸太郎

要  約
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Ⅰ 変曲点を迎える航空・鉄道輸送
 市場の展望

交通業界は日本経済を支えてきた重要なイ
ンフラであり、その成長とともに発展を遂げ
てきた。しかしながら、長引く低成長と加速
する人口減少の影響を受け、市場は大きな変
曲点を迎えている。一方、安倍晋三内閣の掲
げる「新成長戦略」では、東京の競争力強化
や観光立国日本が目標として掲げられている
が、近年、東京の「交通・アクセス」分野の
競争力低下が見られており、改善が必要であ
る（図１）。

本稿では、図２、３にあるように長距離輸
送を支える航空分野と近距離・中距離輸送を
支える鉄道分野を取り上げ、人口減少下での
両者の事業拡大に向けた施策や将来の成長戦
略を考察する。併せて、2020年の東京オリン
ピックおよびパラリンピック（以下、東京オ
リンピック）を契機とした、航空・鉄道業界
の海外展開に向けた展望を論じる。

Ⅱ 停滞・縮小する国内航空市場

日本はすでに人口減少の局面にある。生産
年齢人口は急激に減少しており、団塊世代の
大量退職による引退後の観光旅行需要の拡大
も一時的で、中長期的に見ると国内の長距離
移動需要は停滞・縮小していく。

その長距離輸送を担う航空機は新幹線と競
合関係にある。従来は、移動時間４時間が航
空機と新幹線の利便性の境であると言われて
いたが、新幹線の速度向上や割引運賃の導入
で競争環境は大きく変わっている。たとえ
ば、東京＝広島間は、以前は航空機が過半を

図2　日本の中長距離幹線輸送を担う航空・鉄道（2007年度）

注）人数ベース
出所）国土交通省「貨物・旅客地域流動統計」より作成
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図3　各国の首都と比べて鉄道への依存度が高い東京区部（交通手段分担率）

出所）国土交通省「東京都市圏パーソントリップ調査（交通実態調査）の結果概要」
　　　より作成
原典）ニューヨーク：2001 National Household Travel Survey, New York Add-On
　　　　　　　　　    New York Metro - NYMTC MPO
　　　ロンドン：Travel in London Key trends and developments Report number 1
　　　　　　　　（Transport for London 2009）
　　　パリ：Les chiffres clés des enquêtes ménages déplacements, méthode standard
  Certu, principaux résultats des enquêtes réalisées entre 1996 et 2004
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出所）森記念財団「世界の都市総合力ランキング」より作成

1

3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

居住

経済
環境
研究・開発

総合スコア

文化・交流

交通・
アクセス

2010 2011 2012 2013年

位



44 知的資産創造／2014年4月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

占めていたが、今は新幹線が逆転している。
その背景には、JR西日本（西日本旅客鉄道）
の「のぞみ早特往復きっぷ」による低価格運
賃や運行本数の増加、新型車両「N700系」
の投入による移動時間の短縮などがある。今
後はさらに、整備新幹線やリニア中央新幹線

（以下、リニア）が計画されており、高速鉄
道網は拡張される。国が計上した2014年度

（平成26年度）予算では、新幹線は、新青森
から札幌、金沢から敦賀、新鳥栖から長崎ま
での延伸が計画されている。また、JR東海

（東海旅客鉄道）は東京から名古屋へ、さら
に大阪までリニアを建設する計画である。こ
うした動きを踏まえると、今後の国内航空市
場の拡大は期待できない。

たとえば、東京＝小松間は、2014年時点で
は航空機が優勢であるが、北陸新幹線が2015
年に金沢まで開通すると新幹線へのシフトが
想定される。さらに、リニアによって東海道
新幹線や山陽新幹線での移動時間が短縮され
ることになる。羽田空港（東京国際空港）の
発着回数に占める関西（伊丹空港〈大阪国際
空港〉、関西空港〈関西国際空港〉、神戸空
港）路線の比率は約１割であり、山陽新幹線
区間（岡山・広島・岩国錦帯橋・山口宇部空
港）を含めると約２割になる（図４）。羽田
発着のこれだけの路線が、新幹線との厳しい
競争にさらされることになる。

ただし長距離利用者は、運賃や移動時間、
空港・駅へのアクセスの利便性、便数の頻
度、欠航時の対応力などを勘案して、航空機
か新幹線を選択している。したがって、大都
市から遠い地方都市の場合は、航空機の優勢
は変わらないであろう。九州新幹線の鹿児島
中央駅開業後の例を見ても、東京＝鹿児島間
の新幹線と航空機のシェアは大きく変わって
いない（図５）。

現状の競争環境やマクロ指標の見通しによ
れば、国内航空市場の中長期的な停滞・縮小
は避けられない。ただし、格安航空会社

（LCC）の誕生で、新たな航空輸送サービス
による市場拡大が期待されている。国土交通
省の分析によると、LCCは、JAL（日本航
空）やANA（全日本空輸）といった従来型
の航空会社（FSA）の既存市場を奪うので
はなく、新しい需要を創造・誘発するインパ

図4　新幹線拡大の影響を強く受ける羽田空港
　　  発着路線の割合（定期便発着回数）

注）岩国錦帯橋空港は2012年12月に開港しており、通年で
の影響を考慮する必要がある

出所）国土交通省「航空輸送統計年報」2012年

その他
80％

小松空港 2% 伊丹・関西・神戸空港

岡山空港 2%

広島空港 4%

岩国錦帯橋
空港  0%

山口宇部
空港
2%

10%

図5　九州新幹線開業（2011年3月）前後の新幹線と航空のシェア変化

注）鉄道（JR計）と航空の値を母数にシェアを試算
出所） 国土交通省「貨物・旅客地域流動統計」より作成
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クトがある。ただし、LCCはすでに東京・大
阪＝札幌・福岡・那覇といった主要航空路線
に就航していることから、今後新しい路線開
拓などによる航空需要の喚起が求められる。

Ⅲ 格安航空会社（LCC）の
 評価は「西高東低」

世界各国で先行していたLCCが、日本でも
2012年から本格的に運航を開始した。このう
ちジェットスター・ジャパン（以下、ジェッ
トスター）とバニラ・エア（以下、バニラ）
が成田空港（成田国際空港）を、ピーチ・ア
ビエーション（以下、ピーチ）が関西空港を
拠点にしている。

収益面では、2013年時点でピーチは通年の
搭乗率が８割を超えて好調である。一方で、
成田空港を拠点にする２社は苦戦が続いてお
り、バニラの前身であるエアアジア・ジャパ
ンは、業績不振からエアアジア（マレーシ
ア）とANAの資本提携を解消した。報道に
よるとジェットスターも単月で黒字化してい
ないもようである。

ピーチが好調な要因は以下が考えられる。
● 日本で最初のLCCというプロモーション

効果もあり、関西における知名度が東京
（成田）の２社よりも高い

● 定時運航率が高い
● 関西の旅行者は相対的に価格感度が高い
● 関西を拠点にするLCCがピーチのみで競

合がない
● 関西空港と成田空港はともに郊外に立地

するが、関西空港は地域住民にとって遠
いというイメージが相対的に薄い

ただ、ピーチが成功している最も大きな要

因は、社名やコーポレートカラーを含め、北
東アジアの若い女性をターゲットにした一体
的な事業展開にある。LCCの成功要因は各国
で異なる。たとえば北米では、長距離高速バ
ス「グレイハウンド」の利用者がLCCに移っ
たこと、東南アジアでは、中間層一歩手前の
旅行者市場を低運賃によって開拓したことが
挙げられる。

一方日本では、LCCよりも安い運賃であっ
たり、LCCと同水準の運賃で快適な座席を提
供したりするなど多様な高速バスの運行サー
ビスがある。また国民全体の所得も高く、旅
行代理店の格安パックを活用すれば多くの人
が国内旅行を容易に楽しめる環境にあった。

羽田空港や伊丹空港の現状の発着容量に鑑
みると、LCCは今後も都心から離れた成田空
港と関西空港を拠点にサービスを提供してい
くだろう。その中でLCCが新たな国内航空市
場を開拓していくには、運賃の安さを前面に
出す単純なプロモーション活動だけでは不十
分で、大きな成長は期待できない。日本市場
に適した利用シーンや新しいライフスタイル
などをLCC自らが定義して利用者に提案して
いく啓蒙活動が重要になる。参入当時、LCC
各社は直販にこだわっていたが、現在は座席
を旅行代理店にも卸している。これからは、
観光旅行の専門家がLCCに適した旅行商品を
つくるようになり、消費者はLCCをより身近
に感じるようになると見られる。

LCCは今のところ、テレビ番組などでの取
り上げられ方から観光旅行向けの航空会社と
いうイメージが強いが、利用者の移動目的は
介護や親族訪問など多岐にわたる。たとえば
デイケアセンターが窓口になって介護者や親
戚にLCCを紹介したり、あるいは新生児誕生
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時に、病院が窓口になって遠くに住む祖父母
にLCCでの来訪を勧めたりするなど、LCCの
市場拡大には、その利用方法を消費者により
具体的に提示する必要がある。

Ⅳ 持続的な成長の鍵は
 外国人旅行市場の取り込み

停滞・縮小が見込まれる国内航空市場に対
して、今後成長が期待されるのが国際線市場
である。グローバリゼーションによって、日
系企業の海外進出も拡大しており、これまで
は製造業が牽引してきたが、今後はサービス
業の海外展開も加速する。製造業は海外を生
産拠点と位置づけるケースが多いが、海外を
売り先と捉えているサービス業では、より多
くの日本人が海外と日本を継続的に往来する
ようになる。

加えて、大きな成長が期待されるのが海外
発の旅行市場で、特に2013年は訪日外国人旅
行者が1000万人を突破した記念すべき年であ
った。日本政府はビザ（査証）の発給要件の
緩和や通関手続きの混雑解消などに積極的で

あり、これからも期待できる市場である。さ
らに2020年には東京でオリンピックが開催さ
れることから都市開発も急ピッチで進められ
る。

とはいえ、増加する訪日外国人を日系航空
会社が取り込めているとはかぎらない。図６
に示すように、2013年は東南アジアからの訪
日外国人が急増したが、たとえばバンコク＝
東京路線に占める日系航空会社の比率は約２
割注1しかなく、多くは海外の航空会社であ
る。海外の航空会社は現地での知名度が高
く、流通チャネルも整っている。アジアの場
合、現地の物価が日本よりも低いため、人件
費などの運航コストを圧縮でき運賃を下げや
すい──といった要因が背景にある。

航空業界はどの国でも規制産業であり、外
資系企業は不利になりやすい。JALの子会社
ジャルパックがアジアで旅行商品をつくるな
ど、海外の現地流通チャネルを拡充して旅行
者を取り込もうとしているが、競争優位性を
追求するには現地に新たな航空会社を設立す
るか、もしくは既存の航空会社を買収する必
要がある。

図6　訪日外国人市場を牽引する東南アジア地域（訪日外国人旅行者数の国別対前年増減率、2013年）

出所）日本政府観光局（JNTO）
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航空輸送事業を海外で成功させるには、
「訪日外国人の増加」に加えて、「域内移動者
の増加」「日本経由の長距離移動者の増加」
の３つの成長を取り込まなければならない。

　
1	 アジアのネットワーク強化による
	 訪日外国人の取り込み

訪日外国人を増加させるには、国内の受け
入れ体制や観光資源開発など多くの課題があ
るが、そのなかで、本稿は「ネットワーク」
に着目する。

これから新興国では、首都エリアに加えて
地方都市でも中間層が誕生してくる。日系航
空会社が彼らを取り込むには、新興国のより
多くの都市に国際線を就航させる必要性が生
じるだろう。ただし、日本と新興国の中規模
都市を直行便で結ぶまでの市場規模の拡大を
期待するのは短期的には難しい。しかし、中
国資本の春秋航空のように、日本市場に参入
して日本と中国それぞれでゲートウェイとな
る空港を設定し、双方の国内線を組み合わせ
て自社ネットワークで地方都市を結ぶという
方法もある。

そして、日本・中国・韓国や、日本・ASEAN
（東南アジア諸国連合）地域でオープンスカ
イ（空の自由化）が実現すると状況はさらに
変わってくる。たとえば、東京＝シンガポー
ルといった中距離路線と、シンガポールを発
着するアジア域内の短距離路線とを組み合わ
せれば、域内移動需要とシンガポール経由の
訪日需要を合わせて搭乗率を高めることがで
きる。そればかりか、機材を待機させること
なく24時間稼働でき、機材の稼働率向上にも
寄与する可能性がある。このようにオープン
スカイによって、日系航空会社にも、日本発

着需要にかぎらずアジア地域全体の成長を取
り込みやすい土壌ができつつある。

2	 規制緩和後を見据えた
	 域内移動者の取り込み

域内移動者の取り込みでは、ASEAN域内
や台湾・香港を含む東南アジア市場が有望で
ある（図７）。特にASEAN地域では、以遠
権を含む国際線を中心にオープンスカイが検
討されており、実現すれば、拠点国から相手
国に、さらにその先の域内他国へ国際線を自
由に就航させることが可能になる。

前述のマレーシア資本のエアアジアは、東
南アジアの主要国に現地法人を開設している
ほか、インドネシア資本のライオン・エアも
マレーシアやタイに進出している。また、シ
ンガポール資本のタイガー・エアウェイズは
台湾でLCCの設立に動いており、華僑の人々
の移動需要を取り込もうとしている。

　
3	 航空ハブ機能強化による
	 長距離移動者の取り込み

最後に、日系航空会社が海外の空港をハブ
とする意義として、アジアから北米、もしく

図7　持続的な増加が期待される東南アジア域内旅行者（対前年増減率）

出所）Pacific Asia Travel Association “Asia Pacific Visitor Forecasts 2013－2017”
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は北米からアジアへの長距離移動者を東京経
由で取り込めるシナジー（相乗効果）が見込
める点が挙げられる。

図８は東南アジアと北米の間を移動する旅
行者の主な経由地の割合で、「東京」は16％
となっている。アジア発着の長距離移動者の
取り込みはすでに競争が激化しており、北東
アジアに注目しても、台北の桃園国際空港を
拠点とするチャイナエアやエバー航空、韓国
の仁川国際空港を拠点とする大韓航空やアシ
アナ航空などが、東アジア全域の長距離移動
者を取り込もうとしている。アジアの競合他
社はすでに先行しており、大韓航空は同じア
ライアンス（航空連合）のメンバーであるチ
ェコ航空の株式を取得して、アジア＝欧州間
の移動需要を取り込もうとしている。プラハ
を欧州域内のハブ空港に位置づけることで航
空ダイヤを最適化し、欧州の中規模空港に容
易に乗り継げる環境が構築できる。

東京を経由する利用者を増やすには、東京
への直行便ネットワークを拡充して、利用者

が東京を経由するだけで、北米やアジアの多
くの都市にも手軽に移動できる環境を構築す
ることが理想である。しかしながら、森記念
財団によると、43ページの図１に示したよう
に、東京の「交通・アクセス」分野は第10位
であり、香港、ソウル、シンガポールと比較
して優位性を確立できていない。東京の航空
ハブ機能を強化するには、たとえば、日系航
空会社が出資したアジア拠点の航空会社が東
京＝アジア側のネットワークを拡充し、北米
ネットワークはアライアンス先の日系・海外
航空会社が拡充する方法も考えられる。

日 本 は2011年 か ら、ATI（Antitrust Im-
munity：独占禁止法の適用除外）の認可を
JALやANAなどの北米および欧州路線に与
えている。これにより、独占禁止法に抵触す
るおそれがあったアライアンス内での航空ダ
イヤの調整などが解禁され、ATIの対象路線
は、同一アライアンス内で他社との共同事業
が可能となる。ただし、解禁されたといって
も、長距離路線の開設は航空会社にとってリ
スクが高い。１回の運航時間が長いことか
ら、利用者にとって利便性の高いダイヤを設
定すると空港駐機時間が長引いたり、運航時
間当たりの運賃が短距離路線より低くなった
りする。そこで、日本からの直行便が就航し
ていない都市に国際線を開設した場合は、海
外の航空会社が国際線仕様の機材で国内線を
運航できるように規制緩和を進めて、無駄な
駐機時間を減らし、ダイヤの効率化を支援す
るのも一案であろう。

これまで日系航空会社は、日本人や海外に
駐在する日本人向けにビジネスを展開してき
たが、今後は海外の移動需要を取り込んでい
く必要がある。航空業界で重視される定時運

図8　東南アジアと北米間を移動する旅行者の
　　  主な経由地（2013年10月）

出所）OAG
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航率の高さや欠航率の低さなどの指標は日系
航空会社が世界トップであり、座席や機内サ
ービスの充実ぶりも定評がある。前述のよう
に、これからはアジアで中間層が拡大し、安
さ一辺倒から、価格に加えて品質を追求する
消費者が誕生してくることから、日系企業が
より競争しやすい環境に移行していくと予測
される。

この市場を攻略するには、海外展開で先行
する製造業の取り組みが参考になる。パナソ
ニックや東芝、リコーなどの大手メーカー
は、日本仕様の製品をそのまま輸出するとい
う従来型の市場参入から方向転換し、新興国
に研究開発拠点を開設して、現地の消費者ニ
ーズや所得水準に適応した商品開発を進めて
いる。有名な事例にパナソニックのインド市
場向けエアコンの例がある。同社は、競合他
社の低価格商品に対抗して、現地の消費者が
求める機能やデザインに絞り込んだうえで、
手が届く価格帯の新商品を開発してシェアを
広げている。日系航空会社も単に「Made in 
Japan」を掲げて日本式サービスの浸透を図

るのではなく、各国の消費選好や感性を重視
した航空会社の「グローカル化」を模索して
いくべきである。

Ⅴ 鉄道会社のビジネスモデルが
 機能しなくなる時代へ

1	 鉄道会社の有する２つのビジネス
鉄道会社のビジネスは、大きく２つに分け

られる。１つ目は本業の「鉄道事業」であ
る。鉄道は、他の交通機関と比べて多くの人
や貨物を一度に長距離輸送できる特性があ
り、かねてより国内の幹線輸送の一翼を担っ
てきた。また、都心部では路線が網状に細か
く張りめぐらされ、通勤・通学や買い物な
ど、生活の足としても機能している。

２つ目は、沿線開発などを目的とした「関
連事業」である。装置産業である鉄道事業の
収益を高めるには、稼働率の向上、つまり利
用者の増加が不可欠である。そのため多くの
鉄道会社は、不動産開発や商業・観光事業な
どの関連事業を通じた沿線の利便性向上に取

図9　首都圏・近畿圏における鉄道会社の運輸事業の営業収益の推移

注）首都圏：小田急電鉄、東日本旅客鉄道、東武鉄道、京成電鉄、京浜急行電鉄、東京急行電鉄、京王電鉄
　　近畿圏：阪急阪神ホールディングス、近畿日本鉄道、南海電気鉄道、西日本旅客鉄道、京阪電気鉄道
出所）SPEEDAより作成
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り組んできた。

2	 鉄道事業は減収時代に突入
前ページの図９は、首都圏と近畿圏の各鉄

道会社の運輸事業における営業収益の推移で
ある。同図に見られるように、2000年度以
降、首都圏、近畿圏の双方で営業収益が減少
している。特に近畿圏は、首都圏に比べて落
ち込みが大きく、2012年度時点で00年度比
0.83の水準になっている。

近畿圏における鉄道会社の運輸事業の営業
収益が減少している背景として注目すべき
は、人口動態である。図10は、首都圏と近畿
圏の総人口と生産年齢人口の推移である。近
畿圏の総人口は、首都圏と同様に都心回帰注2

の流れもあって、増加ないし横ばいを続けて
きたが、さらにその中の生産年齢人口に注目
すると、近畿圏は首都圏の２倍以上のペース
で減少している。生産年齢人口は、通勤・通
学をはじめとして高齢者層に比べて外出率が
高く、さらに外出した際のトリップ数も多い
ため、鉄道事業の主要な顧客層であり、生産

年齢人口の減少は鉄道事業の営業収益の減少
に直結する。

さらに、人口動態に関連する中長期的な視
点として、地方部のモータリゼーションほど
大規模な進展ではないまでも、都市圏におい
ても乗用車やバスの利用が拡大する可能性が
ある。都市部における乗用車やバスの利用に
関しては、交通渋滞の解消を目的に、かねて
より道路ネットワークの充実や踏切の立体交
差化、ETC（電子料金収受システム）をは
じめとした新技術が導入されてきたことに加
えて、これからは、人口減少による交通量の
縮小、つまり、交通渋滞が自然に減少してい
くと予想され、鉄道に比べて目的地の近くま
で移動可能である乗用車やバスの魅力度がよ
り高まっていくと想定される。昨今では、カ
ーシェアリングの登場や、東京の渋谷＝六本
木間の都営バスの24時間運行など、サービス
向上の動きも見られ、今後の乗用車やバスの
動向を注視すべきである。

人口動態以外にも、鉄道利用を減少させる
要因として、在宅生活向けサービスの充実が

図10　首都圏・近畿圏における総人口および生産年齢人口の推移

近畿圏首都圏

首都圏・近畿圏における総人口の推移（2000年＝1.00） 首都圏・近畿圏における生産年齢人口の推移（2000年＝1.00）
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注）首都圏：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
　　近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
出所）総務省統計局「人口推計」（各年の10月1日現在）より作成
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挙げられる。たとえばインターネットの利用
拡大である。インターネットショッピングの
利用者は年々増加を見せており、特に20代・
30代は全体の半数以上がインターネットショ
ッピングを利用するまでに拡大した注3。こ
のトレンドと鉄道利用の減少を精緻に結びつ
けるには、インターネットショッピングの商
品特性や買い物の頻度などを分析する必要が
あるものの、買い物目的の鉄道利用が減少し
ていることは間違いない。加えて、在宅勤務
の拡大を目指す日本政府の方針など、外出機
会を少なくさせる要素がある。

表１に、鉄道収入を減少させる要素をまと
めた。

3	 関連事業における競争激化
鉄道会社による関連事業は、沿線開発とい

う目的からさまざまな業種で展開されてき
た。JR各社も、旧国鉄時代にあった関連事
業への進出規制が排除されて以降、「サンフ
ラワープラン」など、主要駅への大規模投資
を進めてきた。こうした関連事業は、沿線経

済圏の成長に大きな役割を果たすとともに鉄
道会社の収益源として貢献してきたが、昨今
は沿線外の事業者との競争にさらされてい
る。関連事業のうち、以下では、多くの鉄道
事業者が展開している流通事業（主に百貨店
とスーパーマーケット〈以下、スーパー〉）
を取り上げたい。

上述のとおり、鉄道会社の展開する流通事
業は沿線開発が目的であったため、原則とし
てターミナル駅での百貨店や沿線でのスーパ
ーの展開が中心で、自社路線の利用者数の増

表1　鉄道収入を減少させる要素

利
用
者
減
少

● 生産年齢人口の減少により、
通勤・通学での利用者が減少
に向かう

● 人口減少により中長期的には
利用者自体が減少に向かう

● 交通渋滞緩和によって乗用車
やバスへシフトする可能性が
ある

利
用
距
離
減
少

● 都心回帰によって通勤・通学
などの移動距離が短くなる

● 高齢者の増加によって、総移
動量に占める近距離移動の割
合が増加する

利
用
頻
度
減
少

● 在宅生活向けサービスが充実
し、外出頻度が低下する

● 外出率が相対的に低い高齢者
が増加することによって、総
人口における外出率が低下す
る

図11　首都圏・近畿圏における鉄道会社の流通事業の営業収益の推移

注）首都圏：小田急電鉄、東武鉄道、京成電鉄、京浜急行電鉄、京王電鉄（東日本旅客鉄道、東京急行電鉄は流通事業としてのセグメント分けではないため
対象外とした）

　　近畿圏：阪急阪神ホールディングス、近畿日本鉄道、南海電気鉄道、西日本旅客鉄道、京阪電気鉄道
出所）SPEEDAより作成
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加とともに事業の拡大を図ってきた。また、
駅からアクセスの良い、駅周辺の不動産も有
していた。

前ページの図11は、首都圏と近畿圏の各鉄
道会社における流通事業の営業収益の推移で
ある。同図に見られるように、特に2008年度
以降、首都圏・近畿圏の双方で営業収益が大
幅に減少している。その理由としては、流通
業界の業態変化に対して、鉄道会社の流通事
業の対応が遅れ、その結果、優位性が低減し
たことがある。

流通業界は、従来、業態を変化させること
で成長してきた。戦後の日本の流通業は、多
様な商品と高品質を売りにした百貨店と、食
品と日用雑貨に特化したスーパーが牽引して
きた。その後、ダイエーやイトーヨーカ堂を
はじめとしたGMS（総合スーパー）が、ワ
ンストップショッピングおよび低価格を武器
に流通業界を成長に導いた。現在は、利便性、
そしてさらなる品揃えを求める消費者の声に
対応したコンビニエンスストア（以下、コン
ビニ）やドラッグストアなどの専門店が拡大

し、また、流通事業者が複数出店するショッ
ピングモールが流通業の成長を支えている。

一方、人口密度の高い首都圏や近畿圏の、
さらに人口流動の多い鉄道沿線に限って店舗
展開してきた鉄道会社の流通事業は、GMS
とはもともと一線を画した事業環境にあっ
た。ところが、上述のコンビニ・専門店やシ
ョッピングモールの時代に入ると、そうした
流通事業者が一気に競合として登場してき
た。駅前立地を武器としていた鉄道会社の展
開するスーパーに対して、たとえば利便性が
売りのコンビニは、消費者の自宅からの近さ
を武器に展開し、複数の流通事業者が出店す
るショッピングモールは、百貨店の品揃えに
対抗してきた。

そして今後、競争はさらに熾烈になると想
定される。流通業界は従来、卸業者の支援に
より各地域に有力な事業者が生まれ、それぞ
れの地域で確固とした地位を築いてきた。と
ころが、大型投資と店舗誘致が競争優位を発
揮するショッピングモールの時代になると、
そうした大型投資ができない事業者同士の合
従連衡が進み、そのような中で地方で勝ち残
った強力な事業者が、これまでは不動産コス
トの高さで参入できなかった都市部に進出
し、鉄道会社の流通事業の新たな競合になる
可能性がある。

Ⅵ 鉄道事業の成長に向けた
 企業間連携の強化

1	 鉄道会社の収益構造
図12は、主な鉄道会社の営業収益、営業利

益全体に占める運輸事業の割合である。営業
収益で見ると42.7％であるが、営業利益を見

図12 主要鉄道会社における営業収益、営業利益に
 占める運輸事業の割合（2012年度）

注）小田急電鉄、東日本旅客鉄道、東武鉄道、京成電鉄、京
浜急行電鉄、東京急行電鉄、京王電鉄、阪急阪神ホールディ
ングス、近畿日本鉄道、南海電気鉄道、西日本旅客鉄道、
京阪電気鉄道の合計値より算出

出所）SPEEDAより作成
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ると67.3％となっており、運輸事業が鉄道会
社の利益を支えていることがわかる。しかし
ながら、鉄道事業は巨額の設備投資を必要と
する装置産業であり、固定費の負担が大き
い。そのため限界費用が小さく、利用者の増
減がそのまま収益の増減につながりやすい。
前述したように、今後利用者が減少するフェ
ーズに入るとその減収分が利益の減少に結び
つきやすい。そのため、鉄道会社にとっては
固定費をいかに削減していくかが今後最大の
懸案事項になってくる。

2	 運輸事業のコスト削減に向けた
	 業界内での企業間連携

鉄道会社の運輸事業における主なコストは、
● 運行関連費用
● 保存・保守関連費用
● 減価償却費
● 一般管理費
──に分けられ、その内訳は図13のとおり

である。変動費である「運行関連費用」が約
36％を占めている一方で、固定費の要素を多
く含む「保存・保守関連費用」と「減価償却
費」の合計が50％以上を占めている。
「保存・保守関連費用」および「減価償却費」
を削減するには、個々の企業の枠を超えた業
界横断の取り組みが重要であり、そのステッ
プとして、①運行設備・車両の共通化、②保
守・点検人員の共通化──が考えられる。

①の運行設備・車両の共通化ステップは、
すでに一部の分野で取り組みが進んでいる。
たとえば鉄道車両向け空調装置で国内首位の
三菱電機は、各種部品のモジュール化を推進
している。また、総合車両製作所は次世代ス
テンレス車両「sustina（サスティナ）」で、

機器共通プラットフォーム車両の導入を進め
ている。

ただし国内の鉄道車両は、他の輸送事業者
である航空機やバスに比べて事業者ごとの差
異が依然として大きい。こうした状況を打開
するきっかけになりうるのが海外展開であ
る。実際、三菱電機と総合車両製作所に共通
するのは、海外進出に向けた競争力強化であ
る。国内市場が頭打ちになる中で鉄道車両・
部品メーカーは、海外市場への進出が求めら
れつつあり、その際は、国内のように車両ご
とに個別に設計していたのでは、価格や対応
の速さなどの面で十分に戦えない。日本政府
が掲げる「パッケージ型インフラ輸出」を受
けて、今後は鉄道会社の海外展開の可能性も
あり、それに対応するには鉄道業界の各事業
者が連携し、①の共通化の動きを加速化させ
ていくことを期待したい。

この動きを受けた次のステップが、②の工

図13　主要鉄道会社のコスト構造内訳

注 1）北海道旅客鉄道、東日本旅客鉄道、東海旅客鉄道、西
日本旅客鉄道、四国旅客鉄道、九州旅客鉄道の合計値
より算出

　 2）運行関連費用：運輸費、運転費、運行管理費の合計値
　　　保存・保守関連費用：線路保存費、車両保存費、電路

保存費、保守管理費の合計値
出所）国土交通省「鉄道統計年報（平成22年度）」より作成

運行関連費用
36.2%

保存・保守関連費用
31.0%

減価償却費
20.9%

一般管理費   8.9%

その他　2.9%



54 知的資産創造／2014年4月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

務や電気、車両、建設に携わる技術系職員の
共通化である。現在は、鉄道会社ごとに仕様
が異なるため、各社が技術系職員を抱え、レ
ールなどの敷設や保守・点検などを行ってい
る。その数は全国で４〜５万人に達してい
る。日本の鉄道運行を支えるこうした技術系
職員を組織化して、第三セクターなどが利用
できるようになれば、赤字の鉄道会社のコス
ト削減に貢献するとともに、技術継承問題の
解決にもつながるであろう。

しかしながら、これらは民間の取り組みの
みでは難しい。①、②の共通化に伴う周辺設
備の入れ替えには多くのコストがかかるう
え、設備の入れ替え時期も各社さまざまであ
る。さらに、鉄道事業の根幹をなす安心・安
全を担う技術の共通化は容易ではない。その
ため、国の主導による事業推進が求められて
くる。鉄道事業における昨今の日本政府の施
策には、前述のインフラ型パッケージ輸出以
外にも、ホームドアの設置や相互直通運転の
推進がある。相互直通運転が拡大していくほ
ど、車両の共通化ニーズも生まれてくるた
め、日本政府の現在の施策の延長線上に車両
や設備の共通化を位置づけられるであろう。

3	 関連事業における異業種との
	 企業間連携

関連事業の事業環境については、先に流通
事業を例に述べたように競争激化が進んでい
る。そのような中で、関連事業において求め
られてくる事柄も企業間連携と考えられる。

各鉄道会社ではすでに沿線開発が一巡して
いることから、これまでの代表的な関連事業
である流通・建設・不動産・旅行代理店業
は、成長を求めて自社沿線の外部に進出して

いく必要がある。たとえば流通業では、阪急
阪 神 百 貨 店 の 東 京 進 出「 阪 急MEN'S 
TOKYO（阪急メンズ東京）」、不動産業では
東急不動産の関西進出（「BRANZ〈ブラン
ズ〉」ブランドのマンション）や京阪電鉄不
動産の首都圏進出などが挙げられる。このよ
うに、自社沿線以外のエリアに進出すること
は、全国が事業対象となることを意味し、そ
の業界のトップ企業を含めた他社との競争に
勝ち抜いていかなければならない。

一方で、国内市場の成長が鈍化し競争が激
化しているため、さまざまな業界でトップ企
業を含めた提携が進んでいる。提携の主な狙
いは規模の経済による業務効率化であり、今
後は鉄道会社の関連事業も巻き込んだ動きと
なっていくであろう。多種多様な関連事業を
保有する鉄道会社にとって、すべての分野で
業界トップを目指すことは容易ではない。こ
れからは、自社が優位性を保有すべき、もし
くは将来性が望める領域への選択と集中を進
め、業界のトップ企業になるべく、M&A

（企業合併・買収）を含めた動きが求められ
る。

Ⅶ 新たな収益増への挑戦

前章までは、比較的「守り」を中心とした
鉄道会社の展開を述べてきたが、一方で、新
たな収益を獲得する事業機会も生まれつつあ
る。シニア層と訪日外国人旅行者の取り込
み、および前述した海外展開である。

1	 シニア観光需要の取り込みと創造
高齢化を背景に、鉄道業界においても昨

今、シニア層をターゲットとしたサービス開



55東京オリンピックで飛躍する航空・鉄道業界の成長戦略

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

発が求められてきている。一定の資産や時間
を保有しているシニア層は、かねてから旅
行・観光市場の重要な顧客層であったが、ア
クティブシニア（団塊の世代）の引退を機
に、その重要性が増している。　

ただし、現在のシニア層の旅行の多くは夫
婦連れである。夫婦旅行は、加齢とともにパ
ートナーの体調不良や死別などによって旅行
の機会が失われていく。また、昨今の未婚・
晩婚化の影響で、夫婦旅行自体が減少してい
くと予想される。そのため、シニア層が旅行
仲間をつくるきっかけを提供することが、マ
ーケティングにおいて重要になってくる。

商品設計も検討の余地がある。図14は国内
観光・レクリエーション旅行に対する満足度
を年代別に示したものであるが、年代が上が
るにつれて「大変満足」の割合が低下する傾
向が見られる。シニア層の旅行が増えてきた
と言われるものの、若者層に体力面で劣るシ
ニア層が旅行をするに当たってのハードルは
高い。さらにシニア層は若者層に比べて旅行
経験も多く、今までと異なる付加価値を旅行
に求めている可能性がある。「自宅を出発し
て旅行を楽しみ、帰宅するまで」を旅行とし
て捉え、シニア層が納得できる旅行商品を設
計していくとともに、シニア層の求める新た
なコンテンツづくりをしていく必要がある。

こうした中からすでにいくつかの取り組み
が花開きつつある。たとえばJR東日本（東
日本旅客鉄道）は、2005年より「大人の休日
倶楽部」というシニア向け会員制組織を立ち
上げ、利用料金の割引サービスだけでなく趣
味の会といった交流イベントも開催してい
る。立ち上げから２年で会員数は50万人に達
し、４年後の2009年には100万人を突破し

た。また、JR九州（九州旅客鉄道）が2013
年に運行を開始したクルーズトレイン「なな
つ星in九州」は、日本初の豪華列車として、
シニア層を中心に人気を博している。

2	 訪日外国人旅行者の取り込み
図15は、国籍別に見た訪日外国人の「個人

旅行率」と「鉄道利用率」の関係で、両者に

出所）観光庁「旅行・観光消費動向調査（2013年4～6月期〈速報〉）」より作成

図14　年代別国内観光・レクリエーション旅行の満足度
　　 　（「大変満足」のみ抽出）
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注 1）鉄道利用率は、鉄道・モノレール・スキーリフト購入率
　 2）個人旅行率は、パッケージツアーを購入しなかった人の割合
出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査（2012年4～6月期）」より作成
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は緩やかながら正の相関が認められる。つま
り、訪日外国人のうち、個人旅行者が多くな
るほど鉄道利用者数が増加する。これを受け
て各鉄道会社は、ビザ発給要件の緩和などに
伴い増加する外国人個人旅行者を鉄道の利用
者へと確実に結びつけていけるような施策
を、講じていくべきである。

それには、多くの外国人が訪れる東京や大
阪、京都など、日本を代表する大都市間を結
ぶ新幹線網の利便性を向上させたり、大都市
の市内および近郊との連携を強化したりする
ことなどが「打ち手」となろう。

3	 海外展開
鉄道会社の企業成長において、今後鉄道網

の発展が見込める新興国は非常に魅力的な市
場である。昭和中期の日本がそうであったよ
うに、経済発展の基礎となるインフラ整備は
新興国における目下の課題である。

日本の鉄道会社が海外に進出する際のコン
テンツには大きく２つある。１つ目は、「鉄
道オペレーション技術」である。日本は世界
でも有数の人口密度の高い国であるが、それ
でも大きな混乱なしに鉄道が運行されてい
る。その理由は、日本の鉄道会社はオペレー
ション技術をほとんど内製化し、さらに属人
的な側面も含め、各部署が有機的に連携する
ことで成り立っているからである。

しかしながら、欧州をはじめとして海外で
は「上下分離」の考えが広まっている。上下
分離とは、鉄道事業を「車両の運行を管理す
る主体」と「線路を管理する主体」とで分
け、分業化とマニュアル化によって成立させ
ることを指す。そのため日本の鉄道会社が新
興国に進出するに当たっては、まず自社の有

する各種運行ノウハウを業務ごとに切り分
け、かつ明文化（マニュアル化）して、各国
のニーズに合致した「組み合わせ商品」とし
て展開できる体制を整える必要がある。

２つ目は、「鉄道会社のビジネスモデル」
の輸出である。ここでのビジネスモデルと
は、鉄道オペレーションと関連事業を組み合
わせた事業展開のことである。地域に鉄道を
引き、駅からはバスの交通網を整備し、さら
に住宅地や商業施設を開発するという日本の

「まちづくり」そのものを指す。
日本の鉄道会社の強みは、関連事業も含め

た地域密着型の事業展開のノウハウである。
鉄道会社が地域の足となって居住者とのつな
がりを構築し、そのうえに各関連事業を展開
することでグループの総合力が発揮されてき
た。そしてこのことが、日本の地域の交通や
商業の発展に貢献してきた。今後、成長が見
込まれるアジア、中東、アフリカなどの各都
市でも、経済と地域の発展を牽引する企業が
求められる。そこでは、日本の鉄道会社の強
みが国内と同じように発揮できる可能性があ
る。このことは、国土交通省がインフラ輸出
支援組織の設立を予定しているなど、日本政
府が力を入れているパッケージ型インフラ輸
出にも適合する。アジアの中で、経済発展で
先行した日本の政府と鉄道会社が一体とな
り、アジア、中東、アフリカなどのさまざま
な都市の成長に貢献する──このような将来
が実現されることを期待したい。

　
Ⅷ 東京オリンピックは日本を
 紹介する絶好のショーケース

　
2020年に東京オリンピックが開催され、よ
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り多くの外国人旅行者が日本を訪れると見込
まれる。アジアから東京を訪れる旅行者に加
えて、遠方のため普段は訪れる機会のない欧
米などからの旅行者も増えるであろう。ま
た、一般の観戦者だけでなく、スポーツ関係
者や政府要人なども相次いで日本を訪れる。
この東京オリンピックで日本の強みをアピー
ルしていくには、個々のサービスについて、
高い品質を紹介・体感してもらうことに加え
て、複数のサービスを連携させ、さらに快適
で利便性のあるシステムを一体的に提示でき
るようにすることが効果的である。

たとえば、スマートフォン１台で「ドアto
ドア」のナビゲーションが実現されており、
端末をかざすだけで日本全国の交通機関の改
札が通過できると同時に決済される仕組み
や、カーナビゲーションと道路インフラ施設
を連携させて、渋滞ルートの回避や障害物の
情報を提供する機能などがそれに該当する。

複数企業にまたがるこうしたサービスを、
短期滞在の外国人旅行者に体験してもらう仕
組みをつくるには、事前の調整や費用分担の
交渉など、関係者に多くの負荷がかかってく

る。そこで、航空・鉄道会社などの民間企業
の橋渡し役を行政が果たし、官民により日本
ならではの「おもてなし」が提供できる体制
を、オリンピックが開催されるまでに準備し
ておきたい。

注

1 OAGのデータベースより、バンコク発東京着の
航空券をタイ国内で購入した直行便利用者を対
象に、航空会社シェアを試算（2013年10月）

2 都心回帰の動き自体も鉄道の利用距離の減少に
よる運賃収入の減少を生み出している

3 野村総合研究所「生活者１万人アンケート調
査」2012年

著 者

佐野啓介（さのけいすけ）
公共経営コンサルティング部副主任コンサルタント
専門は事業戦略、マーケティング戦略、海外進出支
援など

新谷幸太郎（しんたにこうたろう）
公共経営コンサルティング部副主任コンサルタント
専門は交通・観光分野に対する事業戦略および政策
の立案、業務改革支援など



58 知的資産創造／2014年4月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

シリーズ

クロスボーダーM&Aによる事業構造転換
クロスボーダーM&AからPM Iまでの流れにおける本社の役割

CONTENTS Ⅰ　増大するクロスボーダーM&A・PMI──風土・文化・言語の違いによるクロスボーダー	
	 　　　　　　　	M&A・PMIの問題点

Ⅱ　クロスボーダーM&A・PMIの進め方──求められる中長期戦略に基づいた一貫したプロセス体制

Ⅲ　先進企業事例──本社主導によるM&A・PMIと人材育成の事例

Ⅳ　本社の役割──買収計画策定、プロセス推進機能、ガバナンス設計、人材育成が重要

1	 日本企業による海外企業のM&A（企業合併・買収）、すなわちクロスボーダ
ーM&A件数は増加傾向にあり、M&Aは、企業が非連続な成長を実現するた
めの有効な手段である。風土・文化・言語が異なるクロスボーダーM&A・
PMI（買収後統合）では、①ガバナンス、②戦略・業務の統合、③風土・組織
統合、人材の定着、④ノウハウや知見の形式知化──に問題を生じることが多
い。

2	 M&A・PMIプロセスでは、「フェーズ１：中長期戦略に基づく買収計画の策
定」「フェーズ２：買収候補企業の絞り込み」「フェーズ３：デューデリジェン
ス（買収前資産評価）」「フェーズ４：最終合意・クロージング」「フェーズ５：
PMI」が実施される。最後の「フェーズ５：PMI」は、①PMI方針策定、②経
営理念・価値観の共有と統合、③戦略統合、④業務統合、⑤モニタリング──
で進められる。

3	 本社主導でクロスボーダーM&AとPMIを成功させた先進的な企業事例とし
て、既存事業の構造転換をしたＡ社、新規地域に進出したＢ社がある。

4	 クロスボーダーM&A・PMIを成功させるための本社の役割には、①中長期戦
略に基づく買収計画の策定、②M&AからPMIプロセス全体の推進機能、③戦
略、投資、組織・人事に関するガバナンス設計、④自社（買収企業）内および
被買収企業内の統合人材の育成──が挙げられる。

グローバル戦略を実現する経営基盤構築

要約

青嶋  稔 手塚洋平村岡洋成長尾良太
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Ⅰ 増大するクロスボーダー M&A・PMI

風土・文化・言語の違いによるクロ 
スボーダーM&A・PMIの問題点

1│	クロスボーダーM&Aは	
	 重要な選択肢に

日本企業を取り巻く競争環境は年々厳しさ
を増している。先進国市場は成熟傾向にあ
り、成長余地が大きい新興国市場への素早い
ビジネス展開が求められている。

そうした中で海外企業は、グローバルにお
いて非連続な成長を実現するために、クロス
ボーダーM&A（国境を越えた企業合併・買
収）を活用して、自社にないリソース（経営
資源）を外部から獲得している。ポテンシャ
ルの見込める海外市場で現地にすでに浸透し
ている商品・ブランド、事業を獲得するので
ある。図１に示すように、最近では日本企業
によるクロスボーダーM&A件数も増加傾向
にあるものの、図２の地域別比較からは、欧
米企業がクロスボーダーM&Aを多く実施
し、活用してきた歴史がうかがえる。

日本企業も、グローバルにおいて非連続な
成長を望む場合、クロスボーダーM&Aを重
要な選択肢の一つとして検討すべきである。

2│	クロスボーダーM&Aによる	
	 成長シナリオの構築

こうしたクロスボーダーM&Aは、
①既存事業の既存地域における販売や生産

リソースの獲得
②既存事業の事業構造転換
③既存事業の地域的補完
④新規事業の獲得
──という形で成長シナリオを構築する。
これまでは、①の「既存事業の既存地域に

おける販売や生産リソースの獲得」が多かっ
たが、近年は新しい地域への進出、新規事業
の獲得、または事業の構造転換など、難易度
の高いクロスボーダーM&Aが増えている。
それに伴い買収企業と被買収企業との間で
は、戦略に対する共通認識の醸成、戦略・業
務の統合が、これまでにも増して難しくなっ
ている。買収企業と被買収企業とのシナジー

（相乗効果）創出を期待しても、新しい事業・
地域において、経営理念・価値観や、戦略お

グローバル戦略を実現する経営基盤構築

図1　日本企業のクロスボーダーM&A件数

注）M&A：企業合併・買収
出所）Capital IQ。買収企業が日本企業、被買収企業が日本企業以外のM&Aのうち、
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よび業務プロセスを統合していくことは一層
困難になっている。

こうした環境下においては、M&Aから
PMIまでを、一貫した体制と仕組みで進めて
いく必要がある。M&Aの当初の目的を、
PMIプロセスを通していかに着実に実現して
いくかが重要となるからである。

3│	クロスボーダーM&A・PMI	
	 における現状の問題点

クロスボーダーM&A・PMIでは、
①ガバナンス（企業統治）
②戦略・業務の統合
③風土・組織統合、人材の定着
④ノウハウや知見の形式知化
──に問題が生じることが多い。

（1） ガバナンスにおける問題点

クロスボーダーM&A・PMIは、自社（買
収企業）とは異なる風土・文化・言語でオペ
レーションが行われている企業を買収するた
め、ガバナンスは非常に難しい。特に新興国
ではオーナー企業が対象となる案件も多く、
こうした企業はオーナーがすべてを決定して
おり、投資、戦略、組織設計に関するガバナ
ンスに問題が生じるケースも多い。過去に組
織的な意思決定をしてこなかったために「オ
ーナーによる意思決定」が残ったままになっ
ており、統合後も見えないところで重要な意
思決定がされてしまうこともある。

（2） 戦略・業務の統合における問題点

風土・文化・言語が自社とは異なるクロス
ボーダーM&A・PMIにおいては、M&Aで
何を狙うのかの目的を明確にするとともに、

その効果をPMIの中で着実に得ていかなけれ
ばならない。

そのためには、買収後のPMIでどのような
戦略を遂行していくのかを明確にする必要が
ある。しかしながら、被買収企業は予算目標
だけは与えられていても、組織上において戦
略へのグローバルな共通認識をしっかりと持
っていないケースも多い。というのは、風
土・文化・言語が異なる環境下では、市場環
境に対する共通認識を双方が持ち、そのうえ
で戦略を統合し、それを実現するために業務
を統合することは非常に難しいからである。

買収によって狙う統合効果は、戦略実現の
ために必要な各業務が実行項目に落とし込ま
れ、それらが着実に遂行されてこそ得られる。
被買収企業をグローバル規模の中長期戦略の
中に位置づけて、その戦略を実現するために
は、SCM（Supply	Chain	Management） や
生産等の直接業務、人事・経理等の間接業務
の統合を進める。しかし地域性があるため、
これらの業務をすべて統合するのは不可能で
ある。生産・品質基準までは統合しないとし
ても、特に品質に対する考え方、SCM上の
在庫に関する考え方、需要予測の仕方などの
基本的な考え方は合わせておくべきである。

（3） 風土・組織統合、人材の定着における 
 問題点

クロスボーダーM&A・PMIで難しいの
は、「風土・組織の統合」である。買収企業・
被買収企業の風土・文化・言語は当然異なる
ため、双方が経営理念・価値観を理解し合う
ことは非常に難しい。予算や業績目標は共有
化できるが、「何を目的として何のために事
業を営んでいるか」という、根本的な経営理
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念などの理解を醸成できない場合も多い。
また前項で述べた戦略・業務を統合してい

くうえで、重要な人材の定着および組織の統
合は非常に重要である。SCMや生産・品質
管理などの戦略をグローバルで実現していく
には、両社の市場性も違うため、基本的な考
え方を合わせたうえで定着させるべき人材を
明確にする。自社組織と被買収企業の組織と
を統合する場合は、そうした人材を定着させ
てから進めていく。

ただし、そうした重要人材が統合の過程で
流出したり、リテンションボーナス（統合
後、一定期間働き続けると得られるボーナ
ス）を獲得した後すぐに退社してしまったり
する問題も多く発生している。

（4） ノウハウや知見の形式知化における 
 問題点

M&A・PMIは、実際に経験することで初
めて生きた経験知として蓄積される。特にク
ロスボーダーM&A・PMIの場合、国内企業
同士の案件とは風土・文化・言語、市場環境
なども異なることから、本来であればM&A・
PMIのノウハウ・知見の獲得には長い時間と
経験が必要となる。しかしながら、クロスボ
ーダーM&A・PMIが増えているにもかかわ
らず常に同じ人材が携わることでノウハウが
属人化し、そのことにより経験と知見が組織
に受け継がれていかないケースが多い。

M&Aにおける買収計画の策定、デューデ
リジェンス（Due	Diligence：以下、DD）注1

の実施、PMIにおける戦略・業務の統合、こ
れらを一貫したプロセスとして経験している
人材はそれほど多くない。そのため、常に同
じ人材がM&A案件に携わることになりやす

い。このように、M&A・PMIに関する経験
知を属人化させず、組織の形式知としていく
ことが一層重要となってきている。本稿で
は、クロスボーダーM&A・PMIにおけるこ
うした問題点を克服するために、本社（買収
企業）の役割について論じる。

Ⅱ クロスボーダー M&A・PMIの進め方

求められる中長期戦略に基づいた 
一貫したプロセス体制

M&A・PMIを進めるに当たり、まず中長
期戦略に基づく買収計画を策定する。これは
買収の目的を定めるもので、その後の成否を
左右する重要なプロセスである。また、当初
検討したシナジーをPMIで創出するには、買
収計画を策定する初期段階から買収後に至る
までの一貫したプロセス体制が、買収企業の
内部に求められる。次ページの図３に、クロ
スボーダーM&A・PMIプロセスを５つのフ
ェーズに分けて示した。

1│	フェーズ１：中長期戦略に基づく	
	 買収計画の策定

フェーズ１の中長期戦略に基づく買収計画
策定では、中長期戦略として全社のあるべき
事業・地域ポートフォリオを策定する必要が
ある。自社（買収企業）が中長期的にどのよ
うな事業を成長させていきたいのか、成長の
ために事業構造をどのように転換していきた
いのか、グローバルではどのような地域の市
場を成長させていきたいのかを明確にする。
そこで明確化されたあるべき事業・地域ポー
トフォリオから、成長させたい事業・地域に
対して、事業環境の整理および自社のポジシ
ョニングという観点で、グローバルにおける
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事業・地域のバリューチェーンでの重要な成
功要因（Key	Factor	 for	Success：KFS）を
明確化し、それに基づいて、買収で獲得すべ
きリソースを明らかにする。

2│	フェーズ２：買収候補企業の
	 絞り込み　

フェーズ２は、買収候補企業を選定し絞り
込むプロセスである。

フェーズ１で策定した買収計画に基づいて
獲得すべきリソースの評価基準を設定し、１
次リストである「ロングリスト」を作成す
る。この際、買収候補企業に対する明確な選
定基準を持っていることが重要となる。この
基準がないと、たとえば投資銀行などから持
ち込まれる案件を正確に評価できず、右往左
往することになる。

特に新興国企業の案件では、買収候補企業
をリスティングする最初の時点で企業が絞り

込まれている、あるいはそうした企業群がそ
れほどないというケースも多い。むしろ、限
られた情報から買収候補企業を評価するほう
が多い。こうした新興国と比較すると、先進
国は獲得できる情報も豊富で買収候補企業も
多いため、選定基準が明確であることが一層
重要となる。

この選定基準で買収候補企業を絞り込むに
は、獲得すべきリソースをなるべく客観的に
見られるようにしておく。たとえば買収目的
が販売機能の獲得にあれば、市場シェアや流
通チャネルへの販売実績、あるいは流通チャ
ネルや顧客からの評価などを収集し、情報の
客観性をできるだけ高めていく。前述のよう
に新興国企業の場合は獲得できる情報が限ら
れているため、現地で収集するチャネルや顧
客からの評価の声は重要な情報源となる。

また、LOI（Letter	of	 Intent：意向表明
書）を提示する以前に、買収候補企業と接触

図3　クロスボーダーM&A・PMIプロセス

買収候補の
「ロングリスト」作成 最終交渉・合意事業

デューデリジェンス PMI方針策定

対象企業群の一次評価 最終契約書締結事業別買収目的の明確化

KFS明確化
獲得すべきリソースの

明示

法務
デューデリジェンス

組織風土・人材
デューデリジェンス

業務統合

モニタリング

財務・税務
デューデリジェンス 戦略統合買収候補企業の絞り込み クロージング

（取引実行）

フェーズ2

買収候補企業の絞り込み

フェーズ3

デューデリジェンス

フェーズ4

最終合意・
クロージング

フェーズ1

中長期戦略に基づく
買収計画の策定

フェーズ5

PMI

経営理念・価値観の
共有と統合

注）KFS：Key Factor for Success、PMI：Post Merger Integration（買収後統合）、デューデリジェンス：Due Diligence（稿末注1参照）

PMIの方向性検討

中長期戦略に基づく
事業・地域ポートフォリオ

の策定
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する時に心がけておきたいのは、その企業の
経営者がどのような考え方で事業を営んでい
るのか、事業意欲や事業成長の課題や事業に
対する思いを聞くことである。さらに、意思
決定はどのような形態なのか、つまりファミ
リー企業で経営者の独断なのか、それとも取
締役会などで決定されるのかなども、買収候
補企業の経営者と話すことで推察する。

3│	フェーズ３：デューデリジェンス
	 （DD）

フェーズ３のDDは、事業DD、法務DD、
財務・税務DD、組織風土・人材DDをそれ
ぞれ実施する。クロスボーダーM&Aは、異
なる市場環境、商習慣の中での統合となるた
め、買収候補企業の事業DDのみならず、組
織風土・人材DDが非常に重要になる。

法務DDや財務・税務DDも、買収に伴う
リスクを把握するという点で極めて重要であ
るが、本稿では「事業DD」と「組織風土・
人材DD」について詳述する。

（1） 事業DD

上述のように、クロスボーダーM&Aは日
本とは異なる市場環境を抱えた企業同士の統
合である。したがって事業DDは、まず市場
機会や競争環境などを整理し、そのうえで、
買収計画で最も獲得すべきとしたリソースに
重きを置いて実施する。

販売チャネルの獲得を重視しているのであ
れば、流通チャネルや顧客に対する販売マネ
ジメント体制を評価する。買収候補企業の販
売マネジメント体制が保有する顧客との関係
性や継続上のリスクをしっかりと確認し、重
要顧客との関係性が、同企業の経営者などあ

る特定人材に依存していないかどうかなども
見極める。また、獲得すべき重要なリソース
が研究開発であれば、その技術力、知的財産
に焦点を当てたDDを実施する。

ただし、事業上のシナジー創出にフォーカ
スしすぎると、いざPMIに着手する際、思わ
ぬ落とし穴があったり障壁にぶつかったりす
るおそれがある。この落とし穴や障壁とは、
ガバナンスのあり方や文化、事業戦略の現場
への落とし込み方法、意思決定プロセスの違
いによりシナジー創出のための統合が推進で
きないといったことである。

（2） 組織風土・人材DD

買収候補企業の組織風土・文化を十分に考
慮しないまま買収後のフェーズへ移行する
と、事業上のシナジーが十分に発揮できな
い。そうならないためには、組織風土・人材
DDが非常に重要となる。買収候補企業の組
織が持つ風土、大事にしている価値観を買収
企業が理解し、自社（買収企業）のそれと比
較して共通化できる価値観があるかどうかを
組織風土・人材DDで評価しておくことは、
後のPMIプロセスで非常に重要になってく
る。自社と買収候補企業とで類似する価値観
を抽出しておくことで、互いが同じ方向を向
いて事業をしているという認識が醸成される。

また、トップダウンの組織風土なのか、ミ
ドルマネジメントがしっかりしていて現場か
らの意思が反映されやすい組織風土なのかを
組織風土・人材DDで見ることも、後のPMI
を進めるうえでは重要である。さらに、各機
能組織や事業部門間が連携する組織風土があ
るのか、それとも組織の壁が高く、部門間の
壁を越えにくいのかを見極めることも非常に
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重要である。組織の壁が高い場合は、経営者
が全社の目標を示しても、各部門は上から落
ちてきた目標をそれぞれがばらばらに遂行し
てしまうために部門最適に陥りやすい。買収
企業は買収候補企業の組織が持つ風土を理解
し、組織間の壁があった場合、どのようにす
ればその壁が崩せるのかを考慮して、統合後
の進め方を策定する。

また、組織風土・人材DDの段階で、経営
幹部がどのようなバックグラウンドや考え方
を持っているのかを見定めておくことも非常
に大事である。経営幹部を残留させて統合を
進めるつもりであれば、買収企業本社の買収
候補企業に対するガバナンスが重要になるか
らである。経営幹部がどのようなことに意欲
を持ち、どのような価値観で事業を行ってい
るのか、どのような意思決定スタイルなの
か、権限は委譲されているのかなどを理解し

ておく。買収候補企業における戦略策定、組
織再編や人事、投資といった重要な意思決定
には、親会社となる買収企業への稟議・決裁
権限規定などのガバナンスを徹底させる必要
があるため、買収候補企業が持つ意思決定ス
タイルは、その後のガバナンスのあり方を検
討するうえで非常に重要なDDとなる。

4│	フェーズ４：最終合意・クロー
	 ジング

フェーズ４の最終合意・クロージングか
ら、PMIをどのように進めていくかの方向性
を本格的に検討していく。

前述のようにクロスボーダーM&Aは日本
と異なる市場環境の中で被買収企業と統合を
進めるため、PMIの方針や進め方は早めに具
体化し検討しておく。

図4　買収タイポロジーによるPMI方針の策定
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5│	フェーズ５：PMI
PMIは、
①PMI方針策定
②経営理念・価値観の共有と統合
③戦略統合
④業務統合
⑤モニタリング
──のステップで進めていく。

（1） PMI方針策定

自社（買収企業）に被買収企業をどの程度
統合するのかを決める。被買収企業の経営者
を残留させるのか、被買収企業を独立した会
社とするのか、あるいは自社の既存組織と統
合するのかなどを決定する。

さらに、被買収企業の一部の事業譲渡なの
か、それとも全社を買収するのか、自社リソ
ースとの重複はありそうかなどに鑑み方針を
策定する。たとえば、自社リソースとの重複
が多く、企業体としての自立性の低い一部の
事業買収のような場合は、要求される統合レ
ベルは非常に高くなる（図４）。このような
場合は被買収企業を自社の組織内部に組み込
むことを前提に統合後のシナリオを検討する。

（2） 経営理念・価値観の共有と統合

異なる市場環境・文化の中で統合を進めて
いくには、自社（買収企業）が自身の経営理
念やどのような価値観を大事にしているのか
を被買収企業に明確に伝えておく必要があ
る。自社の歴史や経営理念、大事にしている
価値観を被買収企業の経営幹部に伝えて、自
社に対する理解を深めてもらうことと併せ
て、被買収企業の経営理念・価値観も理解
し、互いの根幹にある共通点を見出しながら

経営理念・価値観の浸透を進めていく。
実際、被買収企業の経営理念・価値観と自

社の経営理念・価値観を比較すると、根幹で
は共通点が見出せることも多い。こうした類
似性を明らかにし、確認し合うことも、経営
理念・価値観の共有とPMIプロセスでは重要
である。根幹での共通点を認識することは、
互いへの理解を深めることにつながる。

それをするには被買収企業の経営幹部を自
社（買収企業）の日本本社に呼び寄せ、創業
からの歴史や経営理念・価値観への理解を、
たとえば施設の見学や紹介を通じて促進する
ことも有効である。統合上、特に生産・品質
管理が重要であれば、自社の工場の生産・品
質管理などの現場や業務を実際に見学しても
らうと、小集団活動など日常のオペレーショ
ンに浸透している経営理念・価値観が体感で
きる。経営理念・価値観を単に言葉で説明す
るだけではなく、このように実際の業務にど
のように浸透しているのかを実感してもらう
ことが重要である。

（3） 戦略統合

「統合後は何を目指していくか」を定めるの
が戦略統合である。最初に買収企業が、中長
期経営計画などに盛り込まれたグローバル戦
略、およびその戦略における被買収企業の位
置づけと期待を説明する。

さらに、市場環境に関する共通理解を醸成
する。クロスボーダーPMIにおいて、買収企
業と被買収企業とが市場環境に対して認識合
わせをすることは、買収企業にとっての戦略
統合上の重要な前提条件となる。それには買
収企業と被買収企業が共同でSWOT分析注2

を実施し、その結果から戦略を導き出すワー
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クショップを開催するのも有効である。そう
することで、被買収企業は買収企業のグロー
バル戦略における自社の位置づけを理解し、
市場環境・経営環境への共通認識が醸成され
る。

特に市場環境変化が激しい新興国の場合、
今後どのような変化が想定されるのかを
SWOT分析に取り入れることは有効である。
たとえば後述する食品メーカー（Ｂ社）で
は、SWOT分析によって、新興国で起きて
いるモダントレード（スーパーマーケットな
どの近代的小売業態）の急速な普及を市場環
境変化と捉え、これを買収企業・被買収企業
の共通認識としている。そのうえで、買収企
業が持つ高い品質管理やモダントレードの要
望に応え続けてきた品質、パッケージ技術な
どがグループの強みであるとして、両社が一
体となって品質を向上させ、流通が求める変
化の要望に応えている。

そしてこの戦略統合プロセスには、次項で
述べる業務統合を見据え、各業務の責任者を
必ず巻き込んでおく。開発、生産、販売・マ
ーケティング、物流、人事、総務、経理、法
務、情報システムといった機能の責任者であ
る役員層を巻き込んで戦略統合を進めること
が、次の業務統合にスムーズにつながる重要
なポイントとなる。

（4） 業務統合

前項の戦略統合で定めた統合効果を実現す
るには、各業務部門が実行すべき項目を明確
に定める必要がある。開発、生産、販売・マ
ーケティング、物流、人事、総務、経理、法
務、情報システムといった各部門が、戦略を
実現するために何を実施すべきなのかを、戦

略との関連性の中で議論し、定めるのである。
そのうえで、それぞれの実行項目を、業務に
おける目指すべきパフォーマンスレベル、具
体的目標値（Key	Performance	Indicator：
KPI）に落とし込む。

たとえば「バランススコアカード」のよう
なフォーマットを活用して戦略マップを策定
し、財務目標値から顧客、学習と成長、内部
プロセスといった形で、全社の戦略目標を各
部門の業務レベルにまで落とし込むなどの手
法も有効である。

（5） モニタリング

クロスボーダーPMIでは、買収後の統合状
況をいかに正確に把握し、PDCA（計画・実
行・評価・改善）サイクルを回して投資から
着実にリターンを得ていくかが非常に重要で
ある。それには、戦略策定から業務統合を進
めた後に、その成果を着実に実現するための
指標を設定しなければならない。買収企業が
買収に費やした投資がリターンとして確実に
獲得できるように、求められる統合効果を業
務レベルにまで落とし込み、KPIとして目標
値管理する。

具体的には、業務統合で策定した戦略マッ
プを、実際に展開するためのアクションプラ
ンおよびKPIに落とし込み、統合効果を四半
期に一度などの頻度でモニタリングしてい
く。特にKPIは、機能ごとだけでなく、機能
横断で設定することが重要である。たとえ
ば、サプライチェーンや品質管理では、生
産・物流・販売の機能がかかわってくるた
め、機能ごとの部分最適で進めるのではな
く、機能間で調整され連携したKPIとする。
そうすることではじめて、統合の成果を実現
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するモニタリングとなる。

Ⅲ 先進企業事例

本社主導によるM&A・PMIと 
人材育成の事例

先進事例として、既存事業の構造転換を実
行したＡ社、および新規地域に進出したＢ社
を取り上げる。

1│	既存事業構造転換のための	
	 M&A事例（Ａ社）

産業機械メーカーであるＡ社は、これまで
培ってきた製品力によって先進国を中心に高
いシェアを獲得してきた。同社の抱える課題
は事業のサービス化であった。単にハードウ
エアを製造・販売し保守するだけでなく、ハ
ードウエアの配置の最適化や顧客の資産運用
など、最終的には顧客の業務設計から運用ま
でを代行するBPO（Business	Process	Out-
sourcing）領域に進出することが求められて
いた。

これを受けてＡ社は中期経営計画におい
て、サービス・BPO領域への進出を謳い、
事業構造の転換を明言した。しかしながら、
ハードウエアを製造・販売、保守してきたＡ
社がBPO領域に進出することへの合意を役
員層から取り付けるのは容易ではなかった。
そこで本社は事業部門と議論を重ね、まず同
社の販売基盤が強い欧米地域を選定し、事業
構造の転換に必要となるリソースの獲得に沿
った買収計画を策定した。この計画をもと
に、買収によってどのような事業を実現する
のか、顧客にどのような価値を提供するのか
を明確化し、そのうえで、役員の合意形成を
本社が中心となって実施した。

具体的には、①ハードウエアの付加価値が
低下していること、②従来の保守事業の市場
単価が落ちていること、③何よりも顧客のニ
ーズがビジネスプロセスの改善にあること
──を何度も役員会議にかけ、主要役員に説
明した。こうした議論を経て明確になった買
収計画に基づいて買収候補企業を抽出し、
M&Aを実施した。M&Aプロセスでは、本
社は事業部とともに一貫してDDを担い、
M&Aプロセスにかかわった本社・事業部門
の一部人材が被買収企業に派遣され、現在も
PMIプロセスを進めている。

Ａ社はBPOを進めて事業構造をサービス
に転換するため、被買収企業の保有していた
サービス事業をＡ社の既存顧客に展開してい
る。このプロセスにおいてＡ社は被買収企業
のサービス事業との連携シナリオをつくり、
結果としてＡ社既存顧客の業務代行まで請け
負っている。

Ａ社は事業構造の大転換を戦略的に進めた
このM&Aにおいて、

● 本社の経営企画部門人材を被買収企業に
派遣し、M&AからPMIプロセスまでを
一貫して担当させ、顧客に対するマーケ
ティング戦略の策定によって既存事業と
のシナジーを創出すること

● 被買収企業の中で特に重要な経営幹部を
グローバル規模での幹部候補人材とし、
他地域からのＡ社幹部候補人材と交流さ
せ、被買収企業経営幹部のノウハウを他
地域のサービス事業に活用すること

──を狙っている。
中でも特に優秀な被買収企業の経営幹部に

ついては、同社にとどめることなくＡ社の他
地域の経営幹部として登用し、グローバル規
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模での事業構造転換に活かそうとしている。
本事例が示唆するのは、
①中長期戦略に基づく買収計画策定におけ

る本社の役割
②事業構造転換を促進するための本社主導

によるリソース統合の推進
──の重要性である。
①は、自社がこのままハードウエアの製

造・販売と保守事業だけを行っていたのでは
中長期的に収益性が悪くなることを見越し、
事業構造を大転換させた本社の主導的役割で
ある。さらにＡ社は、そのための重要なリソ
ースを明確化し、それを買収計画に落とし込
んだ。

②は、既存事業の構造転換を促進するた
め、M&AからPMIまで一貫して、本社経営
企画部門と事業部門がリソースの統合を進め
たことである。従来のビジネスモデルで事業
を続けることに限界を感じたＡ社は、買収の
目的を確実に達成するために経営企画部門人
材もPMIに参画させ、被買収企業の持つノウ
ハウを中長期の視点で他地域へも広げるため
に、自社経営人材育成の仕組みまでも構築し
ている。

2│	既存事業を地域的に補完する	
	 M&A（Ｂ社）

食品メーカーＢ社は、先進国や新興国での
積極的なM&Aによって成長を実現してき
た。しかしながら、買収後のプロセスは全社
で標準化されておらず、PMIで参考にすべき
資料も、案件や被買収企業ごとにばらばらで
あった。過去のナレッジが全社にうまく共有
されておらず、一連のプロセス遂行の一貫性
も担保されていなかった。

たとえば経営理念・価値観も、本社が公開
しているIR（投資家向け広報）資料や中期
経営計画などから抜粋されているものの、各
案件はカスタマイズされることが多く、その
ため伝えるべきポイントが揃っていなかった
り、「被買収企業から見た自社（Ｂ社）の良
さ」がしっかりとPRしきれていなかったり
などの問題が生じていた。

そこで本社主導のもとに、経営理念・価値
観を取りまとめた。その際には、本社経営幹
部に加え、過去の被買収企業の経営幹部が寄
せた「日本人にしかわからない」という指摘
も取り入れて問題を一つ一つクリアし、最終
的には海外の被買収企業にもわかりやすい形
にまとめた。

PMIのプロセスも見直し、各フェーズで誰
が何をすべきなのかを明確化し、それぞれの
フェーズで必要な要件を洗い出した。過去の
買収では被買収企業に遠慮し、被買収企業の
考え方や業務の進め方を尊重するあまり、
PMIプロセスをスピーディに遂行できなかっ
たことへの反省から、PMIプロセスで伝える
べきポイント、その重要度などもマニュアル
化して関係部署へ配布した。

同時に、本社が支援すべき項目を整理し、
担当窓口を一本化した。「日本人の誰に聞い
たらよいのかわからない」「電話をいつもた
らい回しにされる」という過去の被買収企業
社員からの声に応え、支援すべき項目を明確
にした。

Ｂ社はこうした過去の知見を体系化し、
PMIを円滑に進められる人材を組織的にも育
成している。具体的には、本社から被買収企
業へ派遣される人材に、自社の企業理念や戦
略をどのように伝えるべきか、被買収企業の
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経営幹部とどのようにして価値を創出してい
くかを研修する。Ｂ社ではブランド力のある
先進国企業・新興国企業を買収するため、自
社が考える生産・品質管理に関する考え方を
現場の工場に展開し、統合を推進する人材

（統合人材）の育成に特に力を入れている。
加えて被買収企業の主要幹部に対しては、Ｂ
社の企業理念や戦略、伝えるべきオペレーシ
ョンについての研修を実施し、こうした幹部
がPMIプロセスに貢献することを期待してい
る。たとえば、生産管理担当の幹部を本社工
場に呼んで、自社の生産・品質管理の考え方
を教育し、本社生産管理部門から派遣されて
いる人材とともに彼らが現場の生産・品質を
継続的に向上させていくことで、Ｂ社の価値
観やオペレーションを末端にまで浸透させよ
うとしている。

Ｂ社本社は、こうした取り組みを日本だけ
のベストプラクティスにとどめず、他国も含
めたグローバルなベストプラクティスの蓄積
と共有化を図っており、これによって企業の
総合力を活かした業務統合プロセスを実践し
ている。

Ｂ社の事例からは、
①PMIにおける本社主導の経営理念・価値

観の共有と統合および雛型化
②自社（買収企業）と被買収企業における

統合人材の育成
──の重要性が示唆される。
具体的には、①は経営幹部も加え、本社が

主導する形で海外の被買収企業人材でもわか
りやすいよう経営理念・価値観をまとめて共
有・統合、雛型化したことである。②につい
ても、本社主導でPMIプロセスをマニュアル
化し、自社の統合人材、および被買収企業内

の統合人材を教育する仕組みを構築したこと
である。

Ⅳ 本社の役割

買収計画策定、プロセス推進機能、
ガバナンス設計、人材育成が重要

前章に述べた事例からわかるように、クロ
スボーダーM&A・PMIを成功させるための
本社の重要な役割には、

①中長期戦略に基づく買収計画の策定
②M&AからPMIプロセス全体の推進機能
③戦略、投資、組織・人事に関するガバナン

ス設計
④自社（買収企業）内および被買収企業内の

統合人材の育成
──がある。

1│	中長期戦略に基づく買収計画の	
	 策定

買収を進めるうえで最も大事なことは、
「何のための買収なのか」である。事業を中
長期的に拡大していくにはどのようなリソー
スが必要になるのかを、自社の事業・地域ポ
ートフォリオから抽出し、買収によって何を
実現したいのかを明確にする。事業部門から
の要望だけではなく、中長期の視点から本社
として強化していくべき事業・地域と、その
事業を強化するために必要なリソースを明確
にするのである。

ハードウエア製造・販売・保守という既存
事業からサービス事業強化などへの事業構造
の転換や、あるいは新規に進出する地域での
リソース獲得であれば、本社がイニシアティ
ブを取りつつ事業部門と共同で検討する。事
業構造の大きな転換のような場合は、既存地
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域の販売会社の買収に比べると、買収計画策
定への本社の関与は大きなものとなる。

また、既存事業ではあっても未進出地域に
展開する場合、本社は地域ポートフォリオの
検討、生産・品質管理、SCMなどで被買収
企業とシナジーをどのように創出していくの
かも検討しながら、獲得すべきリソースを明
らかにして買収計画を策定する。そのうえ
で、統合のために特に重要なリソースを明確
にする。

さらに新規事業の場合であれば、事業部門
ではなく本社が、事業ポートフォリオ管理の
一環として新規事業のリソース獲得にイニシ
アティブを発揮していく。

（1） 既存事業の構造転換における 
 買収計画の策定

既存事業の大きな構造転換を伴う買収計画
策定の場合、本社は強いイニシアティブを発
揮しなければならない。ハードウエア中心で
展開してきた事業がサービス事業に大きく転
換するには、大きな意識改革が求められる。
特に自社の中心的な事業であれば全社に与え
る影響は大きい。したがって、このような案
件では本社が事業部門をリードして進めてい
く。

たとえば、前述した産業機械メーカーＡ社
では、ハードウエア製造・販売と保守が中心
だった既存の事業構造を、BPOなど顧客の
業務代行に大きく転換するために、本社は事
業部門と議論を積み重ねた。既存の事業構造
を大きく転換するには、過去の業界のしがら
みや既成概念から抜け出たところで意思決定
する必要があり、そのために本社は自社の事
業環境を客観的に分析したうえで事業部門と

議論を重ね、既存事業の構造転換を骨子とし
た買収計画を策定する。

（2） 地域の新規性を踏まえた買収計画の 
 策定

既存事業であっても新しい地域に進出する
のであれば、買収計画の策定には本社の強い
イニシアティブが求められる。たとえば事業
部門には経験のない地域や環境で事業展開す
る際に重要になるリソースなどは、事業部門
と議論を尽くしながらも本社が中心となって
確定していく。

この場合、既存事業であるため事業部門の
コミットは前提となるものの、どの地域を伸
ばしていくのかは本社が検討する。事業部門
は新地域で生産・販売などのオペレーション
を獲得することになるが、特に生産・品質管
理、SCMについては、地域性のみならず、
本社と基本的な考え方を合わせておく。本社
がイニシアティブを持って買収の目的を明確
にし、どのように統合を進めるのかを、買収
計画に落とし込んでいく。

前述の食品メーカーＢ社の新興国への投資
は、同地域の事業を抜本的に強化することが
目的であった。本社は、今後伸びる新興国の
中で強化すべき地域を、地域ポートフォリオ
管理面から事業部門とともに議論し、生産・
品質管理、SCM等をどのように統合するの
かなどを重点的に考えたうえで、獲得すべき
リソースを明確にし、買収計画を策定した。

（3） 新規事業における買収計画の策定

新規事業における買収計画の策定は、まず
経営者と経営企画部門が中心となって、本社
が管理する事業ポートフォリオから、中長期
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的にどのような事業領域に進出していくべき
かを検討する。そのうえで、その事業を成功
させるために必要なリソースを明確にし、買
収の目的と求められる効果を本社が中心とな
ってまとめていく。

こうした場合は事業ポートフォリオの再構
築を伴うため、買収計画とPMI戦略は本社主
導で策定され推進される。既存組織との統合
がないため、ガバナンスの設計が特に重要に
なる。買収計画は、戦略、投資、組織・人事
などのガバナンスをいかに維持していくかを
重点的につくり込んでいく。

2│	M&AからPMIプロセス全体の	
	 推進機能

以上のように、本社は買収計画の策定に大
きな役割を果たすとともに、PMIプロセス全
体を推進していく役割も担う。本社は、

①M&AからPMIプロセス全体を推進する
組織機能の構築

②買収プロセスの標準化と形式知化・雛型化
──の２点を、リーダーシップを持って進

めていく。

（1） M&AからPMIプロセス全体を推進する 
 組織機能の構築

M&AからPMIプロセス全体を推進する組
織機能の構築は、本社内部に推進組織を設置
し、M&A・PMI経験者を集める。買収経験
が豊富な人材を投資銀行などから獲得して、
こうした組織に参画させるケースも多い。本
社に大きな推進組織を設置できない場合は、
本社の経営企画部門に担当者を置くなどし
て、買収の経験知が本社に蓄積されるように
する。

買収計画は、その策定から一貫したプロセ
スで流れていくことが求められるため、事業
ポートフォリオの検討とも一貫した体制でな
ければならない。ある医療系メーカーは、投
資銀行などからも人材を獲得して買収のため
の専門組織を設置している。同社では、買収
担当者がそのままPMIにも従事することで、
案件に対するオーナーシップと事業ポートフ
ォリオとの一貫性を保持できるように努めて
いる。

（2） 買収プロセスの標準化と形式知化・ 
 雛型化

前項で述べた買収からPMIプロセス全体を
推進する組織機能を中心に、過去に実施した
M&A・PMIの経験者のノウハウをヒアリン
グし、「買収の標準プロセス」として形式知
化する。買収計画の策定からPMI推進の仕方
まで、各機能において本社がどう関与してい
くかは非常に重要なポイントである。ここで
は形式知化が特に重要と思われる、

ⓐフェーズ１：中長期戦略に基づく買収計
画策定の形式知化

ⓑフェーズ３：組織風土・人材DDの形式
知化

ⓒフェーズ５：PMIプロセスの形式知化
──について、あらためて詳述したい。

ⓐフェーズ１：中長期戦略に基づく買収計
画策定の形式知化

ここでは買収計画をどのように策定するか
が重要なノウハウとなる。そのプロセスは、

①事業環境を整理する
②自社のポジショニングを確認する
③そこから成長させたい事業領域のKFS
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を抽出する
④それをもとに自社に不足していて特に重

要なリソースに優先順位をつける
⑤買収候補企業の選定に重要となる基準を

抽出する
──という手順を踏み、これらは雛型化さ

れていることが求められる。できれば、①の
事業環境の整理から⑤の買収候補企業の選定
に重要となる基準の抽出までが、書類でマニ
ュアル化されていることが望ましい。

ⓑフェーズ３：組織風土・人材DDの形式
知化

DDプロセスにおいては、特に形式知化し
にくい組織風土・人材DDで本社の果たすべ
き役割が大きい。

ここでは、被買収企業の主要経営幹部の考
え方や組織風土・価値観を評価し、被買収企
業をどのような形で統合するのかを定める。
被買収企業の組織風土、大事にしている価値
観を理解し、自社（買収企業）のそれと比較
をする中から、共通化できる点があるかどう
かを評価しておく。これは、後のPMIのプロ
セスで非常に重要になる。なぜなら、買収企
業・被買収企業の経営理念・価値観で類似し
ている項目を抽出しておくことで、両社の根
幹は同じ方向性を向いて事業を行っていると
互いが認識できるからである。

また、被買収企業の組織風土として、トッ
プダウンの文化であるのか、それともミドル
マネジメントがしっかりしていて現場の意思
が反映されやすいのかを見ることも、後の
PMIを進めるうえでは重要である。さらに、
各機能組織・事業部門間が連携する組織風土
があるのか、それとも組織の壁が高く、部門

の壁を越えにくい組織風土であるのかを見極
めることも非常に重要である。組織の壁が高
い場合は、部門最適に陥りやすいことを示し
ている。そうした企業は、経営者が全社の目
標を示しても、それらを各部門がばらばらに
遂行して部門最適となりやすい。本社は被買
収企業のこうした組織風土を理解し、統合後
にどのようにすれば組織間の壁が崩せるのか
を考慮して統合後の進め方を策定する。

また、被買収企業の経営幹部がどのような
バックグラウンドや考え方を持っているのか
を、本社が見定めておくことも非常に重要で
ある。経営幹部を残留させて統合を進めるの
であれば、本社として、被買収企業に対する
ガバナンスをいかに利かせるのかが重要にな
るからである。経営幹部がどのような事業に
意欲を持ち、何を大事に考えて事業を進めて
いるのか、どのような意思決定スタイルを持
っているのか、権限は委譲されているのかな
どを理解する。本社は、戦略、大規模組織再
編、投資といった重要な意思決定においては
被買収企業の稟議規程などにガバナンスを徹
底させる必要があるため、被買収企業が持つ
意思決定スタイルはその後のガバナンスを検
討するうえで非常に重要である。こうした組
織風土・人材DDプロセスを明文化し、形式
知化しておくことが重要である。

形式知化のために本社は、被買収企業の組
織風土・価値観の見方と論点をまとめておく
のが有効であろう。着眼点としてたとえば、

①経営者や主要幹部のバックグラウンドと
考え方

②意思決定スタイル（トップダウン型の組
織かミドルマネジメントが強くボトムア
ップ型の組織か）



グローバル戦略を実現する経営基盤構築

73クロスボーダーM&Aによる事業構造転換

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014	Nomura	Research	Institute,	Ltd.	All	rights	reserved.	No	reproduction	or	republication	without	written	permission.

③組織間連携の有無（縦割り組織か組織間
連携があるか）

──のパターンとそれに対する施策を、過
去の実例から抽出し形式知化しておくだけ
で、PMIの具体的施策をイメージしながら、
組織風土・人材DDを進めることができる。
こうすることにより、買収を進めるたびに本
社の組織内に知見が蓄積され、統合後のガバ
ナンスを強めることにもなる。

ⓒフェーズ５：PMIプロセスの形式知化
フェーズ５のPMIにおいても、プロセスを

形式知化し、統合の進め方についてある程度
ガイドラインとなるパターンを示しておくこ
とは、過去の知見をベースにした考え方の手
引きとなり、同じような失敗をしないため、
また組織内部に知見を蓄えていくうえでも非
常に価値がある。ここでは、

①PMI方針の策定
②経営理念・価値観の共有と統合
③戦略統合
④業務統合
⑤モニタリングプロセスの進め方
──を形式知化するやり方のうち、②以降

について詳述する。

● 経営理念・価値観の共有と統合の形式知化
自社の歴史、経営理念、大事にしている価

値観を被買収企業に紹介できるよう、文書に
落とし込んで標準資料化する。併せて、自社
と被買収企業の歴史、経営理念・価値観とを
比較し、類似する考え方を抽出することは、
異なる点が多いと思われた組織が互いの類似
性を発見できるという、非常に重要なプロセ
スである。

食品メーカーＢ社は、自社の大事にしてい
る考え方や歴史を紹介する標準資料を作成
し、そのうえで被買収企業の歴史、経営理
念・価値観を理解することで互いの組織への
理解を深めている。こうしたことを形式知化
していくことで、組織間の距離を縮める時間
を短縮化できる。

● 戦略統合の形式知化
ここでは、買収企業の中長期経営計画な

ど、グローバル戦略における被買収企業の位
置づけと期待を説明する。さらに、市場環境
に関する共通理解を醸成するためにSWOT
分析を実施し、その結果から、戦略を導き出
すワークショップの進め方などを形式知化す
る。

食品メーカーＢ社は、被買収企業と戦略ワ
ークショップを開催して経営幹部同士が議論
を重ね、共同で戦略を導き出している。その
結果、被買収企業には「戦略が腹に落ちた」
形で根づいている。こうしたことは両社が市
場環境について同じ認識を持つためにも非常
に有効で、特にSWOT分析は、市場環境変
化が激しい新興国の把握に適している。

前述のように、食品メーカーＢ社は
SWOT分析により、新興国で起きているモ
ダントレードの急速な普及を市場環境変化と
して捉え、Ｂ社本社・被買収企業で共通認識
を醸成した。そのうえで、本社が持つ高い品
質管理手法やモダントレードの要望に応え続
けてきた品質・パッケージ技術などをグルー
プの強みとし、本社・被買収企業が一体とな
って品質を向上させていくことで、流通の変
化が求める品質向上への要望に応えようとし
ている。
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● 業務統合の形式知化
ここでは、戦略統合で定めた狙うべき統合

効果を実現するために、各機能部門で実施す
べきことを明確にする。たとえばバランスス
コアカードのようなフォーマットを用いて戦
略マップを策定し、財務目標値から顧客、学
習と成長、内部プロセスといった形で各部門
の業務レベルにまで全社の戦略目標を落とし
込むなどの手法がある。

製造業Ｃ社では、買収後に戦略ワークショ
ップを開催し、その際、各部門責任者を参加
させて戦略目標を共有し、彼らに各部門のバ
ランススコアカードを策定させることで業務
レベルの目標値にまで落とし込み、業務統合
を推進している。こうしたプロセスは、戦略
統合から業務レベルへの落とし込み方、業務
KPI策定までの標準的落とし込み方の「標準
プロセス」として形式知化され、継承されて
いる。

また統合上特に重要な業務については、買
収企業本社がプロセスオーナーとして、標準
プロセス策定にイニシアティブを取ってい
く。生産機能を持つ企業を買収することで獲
得できる大きな効果は、統合後の生産コスト
の削減や生産性向上であろう。一方、海外で
の販売機能強化が目的の買収であれば、顧客
ニーズを収集し、それを商品企画に反映させ
るなどの業務統合が必要になる。さらに
SCMにおいては、販売、生産、資材調達な
どの需給予測、生産計画との連携、在庫管理
などの業務と、本社が保有している業務の進
め方との整合を取る必要がある。工場や
SCMなどは買収した地域にとどまらずグロ
ーバル規模での製品の供給・調達へとつなが
っていくことが多く、地域で標準化してしま

うと、SCMや生産をグローバル規模で進め
ることが難しくなる。

業務統合プロセスにおいて、特に本社の経
営企画等の戦略を担う部門、生産・販売・物
流等のグローバルSCMに関連する部門、人
事・経理・法務・情報システム等の間接業務
を担う部門などは、本社の各部門がプロセス
オーナーとなって、両者の業務プロセスをど
のように合わせていくかを検討する。

GE（ゼネラル・エレクトリック）など海
外企業であれば、100日以内で業務統合をす
る。ところが日本企業の間接部門は、「遠心
力」のみで海外に進出していった経緯もあっ
て、海外地域に対して本社と同じ標準領域を
策定してこなかった。しかしながら、今後海
外のオペレーションが拡大するに伴い、業務
統合における本社の役割も大きくなる。なぜ
なら、海外でのオペレーション拡大によって
業務プロセスに対するガバナンスが維持でき
なくなるおそれがあるからである。また、非
標準のプロセスをそのままにしておくと業務
プロセスがばらばらになり、人員が大幅に重
複してしまうことなどもある。したがって統
合後は、経営企画部門等の戦略部門や、生
産・販売・資材等のSCMを検討するうえで
業務プロセスを横断的に合わせていかなけれ
ばならない部門、さらに人事・経理等の間接
部門が、被買収企業にカウンターパートを立
て、プロセスオーナーとして標準領域の議論
をしていく必要がある。

そのために本社は、まずここだけは本社と
整合を取る必要のある業務を、「標準領域」
として明確に定める。

たとえば、経営企画部門の中期経営計画策
定機能、会計部門の連結会計業務、人事部門
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の経営幹部人材育成プロセスなどは、地域横
断的に本社との整合性を考えていくべきであ
る。こうした領域を、本社の各部門はプロセ
スオーナーとして、被買収企業にカウンター
パートを立ててプロセスを統合していくので
ある。こうした業務統合の進め方について
は、買収を進めながら事例の蓄積とエッセン
スの形式知化を進めていく。

日本企業の場合、欧米企業のようにグロー
バルの標準プロセスを持っていないことが多
いため、プロセスを適応させること自体、不
可能である。とはいえプロセスの安易なグロ
ーバル標準化は、被買収企業が地域に合わせ
て最適化してきた良さまで損ないかねない。
しかしながら、本社がプロセスオーナーとし
て整合を取るべき業務を各業務の中に明確に
定め、それについては業務プロセスの統合を
図れるよう、業務領域と進め方を、本社機能
別に明確にしたうえで形式知化しておく必要
はある（図５）。

● モニタリングプロセスの形式知化
戦略策定から業務統合を進めた後は、その

成果を着実に実現するためにモニタリング用
の指標を設定する。本社としては、M&Aで
の投資が着実に回収できるように、統合効果
を業務レベルにまで落とし込み、KPIで目標
値を管理していく。実際には、業務統合で戦
略マップを策定したのち、それを具体的に展
開するため、各業務別に、戦略を実現する具
体的なアクションプランとKPIにまで落とし
込み、統合の効果を四半期に一度などモニタ
リングしていく。

こうしたプロセスは、本社が強くイニシア
ティブを取って実施していく。たとえば、前

述したバランススコアカードの戦略マップの
ような戦略レベルから、それを実現するため
の各業務別のKPIに落とし込む。また、戦略
を実現するには多くの場合、部門単独ではな
く部門横断の活動になる。SCMであれば、
販売・資材・生産を連携させなければなら
ず、こうした業務では部門別のKPIを追うだ
けでなく、部門横断のクロスファンクション
テーマのKPIを策定する。SCMの場合は、た
とえば顧客への納入リードタイムや在庫回転
率などは、部門横断で在庫回転率の向上と営
業の機会ロスの極小化を実現していく。こう
した進め方を雛型化し、形式知化する。

3│	戦略、投資、組織・人事に関する
	 ガバナンス設計

クロスボーダーM&A・PMIで重要なのが
ガバナンス設計である。出資形態にもよる

図5　クロスボーダー PMI推進体制

ステアリングコミッティ
（買収企業・被買収企業経営者で構成）

PMO
（プロジェクト・マネジメント・オフィス）

買収した海外サイド 日本サイド

経営企画

人事

経理

法務

情報システム

販売

生産

物流

経営企画

人事

経理

法務

情報システム

販売

生産

物流

注）PDCA：計画・実行・評価・改善

●　プロセスオーナーとし
て各業務における標準
領域の策定と浸透

●　PDCAの推進
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が、完全子会社にするのであれば、戦略、投
資、組織・人事に対するガバナンスは買収企
業が方針を策定できる。したがって、被買収
企業の経営幹部を残留させるかどうか、考え
方を特に合わせなければならない生産や品質
管理に関する人材を本社から派遣して被買収
企業へのガバナンスを強めるかどうか──な
どは本社が設計する。

ガバナンスは、戦略、投資、組織・人事に
対して設計する。本社が考える戦略を被買収
企業にどのように浸透させていくのか、投資
決裁の権限をどこまで現地に認め、どこから
先は本社への照会事項とするのか、経営幹部
や重要なポジションの人事権、組織改編など
についてのガバナンスを設計する。

一方、出資が51%以上ではあるが100％で
はない場合、上場企業であれば一般投資家
が、非上場企業であれば元オーナー一族を中
心とする元オーナー関係者が株式を保有して
いることが多い。

元オーナー経営者のガバナンスが非常に強
かった会社であれば、元オーナー経営者の株
式持ち分を意図的に残し経営に参画させるこ
とで方針の浸透を図る。しかしながら、特に
新興国企業の場合、元オーナー経営者の多く
は独断で意思決定する習癖が抜けず、買収企
業が株式の過半を持っているにもかかわらず
ガバナンスを発揮できないケースも多い。こ
うした場合は、元オーナー経営者と数年間、
経営を共にすることで、組織運営における重
要人材やコンプライアンス（法令遵守）上の
リスクなどを把握し、最終的に元オーナー経
営者の持ち分を買い取って100％出資とし、
その後、元オーナー経営者によるガバナンス
から組織によるガバナンスに移行するのが有

効である。
なお、一般株主が株式を保有している場合

は、買収企業の戦略、投資、組織・人事がど
のように利益貢献できるかを一般株主にも説
明する。

4│	自社（買収企業）内および	
	 被買収企業内の統合人材の育成

本社がさらに進めるべきは、前述の形式知
化されたM&A・PMIプロセスに基づいて、
M&A・PMIを推進できる統合人材を育成す
ることである。

方法としては、形式知化したマニュアルを
活用して人材の若返りを常に図っていくこと
である。M&A・PMIの推進は非常に特殊な
技能を要するため、こうした知識やノウハウ
はとかく特定人材にとどまってしまい、
M&Aが常に同じメンバーで進められるケー
スが多い。また、人件費などのコスト削減の
理由で若手にM&A・PMIプロセスを経験さ
せたくても、経験者が常に固定メンバーとし
て担当することから経験知が受け継がれない
ことも多い。これを防ぐため、本社は形式知
化したマニュアルに基づいた教育とOJT（職
場内訓練）として、経験者と若手を組み合わ
せて買収案件に対応させる。

また被買収企業も、内部で統合人材を育成
する。各業務の主担当者を抽出し、買収企業
の経営理念・価値観を理解し統合の成果を上
げていくため、業務統合に前向きに取り組む
人材を、本社がイニシアティブを取って育成
する。この場合の育成は本社の各機能別組織
に分かれるが、統合上、特に重要と思われる
経営企画部門における中長期経営計画等の戦
略策定プロセス、人事部門における経営幹部
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候補等のグローバルタレントマネジメント、
グローバルSCM等の業務については、被買
収企業側の統合人材を育成していく。

本社はこうした領域で、M&A・PMIの経
験知を組織として着実に蓄積し、事業・地域
ポートフォリオを強化していく中長期戦略を
実現していく。また、M&A・PMIの進行に
伴って新たな業務ルールが急速に取り込ま
れ、ガバナンスや効率性の面で脆弱性が生じ
る可能性がある。そのため本社は、経営プラ
ットフォーム強化のためのグローバル
SCM、間接業務の標準領域策定を進める必
要がある。こうしたことは事業成果を追求す
る事業部門ではなく、本社が強いイニシアテ
ィブを発揮し進めていくことが望まれる。

注

1	 企業が他社とM&Aや事業再編を行う時、あるい
はプロジェクトファイナンスを実行する際、果た
して本当に適正な投資なのか、また投資する価
値があるのかを判断するための事前の詳細調査

2	 戦略計画ツールの一つ。SWOTとは、「Strengths
（ 強 み ）、Weaknesses（ 弱 み ）、Opportunities
（機会）、Threats（脅威）」の略

著 者

青嶋		稔（あおしまみのる）
コンサルティング事業本部パートナー
専門はM&A戦略立案、PMI戦略と実行支援、本社
改革、営業改革など

長尾良太（ながおりょうた）
消費サービス・ヘルスケアコンサルティング部上級
コンサルタント
専門はアライアンス戦略全般。クロスボーダー
M&AおよびJVにかかわるアドバイザリー業務

村岡洋成（むらおかひろしげ）
公共経営コンサルティング部上級コンサルタント
専門は事業戦略の立案、事業統合の実行支援など

手塚洋平（てづかようへい）
ICT・メディア産業コンサルティング部副主任コン
サルタント
専門は事業戦略立案、PMI戦略、本社改革など
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急速に伸びる中国のインターネット金融
神宮  健 　中国ではインターネット金融がホットな話題である。特に、昨年

のアリババによる「余額宝」導入は、金融革新の点からも画期的で
あった。一方、投資家保護の新たな規制も必要とされる。

年層にまで広がった。さらに、これ
まで銀行窓販が主であった公募ファ
ンドの販売チャネルの多様化にも通
じる。

銀行の側からすれば、個人預金の
流出や窓販業務の減少に結びつきか
ねない。このため、対抗する理財商
品の開発やネットビジネスの取り込
みを迫られている。このように、シ
ャドーバンキングと並行して「金融
×インターネット」の組み合わせが、
市場の側から金融革新（金利自由化、
業態自由化、他業界からの乗り入れ）
を推進している。

リスクの防止と規制の強化
インターネット金融は、急速に発

展しているがゆえに規制が追いつい
ていない。インターネット金融に対
する当局の姿勢を見ると、中国人民
銀行は、インターネット金融につい
て、伝統的な金融とは異なるルート
で金融の効率を高めており、「現行
金融体系の有益な補充」であると肯
定的に評価している注5。そのうえ
で、伝統金融業と比べると、インタ
ーネット金融のリスクは消費者の個
人情報保護とリスクコントロールに
集中しており、今後はインターネッ
ト金融の健全な発展を促進するため
に、その特徴と影響を研究し、監督
管理部門を明確にし、金融消費者へ
の教育と保護を強化していく、とし

資金は天弘基金管理（投信運用会
社）のマネーマーケットファンド「増
利宝」で運用されており、収益は毎
日ネット上で確認できる。天弘基金
管理の発表によると、2014年１月
に同ファンドの規模は2500億元を
超え、中国最大規模のファンドとな
っている注3。
「余額宝」の成功を受けて、イン

ターネット関連会社と基金管理会社
による類似商品が次々と発売されて
いる。大手検索サイトの百度（バイ
ドゥ）と嘉実基金管理による「百発」

（2013年12月発売）、ファンド販売
会社の天天基金網と基金会社３社

（易方達・鵬華・信誠）による理財
商品（12月発売）、チャットソフト
の騰訊（テンセント）と基金管理会
社４社（華夏・匯添富・易方達・広
発）による「微信理財通」注4（14
年１月発売）等がある。

これら一連の動きの意義は、第一
に、市場主導の金融自由化を推進し
たことである。消費者に事実上、市
場金利が付いた決済性預金を提供し
たことで、1980年代初頭の米国の
金融革新になぞらえる向きもある。

第２に、公募ファンド業界に革新
をもたらした。公募ファンドの最低
購入額を、これまでの通常1000元
から１元まで引き下げたことで大衆
化が進んだ。また、ネット利用者は
若いことから、ファンド購入者が若

2013年はインターネット
金融元年

中国金融と言えば、日本ではシャ
ドーバンキングの話が中心である
が、中国ではインターネット金融が
ホットな話題である。

中国のインターネット金融の現状
を見ると、大きく分けてｅコマース
等のインターネット関連会社の金融
分野への進出と、伝統的金融機関の
業務のインターネット化（ネットバ
ンキング、証券業務のネット利用等）
の２つの流れがあり、後述するよう
に一部では競争・協同が見られる。
一方、金融の機能という角度から見
れば、①支払・決済、②融資（小口
融 資、 サ プ ラ イ チ ェ ー ン 融 資、
P2P）、③資金運用（ファンド、保
険等の販売）等に分けられる注1。ま
た、ｅコマースで蓄積されたビッグ
データが顧客の信用評価等で活用さ
れている。

こうした中で、2013年６月に中
国ｅコマース最大手のアリババが導
入した「余額宝」が中国金融界に与
えたインパクトは絶大であった。こ
れは、アリババのネット決済サービ
ス「支付宝」（アリペイ）注2に口座
を持つ顧客が、口座上の遊休資金を
マネーマーケットファンドに投資す
る仕組みである。１元から購入可能
で、いつでも換金可能、つまりネッ
ト上で買い物ができる。
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ている。
監督管理の体制が今後整っていく

と予想される一方で、現実にはリス
クの芽も現れている。上述のインタ
ーネットのファンド販売を例に見る
と、余額宝の成功後に販売された商
品の発売時（2013年12月）の「収
益率」が８〜10％程度とかなり高
く、これが問題視されている注6。こ
の背景には、インターネット関連会
社が、ファンド販売のプラットフォ
ームを提供するのみならず、マネー
マーケットファンドの運用益とは別
に資金等を補填することで、見かけ
の収益率を引き上げていることがあ
る注7。ケースによっては違法販売行
為の疑いが指摘されている注8。

証券監督管理委員会は、すでに
2013年11月にインターネットのフ
ァンド販売業務における違法行為を
取り締まるとしており、2014年に
も、一部の高収益を謳った違法販売
行為（ファンドの高収益だけを強調
しリスク提示が不足する、販売促進
のための補填をファンドの収益と一
緒にして宣伝する等）を取り締まる
とした注9。すでに、一部では是正勧

4 微信は「LINE」のようなツール
5 『2013年第２四半期金融政策執行

報告』。ネット金融のツールの透明
度が高いこと、参加者が広範である
こと、中間コストが低いこと、支払
いが速いこと、信用データが豊富で
データ処理効率が高いこと等を指摘
している

6 たとえば、2013年11月、12月の１
カ月、３カ月物のレポ金利はおおむ
ね６％台

7 これは顧客囲い込みのためであり、
補填の期間は、たとえば１カ月とい
うように短い

8 ネット上のファンド販売では、ファ
ンドの販売資格を持たない業者が、
ファンド販売のプラットフォームを
提供する形で参加している。彼らは、

「証券投資基金販売管理弁法」の範
囲に入らないため、本来のファンド
の運用益とは別に、ファンドの持分
追加といった形で補填をしている

9 証券監督管理委員会記者会見（2013
年11月、2014年１月）

『金融ITフォーカス』2014年３月号
より転載

告が出ている。
本稿ではインターネットのファン

ドを例に見たが、インターネット金
融における消費者（投資家）保護の
動きは、ようやく始まったところで
ある。インターネット金融は、新し
い分野であることに加えて、金融各
業態のみならずｅコマース等のネッ
ト企業等、異なる業界も乗り入れて
くる分野である。このため、これま
での縦割りの行政の見直しを含め
て、今後は規制の空白部分を埋める
動きが出てくると予想される。

注

1 武甜静「アリババ小口貸出の資産証
券化商品」『金融ITフォーカス』
2013年10月号（野村総合研究所）
参照

2 支付宝は、C2Cのタオバオ「淘宝」
の決済のための第三者支払プラット
フォームとして2004年設立。ネッ
ト上の決済サービス（エスクローサ
ービス）を提供する

3 運用会社としての天弘基金管理の規
模は、2013年末時点で華夏基金管
理 に 次 い で 第 ２ 位 で あ っ た が、
2014年１月には第１位になったと
見られる 神宮  健（じんぐうたけし）

NRI北京金融システム研究部長

表1 中国インターネット金融の例

会社名 機能 名称 内容

アリババ
（阿里巴巴集団）

支払・返済・振込 「支付宝」 アリペイ。C2Cのタオバオ（「淘宝」）の支払問題解決のための第三者
支払プラットフォームとして2004年設立。公共料金支払い可能。契約
銀行への振込み可能。クレジットカード返済も可能。返済履歴を基に
消費者向け貸付業務も開始

融資 「阿里小微信貸」 少額貸付会社。C2Cのタオバオ、B2CのTモール（「天猫」）の出店者
向け融資。B2Bのアリババの出店者向け融資。また、零細企業向け融
資の資産証券化

資金運用 「余額宝」 本文参照
「淘宝理財」 初の第三者基金販売のeコマース・プラットフォーム（2013年11月）。

基金販売会社への販売業務サポート
アリババ・中国
平安保健・騰訊

保険販売 「衆安在線」 支店をつくらずに、インターネットを通じて保険の販売と保険金の支
払いを行う（2013年11月）

騰訊 支払 「財付通」 「支付宝」と同様の支払ツール
資金運用 「微信」 「LINE」のようなコミュニケーションツール。資金運用商品「微信理

財通」（2014年1月、本文参照）
人人貸 P2P 2010年5月設立
点名時間 クラウドファンディング 2011年5月設立
中国建設銀行 eコマース・

金融サービス
「善融商務」 B2B、B2C向けeコマースプラットフォーム（2012年6月）。直近では

2014年1月に中国工商銀行の「融e購」（B2C）も開業。中国銀行、交
通銀行等も同様のプラットフォームを持つ

出所）各社Webサイト、各種報道より作成
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プロジェクトの経験と出会いの大切さ

PMに求められる３つの力
野村総合研究所（NRI）では、

大規模システムの新規開発やシス
テム基盤の刷新といった大型プロ
ジェクトを担当するPMを「新規
PM」、維持保守フェーズで複数
の中小規模のプロジェクトを担う
PMを「エンハンスPM」と呼ぶ。
また社内資格として「認定プロジ
ェクトマネージャー」（新規およ
びエンハンス）があり、筆者もこ
れに該当する。

新規PMはプロジェクトの進捗
管理だけでなく、スコープ（対象
範囲）の定義や見積もりを行い、
リスクや進捗に応じて要員をコン
トロールしながら、アプリケーシ
ョンと基盤を含めたシステム全体
の品質を見極めることが求められ
る。したがって、技術者としての

十分な経験と実務能力の裏付けが
必要である。

しかし、PMに求められるのは
マネジメントに関するこれらのス
キルだけであろうか。これには
PMの数だけ異なった意見があり
そうだが、筆者は自身の経験から
PMには、

①戦略立案力
②説明力
③リーダーシップ
──の３つが特に重要であると

考えている。以下で順に説明して
いく。

（1）戦略立案力
プロジェクトを成功に導くため

の計画策定能力のことで、極めて
重要なものである。プロジェクト
の特徴を分析してさまざまなリス

クを洗い出し、リスクが顕在化し
た場合の影響度合いを見極め、開
発工程を通してリリースまでにリ
スクを軽減させるさまざまな対策
を講じる。PMはさまざまな識者
の意見を取り入れながら判断し、
プロジェクトの遂行責任者として
最終的に「プロジェクト計画書」
として明文化する。「PMの魂が
宿る」とされるプロジェクト計画
書は、社内会議で厳しくチェック
される。

（2）説明力
PMはプロジェクトの状況を常

に評価し、さまざまなステークホ
ルダー（利害関係者）に対して今
後の見通しを伝えていかなくては
ならない。メンバーに対しては、
ステークホルダーからのさまざま
な要請や、PMの戦略、判断結果
を伝える必要がある。

PMは、顧客の経営層向けに、
プロジェクト全体の概況や品質、
リスクとその対策などを要約して
説明する時もあれば、チームリー
ダーや担当者に対しては実装内容
も含めた具体的かつ専門的な説明
や確認をする場合もあろう。プレ
ゼンテーションでは、相手に応じ
た適切な内容を、限られた時間の
中でいかに正しく伝えられるかが

広瀬俊明

N R I  N E W S

近年、大規模化、複雑化するシステムインテグレーショ
ンのプロジェクトマネージャー（PM）には、いわゆるマ
ネジメント力に加え、「戦略立案力」「説明力」「リーダー
シップ」が特に求められる。これらの３つを身につけるポ
イントとしては、①他者の経験の活用、②実践での学び、
③魅力的な方々との出会い──が挙げられる。これは一朝
一夕で成し遂げられるものではなく、長年にわたる組織的
な取り組みと、優良な顧客や人材に支えられることで、
PMの永続的な育成が可能となる。
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重要である。

（3）リーダーシップ
システム開発では、一般にPM

の下に業務アプリケーションリー
ダー、基盤リーダー、移行リーダ
ーが配され、それぞれの下にメン
バーもしくは、さらに複数のサブ
チームを配したプロジェクト体制
を取ることが多い（図１）。PM
にとって、配下の各リーダーやメ
ンバーがリーダーシップを発揮し
てそれぞれのプロジェクトを運営
することが理想であろう。しかし
PM自身が全体のリーダーシップ
を発揮しなくてはならないケース
が少なくない。

ではPMのリーダーシップとは
具体的にどういうものなのであろ
うか。参考に、「リーダーシップ」
と「マネジメント」の違いを表１
に示すが、プロジェクトマネジメ
ントにおいてPMに必要な能力は
この両方ともである。

大規模プロジェクトでは、メー
カーやパートナー企業が参画する
マルチベンダー体制になることが
多い。自社の要員も、業務系、基
盤系、運用系など各部門に分かれ、
他のプロジェクトとの兼務という
ことも少なくない。したがって、
プロジェクトに対する思いや関係

者の利害は必ずしも完全に一致す
るとは言えず、プロジェクトに携
わる人々の個々のベクトルは同じ
であるとは限らない。そこでPM
にとって重要になるのが、各関係
者のベクトルの和を、プロジェク
トの目標と同じ方向に向かわせる
ことである。

これは組織や体制図、プロセス
といった机上の理論で実現できる
というものではない。プロジェク
トに携わる一人ひとりの心に響く
言葉で働きかけ、激励し鼓舞して
士気を高めたり、ねぎらいの言葉
をかけたりしてメンバーのモチベ
ーションを高めることもPMの重

図1　システム開発体制の例

業務アプリケーション
リーダー 基盤リーダー

プロジェクト
マネージャー
（PM）

移行リーダー

メンバー メンバー メンバー

表１　「リーダーシップ」と「マネジメント」の違い

リーダーシップ ●　進むべき未来の方向性を定め、ビジョンと戦略を描く
●　その方向性、ビジョン、戦略をメンバーに理解させ、納得させ、実現
に向かわせる

●　人間関係上の必要性、価値観、感情などに訴えかけ、モチベーション
とエンパワーメントを推し進める

●　インフォーマルな人間関係に依存する
●　人心を統合する
●　変革を成し遂げる能力を意味する

マネジメント ●　計画と予算を立てる
●　目標を達成するための手順を組み立て、資源を配分する
●　組織を編成し、人員を配置する
●　統制を敷き、問題があれば解決する
●　フォーマルな組織や権力、権限に依存する
●　組織をコントロールする

出所）ジョン・Ｐ・コッター 『第2版 リーダーシップ論』ダイヤモンド社、2012年
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要な役割である。
また、PMはプロジェクト遂行

責任のほか、メンバーの育成責任
を負うことも多い。適切に権限を
委譲してメンバーの裁量範囲を広
げる一方、高い目標を与えた場合
には任せっ放しにせず、助言する、
体制を強化する、一部のタスクを
自ら引き受けるなど、メンバーを
支援することも必要である。

さらに、説明力にも通じるが、
PMには常に「将来の見通し」を
持つことが求められる。プロジェ
クト計画時に道筋を策定し、刻一
刻と変化するプロジェクトの状況
に応じて適切に道筋そのものを見
直し続けることである。さらに、
プロジェクトの成否だけでなく、
その後のビジョンとしてシステム
と顧客の関係のあり方について考
えることも必要であろう。

３つの力を身につける
ために

それでは、PMはどのようにす
れば前述の３つの力を身につけら
れるのか。これも筆者自身の経験
を振り返って考察したい。

（1）他者の経験の活用
まずは、他者の経験や知識を活

かすことが挙げられる。さまざま

な文献、研修、資格試験などは、
先人の苦労や知恵に基づいてプロ
ジェクトマネジメントの知識を体
系化したものである。見積もりの
技法や品質定量評価の手法、プロ
ジェクトマネジメントのツールな
ども普及し、定着しつつある。標
準化された開発工程の定義や各種
の品質測定手法の情報、プロジェ
クトの計画書や完了報告書などを
活用することもできる。

先輩のPMから直接、話を聞く
ことも大切である。NRIでは、認
定PMの体験談を聞き、その考察
を広く共有する「PM講話」とい
うセミナーを開催している。成功
談だけでなく失敗談もあり、PM
を目指す者にとって示唆に富んだ
話が聞けるよい機会となってい
る。システムの重要度が高いほど、
開発現場では失敗が許されず、失
敗の経験が得られにくい。したが
って、やむなく発生してしまった
失敗の事例を他山の石とするため
に、そこから教訓を得ることが求
められるのである。

（2）実践での学び
実践で学ぶことも大切である。

システムプロジェクトには、顧客
の業務の根幹を担うシステムの構
築や、複数のベンダー・製品ある

いはオープンソースやクラウドサ
ービスといった新技術を組み合わ
せたシステムの構築など、さまざ
まなものがある。特に、新しい業
界や顧客、新しいメンバー・パー
トナー、新しい業務、新技術など、
新しい取り組みはプロジェクトに
とってリスクであると同時に、携
わる人間には大きな成長のきっか
けになる。新しい環境下で新しい
ことに挑戦し、自分の頭で考え抜
いて得られるものは大きい。

システム構築からはやや外れる
が、筆者は顧客企業に常駐して、
顧客側のPMO（プロジェクトマ
ネジメントオフィス）支援に携わ
った経験がある。そこでは受注者
ではなく、発注者の視点で物事を
考えることができ、顧客の経営層
の意思決定に必要な情報は何か、
適切な表現手法とはどのようなも
のかなどを学ぶことができた。顧
客が不満を感じるベンダーの態度
とは何か、逆にどういう振る舞い
が信頼されるのかを知る経験がで
きたことは有益であった。

説明力という点では、立場を変
えたこうした経験ができたことも
大きいが、「場数を踏む」ことも
重要である。NRIでは、設計会議、
システム開発会議といった会議に
よって、計画や見積もりの妥当性、



83プロジェクトの経験と出会いの大切さ

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

プロジェクトの状況や品質、リリ
ース可否の判定などを審議するこ
とが社内規程で定められている。
品質監理担当役員や社内認定資格
者をはじめ多くの出席者に対し
て、プロジェクトの状況とPMと
しての評価および見通しを短時間
で説明し、指摘や疑問に適切に回
答することが求められる。社内に
きちんと説明できなければ、顧客
のCIO（最高情報責任者）や経営
層に理解してもらうことはできな
い。NRIではこうした会議が年間
で数百回開催され、PMの説明力
が鍛えられている。

（3）魅力的な方々との出会い
参加したプロジェクトを通じて

手本となる人たちに出会えること
も、PMにとっては重要な経験で
ある。

筆者が以前、ある銀行系の次世
代システムの構築プロジェクトに
参加した時、プロジェクトのメン

バーが皆、士気が高く生き生きと
働いていて感銘を受けたことがあ
る。プロジェクト自体が挑戦的で
魅力的であったからかもしれない
が、プロジェクトを率いるPMの
言葉の一つひとつが筆者を含めた
メンバーの心を熱くさせた。

このほかにも、ネットバンクの
新規システム構築や、信託銀行の
情報系システム構築、新しい形態
の銀行での勘定系や情報系システ
ムの構築などのプロジェクトを通
じて、優秀で魅力的な人たちと出
会い、一緒に仕事をすることがで
きた。

こうした方々に共通して言える
のは、現状を変えたいという強い
思いとビジョンを持ち、戦略家で
あり、仕事を楽しみ、相手の心に
火をつけ、目標に向かって周囲を
動かす力を持っていたことであ
る。ここから筆者は大きな影響を
受けた。

また、プロジェクトにおいては

PMだけがリーダーシップを発揮
するとは限らず、メンバーや顧客
のリーダーシップに助けられるこ
とがある。特に、強い信念を持ち、
責任を持ってプロジェクトを前に
進める顧客側のリーダーは、PM
にとって心強い存在であろう。

NRIには、実際のプロジェクト
を通じてPMを循環的に育成する
仕組みがある。これは、長い間に
わたりさまざまなプロジェクトの
機会を与えてくれる顧客に恵まれ
てきたからにほかならない。筆者
はそうした顧客に感謝する意味で
も、自身を磨きながら、PMの育
成に寄与していきたいと考えてい
る。 

『ITソリューションフロンティア』
2014年２月号より転載

広瀬俊明（ひろせとしあき）
銀行ソリューション事業三部上級シス
テムエンジニア、NRI認定プロジェク
トマネージャー
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野村総合研究所（NRI）とNRI上海は、国際協力
機構（JICA）中華人民共和国事務所との共催によ
り、2014年１月17日に「中国の環境政策と日本企業
の対策セミナー」を北京で開催した。

中国の「環境問題」というとPM2.5に代表される
大気汚染に目が行きがちであるが、都市化や産業構
造の転換に伴って土壌汚染の問題も顕在化しつつあ
り、中国の中央政府および地方政府が、工場などに
よる土壌汚染に対する環境規制を強化する動きがあ
る。本セミナーでは、中国に進出している日本企業
などを対象に、前半では環境全般をテーマに、後半
では土壌汚染リスクに焦点をあてた講演を行った。
■講演１：「中国の環境問題の本質と日本企業の事
業機会」（清華大学・野村総研中国研究センター 
理事・副センター長 松野  豊）
中国では、急激な経済成長の中でさまざまな環境

問題が一気に顕在化しており、中国政府が環境保護
を重視した方針に転換していること、その中で拡大
しつつある環境ビジネスの事業機会が期待されるこ
とを紹介し、日本企業が中国の環境事業で成功する
ための要因を提案した。
■講演２：「国際協力機構（JICA）の対中国環境協
力事業の成果と今後の展望」（JICA中華人民共和
国事務所 所長助理 林  憲二）
中国の環境行政に対して日本の環境ODA（政府開

発援助）が25年間にわたり果たしてきた貢献の変遷
とともに、環境ODAによる産官学連携の活動事例、
および今後の展望として中国の政策・制度構築を通
じた互恵関係づくりの重要性について講演を行っ
た。

■講演３：「日本企業の中国における土壌汚染対応
状況」（NRI上海 副総経理 川嶋一郎）
JICA中華人民共和国事務所の協力を得ながら、

中国に進出している日本企業（製造業約40社）に対
して実施した、土壌汚染調査や対策の実態にかかわ
るアンケート結果を紹介した。中国での操業に当た
っては、日本企業であっても土壌汚染を調査してい
る企業は半数にも満たない。土壌汚染に対する環境
規制強化に向けて、土壌汚染に関するリスクマネジ
メント強化の必要性を提言した。 
■講演４：「中国の土壌汚染対策の最新事情」（蘇州

同和環保工程有限公司 董事・総経理 江藤宏樹）
日本のDOWAホールディングスグループの現地企

業である蘇州同和環保工程は2010年に設立され、土
壌汚染関連事業を中国で展開している。同社から
は、土壌汚染にかかわる環境規制の現状と見通しと
ともに、中国における土壌汚染の発覚事例をもとに
さまざまな原因や留意点などを報告・紹介した。

本セミナーには、メーカーだけでなく、商社やエ
ンジニアリング会社、研究機関などのさまざまな組
織・機関から110人を超える参加があった。また、
参加者アンケートでは、「とても満足」との回答が
28％、「満足」との回答が63％もあり、中国におけ
る土壌汚染リスクに対する関心の高さがうかがえた。

F O R U M  &  S E M I N A R
「中国の環境政策と日本企業の対策」セミナー

土壌汚染の規制強化に伴う環境リスクの
顕在化について
主催：野村総合研究所　　共催：国際協力機構（J ICA）中華人民共和国事務所、野村総合研究所（上海）有限公司
日時：2014年1月17日（北京）　　場所：北京発展大廈 配楼4階会議室

本セミナーについてのお問い合わせは下記へ
　社会システムコンサルティング部　科野宏典
　電話：03−5533−2869
　電子メール：h-shinano@nri.co.jp
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